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２．実施結果 

（３）単純集計 工務店等（一人親方以外） 

 

 

 

  



（２.（３）単純集計 工務店等（一人親方以外）） 
52 

団体名 

 

  

2.8

70.1

12.6

5.4

6.6

2.6

0 20 40 60 80

木住協

全建総連

住活協

JBN

2×4協会

全建連

（％）

N=1,986
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Ⅰ．工務店の概要 

Q1.法人形態 

■「株式会社」（40.2％）が最も多く、次いで「有限会社」（31.2％）、「個人事業者（従業員有）」

（28.4％）。 

(1) 法人形態 

 

Q2.資本金 

■「200～500 万円未満」（31.7％）が最も多く、次いで「1 千～4 千万円未満」（26.3％）、「500

万円～１千万円未満」（24.9％）。 

(2) 資本金 

 

Q3.設立年 

■「1980～1989 年未満」（20.6％）が最も多く、次いで「1990～1999 年未満」（20.3％）、「1970

～1979 年未満」（16.8％）。 

(3) 設立年 

 

  

40.2

31.2

0.0

0.0

28.4

0.0

0.3

0 20 40 60

株式会社

有限会社

合名会社

合資会社

個人事業者（従業員有）

個人事業者（一人親方）

その他

（％）

N=1,986

12.3

31.7

24.9

26.3

4.1

0.7

0 10 20 30 40

200万円未満

200～500万円未満

500万円～1千万円未満

1千～4千万円未満

4千万～1億未満

1億円以上

（％）

N=1,841

5.5

4.9

10.2

16.8

20.6

20.3

13.8

7.9

0 5 10 15 20 25

1949年以前

1950～1959年

1960～1969年

1970～1979年

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

2010年以降

（％）

N=1,945
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Q4.所在地 

■「埼玉県」（7.9％）が最も多く、次いで「東京都」（6.2％）、「岡山県」（6.0％）。 

(4) 所在地 

 

  

2.0

0.5
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5.2

2.3

1.9

0.4

1.5

7.9

3.3

6.2

2.1

2.5

0.5

0.4

1.9

2.5

2.6

2.4

1.3

3.6

1.2

1.2

0.7

0.8

5.7

0.7

0.4

1.5

1.2

6.0

3.7

3.5

2.1

2.0

2.7

0.1

1.3

1.4

3.6

0.5

0.4

0.8

0.8

0.1
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北海道
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栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

山梨県

新潟県

富山県

石川県

福井県

長野県

岐阜県

静岡県

愛知県

三重県

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

鳥取県

島根県

岡山県

広島県

山口県

徳島県

香川県

愛媛県

高知県

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

沖縄県

（％）

N=1,964
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Q5.建設業許可 

■「建築工事業（建築一式）」（89.3％）が最も多く、次いで「大工工事業」（25.0％）、「内装仕

上工事業」（10.6％）。 

(5) 建設業許可 

 

Q6.所属団体 

■「全建総連」（69.7％）が最も多く、次いで「建築士事務所協会」（19.3％）、「建設業協会」

（16.0％）。 

(6) 所属団体 

 

Q7.所属しているリフォーム団体 

■「（一社）全建総連リフォーム協会」（32.9％）が最も多く、次いで「その他」（30.2％）。 

(7) 所属しているリフォーム団体 

  

6.0

89.3

25.0

10.6

8.2

0 20 40 60 80 100

ない

建築工事業（建築一式）

大工工事業

内装仕上工事業

その他

（％）

N=1,986

16.0

69.7

5.1

10.1

5.5

6.5

5.9

0.3

19.3

8.6

0 20 40 60 80

建設業協会

全建総連

全建連

JBN

木住協

2×4協会

住活協

全住協

建築士事務所協会

その他

（％）

N=1,931

0.2

5.2

9.7

1.9

1.4

0.0

5.4

32.9

7.6

10.2

30.2

0 10 20 30 40

（一社）マンション計画修繕施工協会

（一社）日本住宅リフォーム産業協会

日本木造住宅耐震補強事業者協同組合

（一社）リノベーション住宅推進協議会

（一社）ベターライフリフォーム協会

（一社）日本塗装工業会

（一社）リフォームパートナー協議会

（一社）全建総連リフォーム協会

（一社）住宅リフォーム推進サポート協議
会

（一社）住活協リフォーム

その他

（％）

N=630
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Ⅱ．経営者の属性 

Q8. 年齢 

■「60～64 歳」（21.0％）が最も多く、次いで「65～69 歳」（19.0％）、「40～49 歳」（18.3％）。 

(8) 年齢 

 

Q9.出身 

■「親または親族からの継承」（48.4％）が最も多く、「大工・工務店の親方からの独立」（34.2％）。 

(9) 出身 

 

Q10.後継者等の有無 

■「後継者をすでに決めている」（39.2％）、「事業を継続するつもりだが、後継者はまだ決ま

っていない」（35.5％）。 

(10) 後継者等の有無 

 

  

0.0

4.5

18.3

11.3

14.9

21.0

19.0

10.9

0 5 10 15 20 25

29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70歳以上

（％）

N=1,969

48.4

34.2

1.1

1.0

1.6

8.7

2.0

3.1

0 20 40 60

親または親族からの継承

大工・工務店の親方からの独立

木材店からの発展・転身

資材流通業者からの発展・転身

不動産・開発業者からの発展・転身

大工以外の建設業からの発展・転身

その他の異業種からの参入

その他

（％）

N=1,975

後継者をすで

に決めている
39.2%

事業を継続するつも

りだが、後継者はま

だ決まっていない
35.5%

現在の代表者

の代で事業を

終了する
18.9%

他者に事業を

譲るつもり
2.3%

その他

4.0%

N=1，961
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Ⅲ．業務の内容 

Q11.現在の主たる業務内容 

■「注文住宅の元請」（84.3％）が最も多く、次いで「リフォーム工事の元請」（83.3％）、「住

宅以外の建設工事の元請」（32.8％）。 

(11) 現在の主たる業務内容 

 

Q12.従たる業務内容 

■「不動産賃貸業」（46.8％）が最も多く、次いで「その他」（37.7％）、「建材・木材販売等」

（15.7％）。 

(12) 従たる業務内容 

 

Q13.従たる業務の売上金額の割合 

■「10％未満」（59.1％）が最も多く、次いで「10～20％未満」（14.7％）、「20～30％未満」（9.5％）。 

(13) 従たる業務の売上金額の割合 

  

84.3

23.3

83.3

28.4

32.8

15.1

11.5

5.5

6.3

4.1

7.1

16.3

2.7

0 20 40 60 80 100

注文住宅の元請

注文住宅の下請

リフォーム工事の元請

リフォーム工事の下請

住宅以外の建設工事の元請

住宅以外の建設工事の下請

不動産販売・管理・仲介

分譲住宅の販売

分譲住宅の建設（元請）

分譲住宅の下請

大工・工務店以外の専門工事

設計監理

その他

（％）

N=1,978

46.8

15.7

7.0

37.7

0 10 20 30 40 50

不動産賃貸業

建材・木材販売等

飲食店などの異業種

その他

（％）

N=472

59.1

14.7

9.5

6.1

2.4

4.4

1.4

1.0

0.8

0.6

0 20 40 60 80

10%未満

10～20％未満

20～30％未満

30～40％未満

40～50％未満

50～60％未満

60～70％未満

70～80％未満

80～90％未満

90％以上

（％）

N=955
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Q14.今後取り組む予定の業務内容 

■「リフォーム工事の元請」（75.5％）が最も多く、次いで「注文住宅の元請」（69.8％）、「住

宅以外の建設工事の元請」（28.0％）。 

(14) 今後取り組む予定の業務内容 

 

Q15.建築士事務所登録について 

■「登録済み」（52.7％）、「なし」（47.3％）。 

(15) 建築士事務所登録について 

 

Q16.建築士会に所属している社員について 

■「いない」（61.5％）、「所属社員がいる」（38.5％）。 

(16) 建築士会に所属している社員について 

 

  

69.8

21.0

75.5

24.5

28.0

11.7

12.5

5.0

8.4

2.6

7.4

12.3

3.4

0 20 40 60 80

注文住宅の元請

注文住宅の下請

リフォーム工事の元請

リフォーム工事の下請

住宅以外の建設工事の元請

住宅以外の建設工事の下請

不動産販売・管理・仲介

分譲住宅の販売

分譲住宅の自ら建設又は元請

分譲住宅の下請

大工・工務店以外の専門工事

設計監理

その他

（％）

N=1,508

登録済み

52.7%

なし

47.3%

N=1，953

所属社員がいる

38.5%

いない

61.5%

N=1，930
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Ⅳ．事業実績や規模 

Q17.宅地建物取引業の免許について 

■「なし」（72.2％）、「免許あり」（27.8％）。 

(17) 宅地建物取引業の免許について 

 
Q18-1.全体売上高 

■「～3000 万円未満」（21.9％）が最も多く、次いで「3000～6000 万円未満」（21.3％）、「１

～2 億円」（17.8％）。 

■平均値は 1 億 5000 万円（百万円未満切捨て） 

(18)-1 全体売上高 

 

  

免許あり

27.8%

なし

72.2%

N=1，907

0.0

21.9

21.3

15.9

17.8

14.8

5.4

1.9

0.9

0.1

0.0

0 5 10 15 20 25

0円

～3000万円未満

3000～6000万円未満

6000万円～1億円未満

1～2億円未満

2～5億円未満

5～10億円未満

10～20億円未満

20～50億円未満

50～100億円未満

100億円以上

（％）

N=1,622
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Q18-2. 戸建元請売上高 

■「～3000 万円未満」（25.1％）が最も多く、次いで「3000～6000 万円未満」（23.4％）、「6000

万円～1 億円未満」（16.6％）。 

■平均値は 1 億 5200 万円（百万円未満切捨て） 

(18)-2 戸建元請売上高 

 

Q18-3. 戸建下請売上高 

■「～3000 万円未満」（59.2％）が最も多く、次いで「0 円」（12.9％）、「3000～6000 万円未

満」（10.9％）。 

■平均値は 7400 万円（百万円未満切捨て） 

 (18)-3 戸建下請売上高 

 
  

1.3

25.1

23.4

16.6

13.6

13.6

4.2

1.7

0.5

0.0

0.0

0 10 20 30

0円

～3000万円未満

3000～6000万円未満

6000万円～1億円未満

1～2億円未満

2～5億円未満

5～10億円未満

10～20億円未満

20～50億円未満

50～100億円未満

100億円以上

（％）

N=986

12.9

59.2

10.9

3.5

7.9

2.6

1.8

0.0

1.2

0.0

0.0

0 20 40 60 80

0円

～3000万円未満

3000～6000万円未満

6000万円～1億円未満

1～2億円未満

2～5億円未満

5～10億円未満

10～20億円未満

20～50億円未満

50～100億円未満

100億円以上

（％）

N=341
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Q18-4. リフォーム元請売上高 

■「～3000 万円未満」（59.4％）が最も多く、次いで「3000～6000 万円未満」（21.6％）。 

■平均値は 4500 万円（百万円未満切捨て） 

(18)-4 リフォーム元請売上高 

 

Q18-5. リフォーム下請売上高 

■「～3000 万円未満」（73.1％）が最も多く、次いで「3000～6000 万円未満」（10.1％）。 

■平均値は 1800 万円（百万円未満切捨て） 

(18)-5 リフォーム下請売上高 

 

  

0.2

59.4

21.6

8.8

7.5

1.9

0.4

0.1

0.2

0.0

0.0

0 20 40 60 80

0円

～3000万円未満

3000～6000万円未満

6000万円～1億円未満

1～2億円未満

2～5億円未満

5～10億円未満

10～20億円未満

20～50億円未満

50～100億円未満

100億円以上

（％）

N=1,233

9.6

73.1

10.1

3.5

2.7

1.1

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0 20 40 60 80

0円

～3000万円未満

3000～6000万円未満

6000万円～1億円未満

1～2億円未満

2～5億円未満

5～10億円未満

10～20億円未満

20～50億円未満

50～100億円未満

100億円以上

（％）

N=375
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Q18-6. 住宅以外売上高 

■「～3000 万円未満」（54.2％）が最も多く、次いで「3000～6000 万円未満」（13.3％）、「6000

万円～1 億円未満」（10.0％）。 

■平均値は 1 億 800 万円（百万円未満切捨て） 

(18)-6 住宅以外売上高 

 
Q18-7. 全体戸数（戸） 

■「20～49 戸」（24.1％）が最も多く、次いで「1～4 戸」（22.2％）、「10～19 戸」（20.1％）。 

■平均値は 38.64 戸 

(18)-7 全体戸数（戸） 

  

Q18-8. 戸建元請戸数（戸） 

■「1～4 戸」（63.4％）が最も多く、次いで「5～9 戸」（13.7％）、「10～19 戸」（11.0％）。 

■平均値は 6.95 戸 

(18)-8 戸建元請戸数（戸） 

 

  

4.5

54.2

13.3

10.0

7.8

6.1

2.2

0.8

1.2

0.0

0.0

0 20 40 60

0円

～3000万円未満

3000～6000万円未満

6000万円～1億円未満

1～2億円未満

2～5億円未満

5～10億円未満

10～20億円未満

20～50億円未満

50～100億円未満

100億円以上

（％）

N=511

1.2

22.2

16.0

20.1

24.1

8.7

7.7

0 5 10 15 20 25 30

0戸

1～4戸

5～9戸

10～19戸

20～49戸

50～99戸

100戸以上

（％）

N=920

2.6

63.4

13.7

11.0

7.8

1.2

0.2

0 20 40 60 80

0戸

1～4戸

5～9戸

10～19戸

20～49戸

50～99戸

100戸以上

（％）

N=869
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Q18-9. 戸建下請戸数（戸） 

■「1～4 戸」（44.6％）が最も多く、次いで「0 戸」（22.0％）、「5～9 戸」（11.5％）。 

■平均値は 10.38 戸 

(18)-9 戸建下請戸数（戸） 

 

Q18-10. リフォーム元請戸数（戸） 

■「1～4 戸」（27.2％）が最も多く、次いで「10～19 戸」（19.6％）、「5～9 戸」（19.4％）。 

■平均値は 33.57 戸 

(18)-10 リフォーム元請戸数（戸） 

 

Q18-11. リフォーム下請戸数（戸） 

■「1～4 戸」（32.1％）が最も多く、次いで「10～19 戸」（16.0％）、「0 戸」（15.7％）。 

■平均値は 16.77 戸 

(18)-11 リフォーム下請戸数（戸） 
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Q18-12. 住宅以外戸数（戸） 

■「1～4 戸」（45.9％）が最も多く、次いで「5～9 戸」（16.3％）、「10～19 戸」（14.1％）。 

■平均値は 14.75 戸 

(18)-12 住宅以外戸数（戸） 

 

Q19.御社の現状の粗利益率 

■「5～10％未満」（25.6％）が最も多く、次いで「10～15％未満」（24.9％）、「15～20％未満」

（23.8％）。 

(19) 御社の現状の粗利益率 

 

Q20.御社が提供している顧客サービス 

■「見積サービス」（93.3％）が最も多く、その他に「築後 2 年目までの無料建物点検サービ

ス」（35.6％）、「資金計画サービス」（33.5％）。 

(20) 御社が提供している顧客サービス 
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Q21.支店数 

■「なし」（90.9％）が最も多い。 

(21) 支店数 

 

Q22.営業エリア 

■「車で 30～60 分未満」（37.9％）が最も多く、次いで「車で 60～90 分未満」（32.7％）、「車

で 90～120 分未満」（13.7％）。 

(22) 営業エリア 

 
Q23.社会保険料の事業主負担をしている社員数（常勤役員を含む） 

■「2～5 名」（41.9％）が最も多く、次いで「1 名」（28.7％）、「6～10 名」（15.5％）。 

■平均値は、7.12 名 

(23) 社会保険料の事業主負担をしている社員数（常勤役員を含む） 
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Q24.専属大工の人数 

■「2～5 名」（43.7％）が最も多く、次いで「1 名」（22.9％）、「なし」（21.4％）。 

■平均値は、2.57 名 

 (24) 専属大工の人数 

 
Q25.専属大工の内、社会保険料の事業主負担をしている大工の人数 

■「なし」（54.0％）が最も多く、「2～5 名」（22.9％）、「1 名」（10.9％）。 

■平均値は、1.04 名 

 (25) 専属大工の内、社会保険料の事業主負担をしている大工の人数 

 

Q26.社員大工の給与の支払い形態 

■「日給月給」（51.2％）が最も多く、「月給（固定給＋手当）」（29.3％）、日給（12.7％）。 

(26) 社員大工の給与の支払い形態 
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Q27.社員大工の平均年齢 

■「40～49 歳」（31.2％）が最も多く、「30～39 歳」（23.8％）、「50～59 歳」（23.5％）。 

(27) 社員大工の平均年齢 

 
Q28.社員大工の育成方法 

■「親方や先輩につけて教える」（76.3％）が最も多く、次いで「職業訓練校等に入校させる」

（24.2％）。 

(28) 社員大工の育成方法 

 

Q29.専属・社員大工以外の大工について棟上げ時の応援を除いて動員可能な人数 

■「2～9 名」（74.3％）が最も多く、次いで「外注無」（9.9％）、「1 名」（8.6％）。 

(29) 専属・社員大工以外の大工について棟上げ時の応援を除いて動員可能な人数 

 

  

0.4
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Q30.大工工事を通常行っている形態 

■「社員大工と外注大工」（44.8％）が最も多く、次いで「外注大工のみ」（30.3％）、「社員大

工のみ」（22.8％）。 

(30) 大工工事を通常行っている形態 

 
Q31.外注大工の給与の支払い形態 

■「日給月給」（38.6％）が最も多く、次いで「手間請け（坪請負制）」（37.8％）、「日給」（36.6％）、 

(31) 外注大工の給与の支払い形態 

 

Q32-1.社員大工の平均的な賃金（見習い大工、日当換算） 

■「10000～15000 円未満」（46.8％）が最も多く、次いで「8000～10000 円未満」（26.5％）。 

■平均値は 10,140 円 

(32)-1 社員大工の平均的な賃金（見習い大工、日当換算） 
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Q32-2.社員大工の平均的な賃金（中堅大工、日当換算） 

■「10000～15000 円未満」（49.5％）が最も多く、次いで「15000～20000 円未満」（45.0％）。 

■平均値は 14,456 円 

(32)-2 社員大工の平均的な賃金（中堅大工、日当換算） 

 
Q32-3. 社員大工の平均的な賃金（熟練大工、日当換算） 

■「15000～20000 円未満」（60.6％）が最も多く、次いで「10000～15000 円未満」（23.2％）。 

■平均値は 16,430 円 

(32)-3 社員大工の平均的な賃金（熟練大工、日当換算） 

 
Q32-4.外注大工の平均的な賃金（見習い大工、日当換算） 

■「10000～15000 円未満」（52.6％）が最も多く、次いで「15000～20000 円未満」（27.0％）、

「8000～10000 円未満」（11.2％）。 

■平均値は 12,197 円 

(32)-4 外注大工の平均的な賃金（見習い大工、日当換算） 
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Q32-5.外注大工の平均的な賃金（中堅大工、日当換算） 

■「15000～20000 円未満」（62.5％）が最も多く、次いで「10000～15000 円未満」（22.3％）。 

■平均値は 16,219 円 

(32)-5 外注大工の平均的な賃金（中堅大工、日当換算） 

 
Q32-6.外注大工の平均的な賃金（熟練大工、日当換算） 

■「15000～20000 円未満」（63.9％）が最も多く、次いで「20000～25000 円未満」（22.3％）。 

■平均値は 17,518 円 

(32)-6 外注大工の平均的な賃金（熟練大工、日当換算） 

 

Ⅴ．直近 3 年間の住宅供給およびリフォーム工事等の実績 

Q33-1.平均新築住宅施工実績 

■「元請け」（78.6％）が最も多く、次いで「下請け」（19.7％）。 

(33)-1 平均新築住宅施工実績 
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Q33-2.平均新築住宅施工実績（元請戸数） 

■「1～4 戸」（61.5％）が最も多く、次いで「5～9 戸」（14.7％）。 

■平均値は 10.53 戸 

(33)-2 平均新築住宅施工実績（元請戸数） 

 

Q33-3.平均新築住宅施工実績（下請戸数） 

■「1～4 戸」（44.1％）が最も多く、次いで「0 戸」（13.7％）、「5～9 戸」（13.7％）。 

■平均値は 12.97 戸 

(33)-3 平均新築住宅施工実績（下請戸数） 

 

Q34-1.新築住宅施工実績の内容 

■「長期優良住宅」（75.8％）、「性能向上計画認定住宅」が 16.3％、「3 世代同居住宅」が 15.7％。 

(34)-1 新築住宅施工実績の内容 

 
  

3.5

61.5

14.7

10.3

7.6

1.5

0.9

0 20 40 60 80

0戸

1～4戸

5～9戸

10～19戸

20～49戸

50～99戸

100戸以上

（％）

N=1,456

13.7

44.1

13.7

13.4

10.7

2.2

2.2

0 10 20 30 40 50

0戸

1～4戸

5～9戸

10～19戸

20～49戸

50～99戸

100戸以上

（％）

N=365

75.8

19.0

22.2

13.9

18.2

7.6

0 20 40 60 80

長期優良住宅

認定低炭素住宅

ゼロエネルギー住宅

性能向上計画認定住宅

3世代同居住宅

ネットゼロエネルギー住宅

（％）

N=851



（２.（３）単純集計 工務店等（一人親方以外）） 
72 

Q34-2.長期優良住宅の実績戸数 

■「1～4 戸」（68.8％）が最も多く、次いで「5～9 戸」（11.8％）。 

■平均値は 6.60 戸 

(34)-2 長期優良住宅の実績戸数 

 

Q34-3.認定低炭素住宅の実績戸数 

■「1～4 戸」（73.5％）が最も多く、次いで「5～9 戸」（5.2％）。 

■平均値は 2.68 戸 

(34)-3 認定低炭素住宅の実績戸数 

 

Q34-4.ゼロエネルギー住宅の実績戸数 

■「1～4 戸」（80.3％）が最も多く、次いで「0 戸」（12.6％）。 

■平均値は 2.05 戸 

(34)-4 ゼロエネルギー住宅の実績戸数 
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Q34-5.性能向上計画認定住宅の実績戸数 

■「1～4 戸」（63.2％）が最も多く、次いで「0 戸」（21.7％）。 

■平均値は 3.47 戸 

(34)-5 性能向上計画認定住宅の実績戸数 

 

Q34-6.3 世代同居住宅の実績戸数 

■「1～4 戸」（76.8％）が最も多く、次いで「0 戸」（14.1％）。 

■平均値は 1.81 戸 

(34)-6 3 世代同居住宅の実績戸数 

 

Q34-7.ネットゼロエネルギー住宅の実績戸数 

■「1～4 戸」（56.3％）が最も多く、次いで「0 戸」（34.4％）。 

■平均値は 2.13 戸 

(34)-7 ネットゼロエネルギー住宅の実績戸数 
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Q35-1.リフォーム実績 

■「元請け」（91.9％）が最も多く、その他に「下請け」（24.5％）、「なし」が 4.5％。 

(35)-1 リフォーム実績 

 

Q35-2.リフォーム実績（元請戸数） 

■「1～4 戸」（25.5％）が最も多く、次いで「10～19 戸」（21.6％）、「100 戸以上」も 8.2％あ

る。 

■平均値は 41.36 戸 

(35)-2 リフォーム実績（元請戸数） 

 

Q35-3.リフォーム実績（下請戸数） 

■「1～4 戸」（36.6％）が最も多く、次いで「20～49 戸」（17.0％）。 

■平均値は 30.70 戸 

(35)-3 リフォーム実績（下請戸数） 
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Q36-1.木造の非住宅（老人ホーム・保育園等）の実績 

■「なし」（73.4％）が最も多く、次いで「元請け」（20.3％）、「下請け」（9.9％）。 

(36)-1 木造の非住宅（老人ホーム・保育園等）の実績 

 

Q36-2.木造の非住宅（老人ホーム・保育園等）の元請件数 

■「1～4 戸」（77.9％）が最も多く、次いで「5～9 戸」（8.1％）。 

■平均値は 4.47 戸 

(36)-2 木造の非住宅（老人ホーム・保育園等）の元請件数 

 

Q36-3.木造の非住宅（老人ホーム・保育園等）の下請件数 

■「1～4 戸」（78.3％）が最も多く、次いで「5～9 戸」（7.2％）。 

■平均値は 3.83 戸 

(36)-3 木造の非住宅（老人ホーム・保育園等）の下請件数 
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Ⅵ．元請として受注している標準的な戸建住宅 

Q37-1.通常受注している標準的な戸建て住宅について、刻みの種類 

■「プレカット」（83.0％）が最も多く、「手刻み」（17.0％）。 

(37)-1 通常受注している標準的な戸建て住宅について、刻みの種類 

 

Q37-2.通常受注している標準的な戸建て住宅の平均的な床面積（坪） 

■「20～40 坪未満」（53.5％）が最も多く、次いで「40～50 坪未満」（38.0％）、「50～80 坪未

満」（8.1％）。 

■平均値は 37.88 坪 

(37)-2 通常受注している標準的な戸建て住宅の平均的な床面積（坪） 

 

Q37-3.通常受注している標準的な戸建て住宅の坪単価（万円/坪） 

■「50～80 万円／坪未満」（75.6％）が最も多く、次いで「40～50 万円／坪未満」（16.0％）。 

■平均値は 54.77 万円／坪 

(37)-3 通常受注している標準的な戸建て住宅の坪単価（万円/坪） 
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Q37-4.通常受注している標準的な戸建て住宅の坪当構造材材積（㎡/坪） 

■「0.2～0.5 ㎥／坪未満」（52.5％）が最も多く、次いで「0.5～0.7 ㎥／坪未満」（29.6％）。 

■平均値は 0.67 ㎥／坪 

(37)-4 通常受注している標準的な戸建て住宅の坪当構造材材積（㎡/坪） 

 
Q37-5.通常受注している標準的な戸建て住宅の大工・人工数（人/坪） 

■「2～5 人／坪未満」（70.6％）が最も多く、次いで「5～8 人／坪未満」（19.2％）、 

■平均値は 3.69 人／坪 

(37)-5 通常受注している標準的な戸建て住宅の大工・人工数（人/坪） 

 

Q37-6.通常受注している標準的な戸建て住宅の標準的な工期（ヶ月） 

■「3～5 ヶ月未満」（62.2％）が最も多く、次いで「5～8 ヶ月未満」（26.1％）。 

■平均値は 4.07 ヶ月 

(37)-6 通常受注している標準的な戸建て住宅の標準的な工期（ヶ月） 
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Ⅶ．業務体制 

Q38.営業 

■「社員のみ」（84.0％）、「社員＋外注」（9.8％）、「外注のみ」（6.2％）。 

(38) 営業 

 

Q39.営業専任者 

■「いない」（79.2％）、「いる」（20.8％）。 

(39) 営業専任者 

 

Q40-1.資金計画提案 

■「提案している」（55.7％）、「提案していない」（44.3％）。 

(40)-1 資金計画提案 
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84.0%
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Q40-2.提案の内容【Q40-1=1】 

■「自社で」（69.1％）。「自社以外の協力を得て」（30.9％）。 

(40)-2 提案の内容 

 

Q41.設計者 

■「社員のみ」（36.9％）、「社員＋外注」（33.9％）、「外注のみ」（29.1％）。 

(41) 設計者 

 

Q42.設計専任者 

■「いない」（5.9％）、「いる」（44.1％）。 

(42) 設計専任者 

 

Q43.確認申請業務 

■「外注のみ」（54.2％）、「社員のみ」（24.1％）、「社員＋外注」(21.7%)。 

(43) 確認申請業務 
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Q44.木構造図面（土台・梁・小屋伏図）の作成者 

■「外注のみ」（37.9％）が最も多く、次いで「社員のみ」（31.1％）、「社員＋外注」（30.9％）。 

(44) 木構造図面（土台・梁・小屋伏図）の作成者 

 

Q45.木構造図面外注依頼先 

■「プレカット工場」（49.5％）、「設計事務所」（46.8％）。 

(45) 木構造図面外注依頼先 

 

Q46.現場施工管理者 

■「社員のみ」（85.3％）が最も多く、次いで「社員＋外注」（9.4％）。 

(46) 現場施工管理者 
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Q47.現場施工管理者人数 

■「1 名」（52.1％）が最も多く、次いで「2～5 名」（39.9％）。 

■平均値は 2.16 人 

(47) 現場施工管理者人数 

 

Q48.建設業法における主任技術者や監理技術者になれる技術者数 

■「1 名」（46.8％）が最も多く、次いで「2～5 名」（43.5％）。 

■平均値は 2.25 人 

(48) 建設業法における主任技術者や監理技術者になれる技術者数 

 

Q49.プレカット工場の利用率 

■「9 割以上」（51.2％）が最も多く、次いで「7 割～9 割未満」（17.4％）、「利用しない（手刻

み）」（11.7％）。 

(49) プレカット工場の利用率 
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Q50.通常時の工事請負契約の内容 

■「請負金額、工期、代金の支払時期等を記載した契約書での契約」（51.7％）が最も多く、

次いで「契約書に約款を添付して契約している」（44.9％）。 

(50) 通常時の工事請負契約の内容 

 

Q51.通常時の契約書に添付する設計図書の図面 

■「確認申請図面程度（平・立面図）」（60.3％）が最も多く、次いで「仕様書を添付する」（38.6％）、

「住宅金融支援機構提出図面程度（平・立面図・矩計図）」（26.7％）。 

(51) 通常時の契約書に添付する設計図書の図面 

 

Q52.通常時の契約書に添付する見積書 

■「工事別内訳明細書を添付する」（70.4％）が最も多く、次いで「工事別内訳書を添付する」

（17.8％）、「工事費の合計金額見積書を添付する」（10.3％）。 

(52) 通常時の契約書に添付する見積書 
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Ⅷ．社員の採用・育成等 

Q53.過去 5 年間で社会保険料の事業主負担をしている社員の採用状況 

■「採用あり」（41.6％）、「採用なし」（58.4％）。 

(53) 過去 5 年間で社会保険料の事業主負担をしている社員の採用状況 

 

Q54.採用職種【Q53=1】 

■「社員大工」（47.4％）が最も多く、次いで「現場管理者」（42.3％）、「営業職」（30.0％）。 

(54) 採用職種 

 

Q55.どういう経緯での採用か【Q53=1】 

■「ハローワーク」（44.9％）が最も多く、次いで「知人の紹介」（43.0％）。 

(55) どういう経緯での採用か 
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Q56.どういう経歴の方の採用か【Q53=1】 

■「新卒（高卒・大卒・その他）」（39.0％）が最も多く、次いで「同業者から」（38.9％）、「建

設系から」（31.7％）、「建設以外からの転職」（27.7％）。 

(56) どういう経歴の方の採用か 

 

Q57.御社が整備（持っている）している雇用関係書類 

■「出勤簿」（77.4％）が最も多く、次いで「賃金台帳」（72.0％）、「労働者名簿」（61.9％）、

「就業規則」（50.8％）。 

(57) 御社が整備（持っている）している雇用関係書類 

 

Q58.社員の資格保有状況 

■「建築士（一級・二級・木造）」（79.2％）が最も多く、次いで「施工管理技士（1 級・2 級）」

（55.1％）。 

(58) 社員の資格保有状況 
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Q59.社員の社会保険の加入状況 

■「労災保険」（88.0％）、「健康保険（建設国保含む）」（67.2％）、「厚生年金」（66.5％）、「雇

用保険（失業保険）」（64.9％）。 

(59) 社員の社会保険の加入状況 

 

 

Ⅸ．経営の状況や施策への取組状況 

Q60.御社の現在の経営状況に対する認識 

■「普通」（55.8％）が最も多く、次いで「悪い」（24.3％）、「良い」（12.8％）。 

(60) 御社の現在の経営状況に対する認識 

 

Q61.従業員を今後雇用する見通し 

■「少し増やしたい」工務店等は 33.1％、「増やしたい」工務店は 12.1％、「このままで行く」

工務店等は（52.2％）。 

(61) 従業員を今後雇用する見通し 
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Q62.今後の経営上重視すること 

■「現在の事業の範囲で維持または拡大を図る」（63.2％）が最も多く、次いで「決めていな

い」（16.7％）、「現在の事業に加え、他の事業分野も取り組み拡大を図る」（16.5％）。 

(62) 今後の経営上重視すること 

 
Q63.平成 24 年度から始まった省エネルギー技術講習会への参加について 

■「経営者が参加した」（56.7％）が最も多く、次いで「現場監督が参加した」（22.9％）、「誰

も参加していない」（21.7％）。 

(63) 平成 24 年度から始まった省エネルギー技術講習会への参加について 

 

Q64.御社が標準としている省エネルギー仕様について 

■平成２５（２８）年基準を標準としているものが（30.6％）。 

(64) 御社が標準としている省エネルギー仕様について 

 

 

  

63.2

16.5

1.1

8.5

16.7

0.9

0 50 100

現在の事業の範囲で維持または拡大を図る

現在の事業に加え、他の事業分野も取り組

み拡大を図る

現在の事業から他の事業へ転進を図る

次世代へ事業を継続させる意思はない

決めていない

その他

（％）

N=1,957

56.7

22.9

18.1

5.2

9.1

21.0

21.7

0.9

0 20 40 60

経営者が参加した

現場監督が参加した

社員大工が参加した

専属大工が参加した

営業が参加した

設計担当が参加した

誰も参加していない

その他

（％）

N=1,928

35.9

5.4

10.6

5.0

30.6

10.5

1.9

0 10 20 30 40

取組んでいない

ネットゼロエネルギー住宅

ゼロエネルギー住宅

認定低炭素住宅

平成25（28）年基準省エネ住宅

平成11年基準省エネ住宅

平成11年以前の仕様による省エネ住宅

（％）

N=1,873
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Q65.御社が標準としている耐震仕様について 

■「建築基準法相当」（65.5％）が最も多く、次いで「耐震等級 2 相当（構造躯体の倒壊等防

止）」（18.0％）。 

(65) 御社が標準としている耐震仕様について 

 

Q66.平成 24～26 年度の地域型住宅ブランド化事業への取組について 

■「住宅事業者として地域グループに参加した」（30.6％）（３か年計）。 

(66) 平成 24～26 年度の地域型住宅ブランド化事業への取組について 

 

Q67.取組なかった理由【Q66=1】 

■「事業を知らなかった」（45.9％）が最も多く、次いで「興味がなかった」（35.1％）、「参加

グループがなかった」（13.0％）。 

(67) .取組なかった理由 

 

  

建築基準法相当

65.5%

耐震等級2相当（構造
躯体の倒壊等防止）

18.0%

耐震等級3相
当（構造躯体

の倒壊等防

止）
16.5%

N=1,890

取組んでいな

い
67.0%

住宅事業者として地域グ

ループに参加した
30.6%

取組んだがメリットが

ないのでやめた
2.3%

N=1,945

事業を知らなかった

45.9%

参加グループがなかった

13.0%

興味がなかった

35.1%

その他

5.9%

N=1,269
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Q68-1.参加した後について【Q66=2】 

■「建設した」（55.5％）、「参加したが新築物件がなかった」（44.5％）。 

(68)-1 参加した後について 

 

Q68-2.参加した後について_建設戸数【Q68-1=2】 

■「1～4 戸」（61.1％）が最も多く、次いで「5～9 戸」（22.4％）、「10～19 戸」（14.2％）。 

■平均値は 4.64 戸 

(68)-2 参加した後について_建設戸数 

 

Q69.平成 27～28 年度の地域型住宅グリーン化事業への取組について 

■「住宅事業者として地域グループに参加した」（26.2％）（２か年計）。 

(69) 平成 27 年度からの地域型住宅グリーン化事業への取組について 

 

 

  

参加したが新築物件

がなかった
44.5%

戸建設した

55.5%

N=555

1.0

61.1

22.4

14.2

1.3

0.0

0.0

0 20 40 60 80

0戸

1～4戸

5～9戸

10～19戸

20～49戸

50～99戸

100戸以上

（％）

N=303

取組んでいない

72.3%

住宅事業者として地域

グループに参加した
26.2%

取組んだがメリットがな

いのでやめた
1.5%

N=1,902



（２.（３）単純集計 工務店等（一人親方以外）） 
89 

Q70.取組なかった理由【Q69= 1】 

■「事業を知らなかった」（49.9％）が最も多く、次いで「興味がなかった」（33.1％）。 

(70) 取組なかった理由 

 

Q72-1.参加した後について【Q69= 2】 

■「建設した」（60.4％）、「参加したが新築物件がなかった」（39.6％）。 

(72)-2 参加した後について 

 

Q72-2.参加した後について_建設戸数【Q72-1= 2】 

■「1～4 戸」（74.5％）が最も多く、次いで「5～9 戸」（19.1％）。 

■平均値は 3.24 戸 

(72)-2 参加した後について_建設戸数 

 

  

事業を知らなかった

49.9%

参加グループがなかった

11.4%

興味がなかった

33.1%

その他

5.7%

N=1,327

参加したが新築物件

がなかった
39.6%

戸建設した

60.4%

N=424

0.0

74.5

19.1

6.0

0.4

0.0

0.0

0 20 40 60 80

0戸

1～4戸

5～9戸

10～19戸

20～49戸

50～99戸

100戸以上

（％）

N=251
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Q73.長期優良住宅化リフォーム事業について 

■「行ったことはない」（84.8％）が最も多い。 

(73) 長期優良住宅化リフォーム事業について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

特定性能向上

工事を行った
6.8%

その他の性能向

上工事を行った
7.2%

三世代同居改修

工事を行った
1.1%

行ったことはない

84.8%

N=1,832
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平成 28 年工務店実態調査アンケート 

２．実施結果 

（４）単純集計 個人事業主（一人親方） 
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団体名 

 

Ⅰ．工務店の概要 

Q1.法人形態 

■法人形態は「個人事業者（一人親方）」のみ。 

(1) 法人形態 

 

Q2.資本金 

■「200 万円未満」（55.9％）が最も多く、次いで「200～500 万円未満」（28.8％）、「500 万円

～1 千万円未満」（13.3％）。 

(2) 資本金 

 

0.3

95.0

2.7

0.1

0.0

1.8

0 20 40 60 80 100

木住協

全建総連

住活協

JBN

2×4協会

全建連

（％）

N=764

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100.0

0.0

0 50 100

株式会社

有限会社

合名会社

合資会社

個人事業者（従業員有）

個人事業者（一人親方）

その他

（％）

N=764

55.9

28.8

13.3

1.3

0.3

0.3

0 20 40 60 80 100

200万円未満

200～500万円未満

500万円～1千万円未満

1千～4千万円未満

4千万～1億未満

1億円以上

（％）

N=617
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Q3.設立年 

■「1980～1989 年」（22.1％）が最も多く、次いで「1970～1979 年」（19.2％）、「1990～1999

年」（17.3％）。 

(3) .設立年 

 

  

5.2

4.9

8.6

19.2

22.1

17.3

13.2

9.5

0 10 20 30 40

1949年以前

1950～1959年

1960～1969年

1970～1979年

1980～1989年

1990～1999年

2000～2009年

2010年以降

（％）

N=734
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Q4.所在地 

■「埼玉県」（9.2％）が最も多く、次いで「兵庫県」（7.4％）、「広島県」（7.4％）。 

(4) 所在地 

 

  

0.8

0.1

1.6

3.5

0.3

4.6

2.6

1.6

0.8

4.2

9.2

5.8

3.9

0.4

1.2

0.1

0.0

2.8

0.1

0.9

1.7

0.3

2.5

3.2

1.2

0.1

0.5

7.4

0.1

0.7

0.8

1.3

5.8

7.4

4.3

3.5

3.2

2.8

0.1

1.4

1.2

2.9

0.0

1.6

0.5

1.1

0.0

0 2 4 6 8 10

北海道

青森県

岩手県

宮城県

秋田県

山形県

福島県

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

山梨県

新潟県

富山県

石川県

福井県

長野県

岐阜県

静岡県

愛知県

三重県

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

鳥取県

島根県

岡山県

広島県

山口県

徳島県

香川県

愛媛県

高知県

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

沖縄県

（％）

N=761
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Q5.建設業許可 

■「ない」（40.5％）が最も多く、次いで「建築工事業（建築一式）」（40.7％）、「大工工事業」

（17.6％）。 

(5) 建設業許可 

 

Q6.所属団体 

■「全建総連」（94.7％）が最も多い。 

(6) 所属団体 

 

Q7.所属しているリフォーム団体 

■「その他」（46.3％）が最も多く、次いで「（一社）全建総連リフォーム協会」（32.1％）。 

(7) 所属しているリフォーム団体 

 

 

48.5

40.7

17.6

2.4

1.9

0 20 40 60

ない

建築工事業（建築一式）

大工工事業

内装仕上工事業

その他

（％）

N=756

7.3

94.7

3.7

0.8

0.9

0.0

0.8

0.3

4.9

7.6

0 20 40 60 80 100

建設業協会

全建総連

全建連

JBN

木住協

2×4協会

住活協

全住協

建築士事務所協会

その他

（％）

N=749

0.4

3.3

3.8

0.4

0.4

0.4

4.6

32.1

5.0

5.0

46.3

0 10 20 30 40 50 60

（一社）マンション計画修繕施工協会

（一社）日本住宅リフォーム産業協会

日本木造住宅耐震補強事業者協同組合

（一社）リノベーション住宅推進協議会

（一社）ベターライフリフォーム協会

（一社）日本塗装工業会

（一社）リフォームパートナー協議会

（一社）全建総連リフォーム協会

（一社）住宅リフォーム推進サポート協議会

（一社）住活協リフォーム

その他

（％）

N=240
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Ⅱ．経営者の属性 

Q8.年齢 

■「65～69 歳」（23.1％）が最も多く、次いで「60～64 歳」（22.1％）、「55～59 歳」（22.1％）。 

(8) 年齢 

 

Q9.出身 

■「大工・工務店の親方からの独立」（56.6％）が最も多く、次いで「親または親族からの継

承」（35.1％）、「大工以外の建設業からの発展・転身」（4.2％）。 

(9) 出身 

 

 

Q10.後継者等の有無 

■「現在の代表者の代で事業を終了する」（66.7％）が最も多く、次いで「事業を継続するつ

もりだが、後継者はまた決まっていない」（16.6％）、「後継者をすでに決めている」（11.5％）。 

(10) 後継者等の有無 

 

 

0.1

5.1

14.5

9.7

15.8

22.1

23.1

9.5

0 10 20 30 40

29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70歳以上

（％）

N=759

35.1

56.6

0.0

0.3

0.3

4.2

1.7

1.8

0 10 20 30 40 50 60

親または親族からの継承

大工・工務店の親方からの独立

木材店からの発展・転身

資材流通業者からの発展・転身

不動産・開発業者からの発展・転身

大工以外の建設業からの発展・転身

その他の異業種からの参入

その他

（％）

N=761

後継者をすでに

決めている
11.5%

事業を継続するつも

りだが、後継者はま

だ決まっていない
16.6%

現在の代表者の代で

事業を終了する
65.7%

他者に事

業を譲るつ

もり
2.2%

その他

4.0%

N=758



（２.（４）単純集計 個人事業主（一人親方）） 
97 

Ⅲ．業務の内容 

Q11.現在の主たる業務内容 

■「リフォーム工事の元請」（67.3％）が最も多く、次いで「注文住宅の元請」（52.6％）、「リ

フォーム工事の下請」（41.1％）。 

(11) 現在の主たる業務内容 

 

Q12.従たる業務内容 

■「その他」（67.8％）が最も多く、次いで「不動産賃貸業」（16.1％）、「建材・木材販売等」

（14.7％）。 

(12) 従たる業務内容 

 

Q13.従たる業務の売上金額の割合 

■「10％未満」（62.3％）が最も多い。 

(13) 従たる業務の売上金額の割合 

 

52.6

36.6

67.3

41.1

10.0

7.1

0.4

0.3

0.4

7.1

6.5

5.5

2.1

0 20 40 60 80

注文住宅の元請

注文住宅の下請

リフォーム工事の元請

リフォーム工事の下請

住宅以外の建設工事の元請

住宅以外の建設工事の下請

不動産販売・管理・仲介

分譲住宅の販売

分譲住宅の建設（元請）

分譲住宅の下請

大工・工務店以外の専門工事

設計監理

その他

（％）

N=759

16.1

14.7

5.6

67.8

0 20 40 60 80

不動産賃貸業

建材・木材販売等

飲食店などの異業種

その他

（％）

N=149

62.3

8.3

4.1

5.8

3.6

11.0

2.8

1.7

0.0

0.6

0 20 40 60 80

10%未満

10～20％未満

20～30％未満

30～40％未満

40～50％未満

50～60％未満

60～70％未満

70～80％未満

80～90％未満

90％以上

（％）

N=363
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Q14.今後取り組む予定の業務内容 

■「リフォーム工事の元請」（72.2％）が最も多く、次いで「注文住宅の元請」（48.0％）、「リ

フォーム工事の下請」（34.9％）。 

(14) 今後取り組む予定の業務内容 

 

Q15.建築士事務所登録について 

■「なし」（85.0％）、「登録済み」（15.0％）。 

(15) 建築士事務所登録について 

 
Q16.建築士会に所属している社員について 

■「いない」（91.8％）、「所属社員がいる」（8.2％）。 

(16) 建築士会に所属している社員について 

 
  

48.0

27.3

72.2

34.9

7.8

5.6

1.6

0.5

1.1

4.8

6.9

4.6

3.3

0 20 40 60 80

注文住宅の元請

注文住宅の下請

リフォーム工事の元請

リフォーム工事の下請

住宅以外の建設工事の元請

住宅以外の建設工事の下請

不動産販売・管理・仲介

分譲住宅の販売

分譲住宅の自ら建設又は元請

分譲住宅の下請

大工・工務店以外の専門工事

設計監理

その他

（％）

N=627

登録済み

15.0%

なし

85.0%

N=742

所属社員がいる

8.2%

いない

91.8%

N=731
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Q17.宅地建物取引業の免許について 

■「なし」（96.8％）、「免許あり」（3.2％）。 

(17) 宅地建物取引業の免許について 

 

Ⅳ．事業実績や規模 

Q18-1. 全体売上高 

■「～3000 万円未満」（78.8％）が最も多く、次いで「3000～6000 万円未満」（16.1％）。 

■平均値は 2000 万円（百万円未満切捨て） 

(18)-1 全体売上高 

 

Q18-2. 戸建元請売上高 

■「～3000 万円未満」（62.2％）が最も多く、次いで「3000～6000 万円未満」（26.7％）。 

(18)-2 戸建元請売上高 

 

免許あり

3.2%

なし

96.8%

N=726

0.0

78.8

16.1

4.1

0.6

0.4

0.2

0.0

0.0

0.0

0.0

0 20 40 60 80

0円

～3000万円未満

3000～6000万円未満

6000万円～1億円未満

1～2億円未満

2～5億円未満

5～10億円未満

10～20億円未満

20～50億円未満

50～100億円未満

100億円以上

（％）

N=542

3.7

62.2

26.7

7.4

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0 20 40 60 80

0円

～3000万円未満

3000～6000万円未満

6000万円～1億円未満

1～2億円未満

2～5億円未満

5～10億円未満

10～20億円未満

20～50億円未満

50～100億円未満

100億円以上

（％）
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Q18-3. 戸建下請売上高 

■「～3000 万円未満」（95.2％）が最も多い。 

(18)-3 戸建下請売上高 

 

Q18-4. リフォーム元請売上高 

■「～3000 万円未満」（95.1％）が最も多い。 

(18)-4 リフォーム元請売上高 
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0.0

0.0
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Q18-5. リフォーム下請売上高 

■「～3000 万円未満」（97.1％）が最も多い。 

(18)-5 リフォーム下請売上高 

 

Q18-6. 住宅以外売上高 

■「～3000 万円未満」（89.9％）が最も多い。 

(18)-6 住宅以外売上高 

 

Q18-7. 全体戸数（戸） 

■「1～4 戸」（42.1％）が最も多く、次いで「5～9 戸」（24.5％）、「10～19 戸」（17.6％）。 

(18)-7 全体戸数（戸） 
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Q18-8. 戸建元請戸数（戸） 

■「1～4 戸」（92.8％）が最も多い。 

(18)-8 戸建元請戸数（戸） 

 

 

Q18-9. 戸建下請戸数（戸） 

■「1～4 戸」（69.3％）が最も多く、次いで「5～9 戸」（21.3％）。 

(18)-9 戸建下請戸数（戸） 

 

 

Q18-10. リフォーム元請戸数（戸） 

■「1～4 戸」（52.7％）が最も多く、次いで「5～9 戸」（21.5％）、「10～19 戸」（14.3％）。 

(18)-10 リフォーム元請戸数（戸） 

 

  

6.3
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0.9
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0.0
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N=279



（２.（４）単純集計 個人事業主（一人親方）） 
103 

Q18-11. リフォーム下請戸数（戸） 

■「1～4 戸」（53.2％）が最も多く、次いで「5～9 戸」（20.9％）、「10～19 戸」（15.1％）。 

(18)-11 リフォーム下請戸数（戸） 

 

 

Q18-12. 住宅以外戸数（戸） 

■「1～4 戸」（65.5％）が最も多く、次いで「5～9 戸」（14.5％）、「10～19 戸」（9.1％）。 

(18)-12 住宅以外戸数（戸） 

 

 

Q19.御社の現状の粗利益率 

■「5～10％未満」（35.2％）が最も多く、次いで「5％未満」（22.2％）、「10～15％未満」（21.5％）。 

(19) 御社の現状の粗利益率 

 
  

0.7
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15.1
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0.7

0.7
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0.0
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0.0
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10～19戸

20～49戸

50～99戸
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（％）

N=55

5％未満
22.2%

5～10％未満
35.2%

10～15％未満
21.5%

15～20％未満
14.0%

20％以上
7.1%

N=648
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Q20.御社が提供している顧客サービス 

■「見積サービス」（90.9％）が最も多く、次いで「建物診断サービス」（17.1％）、「築後 2 年

目までの無料建物点検サービス」（17.0％）。 

(20) 御社が提供している顧客サービス 

 

Q21.支店数 

■「なし」（98.8％）が最も多い。 

(21) 支店数 

 

Q22.営業エリア 

■「車で 30～60 分未満」（47.3％）が最も多く、次いで「車で 60～90 分未満」（26.2％）。 

(22) 営業エリア 

 
  

90.9

5.5

2.0

17.1

17.0

3.8

5.2
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見積サービス
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0.0

0.0
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1店
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4店

5店以上

（％）

N=738

車で30分未満
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未満
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車で90～120分
未満
11.4%
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Q23.社会保険料の事業主負担をしている社員数（常勤役員を含む） 

■「1 名」（92.4％）が最も多い。 

(23) 社会保険料の事業主負担をしている社員数（常勤役員を含む） 

 
Q24.専属大工の人数 

■「なし」（69.2％）が最も多く、次いで「1 名」（24.2％）。 

(24) 専属大工の人数 

 
Q25.専属大工の内、社会保険料の事業主負担をしている大工の人数 

■「なし」（91.6％）が最も多い。 

(25) 専属大工の内、社会保険料の事業主負担をしている大工の人数 

 
Q26.社員大工の給与の支払い形態 

■「日給月給」（43.2％）が最も多く、次いで「日給」（30.0％）。 

(26) 社員大工の給与の支払い形態 

  

1名
92.4%

2～5名
7.6%

6～10名
0.0% 11～20名

0.0%

50名以上
0.0%
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1名
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なし
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1名
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2～5名
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6～10名
0.0%
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N=643

11.4

3.2

43.2

30.0

0.9

11.4

0 20 40 60

月給（固定給＋手当）

月給（固定給＋歩合給）

日給月給

日給

時間給

その他

（％）
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Q27.社員大工の平均年齢 

■「60 歳以上」（33.1％）が最も多く、次いで「50～59 歳」（27.8％）、「40～49 歳」（21.3％）。 

(27) 社員大工の平均年齢 

 
Q28.社員大工の育成方法 

■「親方や先輩につけて教える」（56.7％）が最も多く、次いで「職業訓練校等に入校させる」

（23.0％）。 

(28) 社員大工の育成方法 

 

 

Q29.専属・社員大工以外の大工について棟上げ時の応援を除いて動員可能な人数 

■「2～9 名」（60.1％）が最も多く、次いで「外注無」（19.9％）、「1 名」（17.1％）。 

(29) 専属・社員大工以外の大工について棟上げ時の応援を除いて動員可能な人数 

 
  

0.4

4.6

12.9

21.3

27.8

33.1
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20歳未満

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

（％）

N=263

23.0

56.7

9.7

18.4
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職業訓練校等に入校させる

親方や先輩につけて教える

仲間の会社に修行に出す

その他

（％）

N=217

外注無

19.9%

1名
17.1%2～9名

60.1%

10～19名
2.8%
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Q30.大工工事を通常行っている形態 

■「外注大工のみ」（40.6％）が最も多く、次いで「社員大工と外注大工」（22.8％）、「その他」

（18.6％）。 

(30) 大工工事を通常行っている形態 

 
Q31.外注大工の給与の支払い形態 

■「日給」（53.7％）が最も多く、次いで「日給月給」（35.4％）、「手間請け（坪請負制）」（13.0％）。 

(31) 外注大工の給与の支払い形態 

 

Q32-1.社員大工の平均的な賃金（見習い大工、日当換算） 

■「10,000～15,000 円未満」（48.1％）が最も多く、次いで「8,000～10,000 円未満」（22.1％）。 

■平均値は 11,175 円 

(32)-1 社員大工の平均的な賃金（見習い大工、日当換算） 

 

  

社員大工のみ

17.9%

社員大工と外注大工

22.8%
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40.6%

その他

18.6%
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1.8
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（％）

N=570

11.7

22.1

48.1

15.6

0.0

2.6
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Q32-2.社員大工の平均的な賃金（中堅大工、日当換算） 

■「15,000～20,000 円未満」（59.1％）が最も多く、次いで「10,000～15,000 円未満」（31.2％）。 

■平均値は 15,209 円 

(32)-2 社員大工の平均的な賃金（中堅大工、日当換算） 

 
Q32-3.社員大工の平均的な賃金（熟練大工、日当換算） 

■「15,000～20,000 円未満」（63.7％）が最も多く、次いで「20,000～25,000 円未満」（16.4％）。 

■平均値は 17,305 円。 

(32)-3 社員大工の平均的な賃金（熟練大工、日当換算） 

 
Q32-4.外注大工の平均的な賃金（見習い大工、日当換算） 

■「10,000～15,000 円未満」（50.3％）が最も多く、次いで「15,000～20,000 円未満」（21.9％）。 

■平均値は 11,748 円 

(32)-4 外注大工の平均的な賃金（見習い大工、日当換算） 

 

  

0.0

1.1

31.2
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0.0

15.1

63.7

16.4

4.8

0 20 40 60 80

8000円未満

8000～10000円未満

10000～15000円未満

15000～20000円未満
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（％）
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6.5
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Q32-5.外注大工の平均的な賃金（中堅大工、日当換算） 

■「15,000～20,000 円未満」（68.0％）が最も多く、次いで「10,000～15,000 円未満」（19.7％）。 

■平均値は 15,975 円 

(32)-5 外注大工の平均的な賃金（中堅大工、日当換算） 

 
Q32-6.外注大工の平均的な賃金（熟練大工、日当換算） 

■「15,000～20,000 円未満」（73.3％）が最も多く、次いで「20,000～25,000 円未満」（19.2％）。 

■平均値は 17,228 円 

(32)-6 外注大工の平均的な賃金（熟練大工、日当換算） 

 

Ⅴ．直近 3 年間の住宅供給およびリフォーム工事等の実績 

Q33-1.平均新築住宅施工実績 

■「なし」（41.3％）が最も多く、次いで「元請け」（40.9％）、「下請け」（26.1％）。 

(33)-1 平均新築住宅施工実績 
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Q33-2.平均新築住宅施工実績（元請戸数） 

■「1～4 戸」（84.3％）が最も多い。 

■平均値は 1.81 戸 

(33)-2 平均新築住宅施工実績（元請戸数） 

 

Q33-3.平均新築住宅施工実績（下請戸数） 

■「1～4 戸」（55.9％）が最も多い。 

■平均値は 5.81 戸 

(33)-3 平均新築住宅施工実績（下請戸数） 

 

Q34-1.新築住宅施工実績の内容 

■「長期優良住宅」（72.5％）、「性能向上計画認定住宅」（16.3％）、「3 世代同居住宅」（15.7％）。 

(34)-1 新築住宅施工実績の内容 
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（％）
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Q34-2.長期優良住宅の実績戸数 

■「1～4 戸」（73.7％）が最も多い。 

■平均値は 4.30 戸 

(34)-2 長期優良住宅の実績戸数 

 

 

Q34-3.認定低炭素住宅の実績戸数 

■「0 戸」（50.0％）および「1～4 戸」（50.0％）が最も多い。 

■平均値は 1.17 戸 

(34)-3 認定低炭素住宅の実績戸数 

 

Q34-4.ゼロエネルギー住宅の実績戸数 

■「1～4 戸」（75.0％）が最も多い。 

■平均値は 1.38 戸。 

(34)-4 ゼロエネルギー住宅の実績戸数 
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Q34-5.性能向上計画認定住宅の実績戸数 

■「1～4 戸」（75.0％）が最も多い。 

■平均値は 3.25 戸 

(34)-5 性能向上計画認定住宅の実績戸数 

 

Q34-6.3 世代同居住宅の実績戸数 

■「1～4 戸」（84.6％）が最も多い。 

■平均値は 1.54 戸 

(34)-6 3 世代同居住宅の実績戸数 

 

Q34-7.ネットゼロエネルギー住宅の実績戸数 

■「0 戸」（75.0％）が最も多い、次いで「10～19 戸」（25.0％）。 

■平均値は 2.50 戸 

(34)-7 ネットゼロエネルギー住宅の実績戸数 

  

12.5
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0.0

0.0
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0.0

0 20 40 60 80 100

0戸

1～4戸

5～9戸

10～19戸

20～49戸

50～99戸

100戸以上

（％）

N=26

75.0

0.0

0.0

25.0

0.0

0.0
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Q35-1.リフォーム実績 

■「元請」（74.9％）が最も多く、次いで「下請け」（39.5％）、「なし」（1.6％）。 

(35)-1 リフォーム実績 

 

Q35-2.リフォーム実績（元請戸数） 

■「1～4 戸」（42.8％）が最も多い、次いで「10～19 戸」（19.8％）、「5～9 戸」（19.4％）。 

■平均値は 12.75 戸 

(35)-2 リフォーム実績（元請戸数） 

 

Q35-3.リフォーム実績（下請戸数） 

■「1～4 戸」（42.9％）が最も多い、次いで「5～9 戸」（19.5％）、「10～19 戸」（18.4％）。 

■平均値は 12.22 戸 

(35)-3 リフォーム実績（下請戸数） 

 

  

11.6

74.9

39.5

0 20 40 60 80

なし

元請け

下請け

（％）
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0.4
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2.0
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（％）

N=485

0.8
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Q36-1.木造の非住宅（老人ホーム・保育園等）の実績 

■「なし」（87.6％）が最も多い。 

(36)-1 木造の非住宅（老人ホーム・保育園等）の実績 

 

Q36-2.木造の非住宅（老人ホーム・保育園等）の元請件数 

■「1～4 戸」（81.8％）が最も多い。 

■平均値は 2.48 戸 

(36)-2 木造の非住宅（老人ホーム・保育園等）の元請件数 

 

Q36-3.木造の非住宅（老人ホーム・保育園等）の下請件数 

■「1～4 戸」（76.7％）が最も多い。 

■平均値は 2.60 戸 

(36)-3 木造の非住宅（老人ホーム・保育園等）の下請件数 
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Ⅵ．元請として受注している標準的な戸建住宅 

Q37-1.通常受注している標準的な戸建て住宅について、刻みの種類 

■「プレカット」（75.9％）、「手刻み」（24.1％）。 

(37)-1 通常受注している標準的な戸建て住宅について、刻みの種類 

 

 

Q37-2.通常受注している標準的な戸建て住宅の平均的な床面積（坪） 

■「20～40 坪未満」（53.0％）が最も多く、次いで「40～50 坪未満」（36.3％）、「50～80 坪未

満」（9.6％）。 

■平均値は 37.55 坪 

(37)-2 通常受注している標準的な戸建て住宅の平均的な床面積（坪） 

 

 

Q37-3.通常受注している標準的な戸建て住宅の坪単価（万円/坪） 

■「50～80 万円／坪未満」（64.1％）が最も多く、次いで「40～50 万円／坪未満」（24.9％）、

「40 万円／坪未満」（9.3％）。 

■平均値は 50.16 万円／坪 

(37)-3 通常受注している標準的な戸建て住宅の坪単価（万円/坪） 

 

  

手刻み

24.1%

プレカット

75.9%

N=390
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36.3

9.6
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（％）
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64.1%

80～100万円
／坪未満

1.5%

100万円／坪
以上
0.3%

N=334
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Q37-4.通常受注している標準的な戸建て住宅の坪当構造材材積（㎡/坪） 

■「0.2～0.5 ㎥／坪未満」（56.4％）が最も多く、次いで「0.5～0.7 ㎥／坪未満」（28.2％）、「0.7

～1.0 ㎥／坪未満」（12.8％）。 

■平均値は 0.51 ㎥／坪 

(37)-4 通常受注している標準的な戸建て住宅の坪当構造材材積（㎡/坪） 

 
 

Q37-5.通常受注している標準的な戸建て住宅の大工・人工数（人/坪） 

■「2～5 人／坪未満」（62.1％）が最も多く、次いで「5～8 人／坪未満」（28.2％）、「2 人／

坪未満」（7.7％）。 

■平均値は 3.86 人／坪 

(37)-5 通常受注している標準的な戸建て住宅の大工・人工数（人/坪） 

 

Q37-6.通常受注している標準的な戸建て住宅の標準的な工期（ヶ月） 

■「3～5 ヶ月未満」（56.3％）が最も多く、次いで「5～8 ヶ月未満」（25.7％）、「3 ヶ月未満」

（13.9％）。 

■平均値は 4.14 ヶ月 

(37)-6 通常受注している標準的な戸建て住宅の標準的な工期（ヶ月） 

 

  

0.0

56.4

28.2

12.8

0.0

2.6
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1.0～1.5㎥／坪未満

1.5㎥／坪以上

（％）

N=39

2人／坪未満
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28.2%

8～10人／坪
未満
1.7%

10人／坪以上
0.3%

N=298

3ヶ月未満
13.9%
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56.8%
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満
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Ⅶ．業務体制 

Q38.営業 

■「社員のみ」（55.0％）が最も多く、次いで「外注のみ」（40.3％）、「社員＋外注」（4.7％）。 

(38) 営業 

 

Q39.営業専任者 

■「いない」（97.2％）。 

(39) 営業専任者 

 

Q40-1.資金計画提案 

■「提案していない」（81.2％）、「提案している」（18.8％）。 

(40)-1 資金計画提案 

 

  

社員のみ

55.0%

社員＋外注

4.7%

外注のみ

40.3%

N=402

いる

2.8%

いない

97.2%

N=707

提案している

18.8%

提案していない

81.2%

N=670
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Q40-2.提案の内容【Q40-1=1】 

■「自社以外の協力を得て」（50.6％）、「自社で」（49.4％）。 

(40)-2 提案の内容 

 

Q41.設計者 

■「外注のみ」（66.6％）、「社員のみ」（17.6％）、「社員＋外注」（15.8％）。 

(41) 設計者 

 

Q42.設計専任者 

■「いない」（84.3％）、「いる」（15.7％）。 

(42) 設計専任者 

 

Q43.確認申請業務 

■「外注のみ」（85.6％）、「社員のみ」（9.5％）、「社員＋外注」（4.9％）。 

(43) 確認申請業務 

  

自社で

49.4%

自社以外の協力を得て

50.6%

N=89

社員のみ

17.6%
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外注のみ

66.6%
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4.9%
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Q44.木構造図面（土台・梁・小屋伏図）の作成者 

■「外注のみ」（63.5％）、「社員のみ」（22.3％）、「社員＋外注」（14.2％）。 

(44) 木構造図面（土台・梁・小屋伏図）の作成者 

 

Q45.木構造図面外注依頼先 

■「設計事務所」（55.4％）、「プレカット工場」（36.8％）。 

(45) 木構造図面外注依頼先 

 

Q46.現場施工管理者 

■「社員のみ」（56.5％）、「外注のみ」（36.2％）、「社員＋外注」（7.3％）。 

(46) 現場施工管理者 

 

  

社員のみ

22.3%

社員＋外注

14.2%

外注のみ

63.5%

N=578

設計事務所

55.4%
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Q47.現場施工管理者人数 

■「1 名」（79.9％）が最も多い、次いで「なし」（16.2％）。 

(47) 現場施工管理者人数 

 

Q48.建設業法における主任技術者や監理技術者になれる技術者数 

■「1 名」（74.3％）が最も多い、次いで「なし」（19.7％）。 

(48) 建設業法における主任技術者や監理技術者になれる技術者数 

 

Q49.プレカット工場の利用率 

■「9 割以上」（39.2％）が最も多く、次いで「7 割～9 割未満」（19.1％）、「利用しない（手刻

み）」（19.0％）。 

(49) プレカット工場の利用率 
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Q50.通常時の工事請負契約の内容 

■「請負金額、工期、代金の支払時期等を記載した契約書での契約」（62.6％）が最も多く、

次いで「契約書に約款を添付して契約している」（19.7％）、「契約書を交わさず口頭で契約」

（16.4％）。 

(50) 通常時の工事請負契約の内容 

 

Q51.通常時の契約書に添付する設計図書の図面 

■「確認申請図面程度（平・立面図）」（56.3％）が最も多く、次いで「仕様書を添付する」（28.4％）、

「住宅金融支援機構提出図面程度（平・立面図・矩計図）」（19.3％）。 

(51) 通常時の契約書に添付する設計図書の図面 

 

Q52.通常時の契約書に添付する見積書 

■「工事別内訳明細書を添付する」（30.3％）が最も多く、次いで「工事別内訳書を添付する」

（25.4％）、「工事費の合計金額見積書を添付する」（20.2％）。 

(52) 通常時の契約書に添付する見積書 

 

  

契約書に約款を添付し

て契約している
19.7%

請負金額、工期、代金の支払時
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16.4%

その他

1.3%
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Ⅷ．社員の採用・育成等 

Q53.過去 5 年間で社会保険料の事業主負担をしている社員の採用状況 

■「採用あり」（3.0％）、「採用なし」（97.0％）。 

(53) 過去 5 年間で社会保険料の事業主負担をしている社員の採用状況 

 

Q54.採用職種【Q53=1】 

■「社員大工」（63.2％）が最も多く、次いで「現場管理者」（15.8％）。 

(54) 採用職種 

 

Q55.どういう経緯での採用か【Q53=1】 

■「親戚縁者」（38.9％）が最も多く、次いで「知人の紹介」（22.2％）、「その他」（22.2％）。 

(55) どういう経緯での採用か 
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Q56.どういう経歴の方の採用か【Q53=1】 

■「新卒（高卒・大卒・その他）」（58.8％）が最も多く、次いで「同業者から」、「建設系から」

（29.4％）。 

(56) どういう経歴の方の採用か 

 

Q57.御社が整備（持っている）している雇用関係書類 

■「出勤簿」（61.0％）が最も多く、次いで「賃金台帳」（45.5％）、「労働者名簿」（28.9％）、

「就業規則」（14.4％）。 

(57) 御社が整備（持っている）している雇用関係書類 

 

Q58.社員の資格保有状況 

■「建築士（一級・二級・木造）」（60.2％）が最も多く、次いで「建築大工技能士（1 級・2

級）」（37.9％）。 

(58) 社員の資格保有状況 
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Q59.社員の社会保険の加入状況 

■「健康保険（建設国保含む）」（72.1％）、「労災保険」（71.0％）、「国民年金」（56.2％）。 

(59) 社員の社会保険の加入状況 

 

Ⅸ．経営の状況や施策への取組状況 

Q60.御社の現在の経営状況に対する認識 

■「普通」（48.5％）が最も多く、次いで「悪い」（34.6％）、「非常に悪い」（9.8％）。 

(60) 御社の現在の経営状況に対する認識 

 

Q61.従業員を今後雇用する見通し 

■「少し増やしたい」（8.0％）、「増やしたい」（2.6％）、「このままで行く」（86.3％）。 

(61) 従業員を今後雇用する見通し 
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Q62.今後の経営上重視すること 

■「決めていない」（39.0％）が最も多く、次いで「現在の事業の範囲で維持または拡大を図

る」（29.8％）、「次世代へ事業を継続させる意思はない」（29.1％）。 

(62) 今後の経営上重視すること 

 
Q63.平成 24 年度から始まった省エネルギー技術講習会への参加について 

■「誰も参加していない」（45.9％）、「経営者が参加した」（44.8％）。 

(63) 平成 24 年度から始まった省エネルギー技術講習会への参加について 

 

Q64.御社が標準としている省エネルギー仕様について 

■「平成２５（２８）年基準を標準としているものが（18.8％）。 

(64) 御社が標準としている省エネルギー仕様について 
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Q65.御社が標準としている耐震仕様について 

■「建築基準法相当」（87.5％）が最も多い。 

(65) 御社が標準としている耐震仕様について 

 

Q66.平成 24～26 年度の地域型住宅ブランド化事業への取組について 

■「住宅事業者として地域グループに参加した」（4.3％）（３か年計）。 

(66) 平成 24～26 年度の地域型住宅ブランド化事業への取組について 

 

Q67.取組なかった理由【Q66=1】 

■「事業を知らなかった」（56.2％）が最も多く、次いで「興味がなかった」（33.8％）。 

(67) 取組なかった理由 
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Q68-1.参加した後について【Q66=2】 

■「参加したが新築物件がなかった」（74.2％）、「建設した」（25.8％）。 

(68)-1 .参加した後について 

 

Q68-2.参加した後について_建設戸数【Q68-1=2】 

■参加し、建設した戸数は「1～4 戸」が 100％。 

(68)-2 参加した後について_建設戸数 

 

Q69.平成 27～28 年度の地域型住宅グリーン化事業への取組について 

■「住宅事業者として地域グループに参加した」（2.7％）（２か年計）。 

(69) 平成 27 年度からの地域型住宅グリーン化事業への取組について 
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Q70.取組なかった理由【Q69= 1】 

■「事業を知らなかった」（60.0％）、「興味がなかった」（32.3％）。 

(70) 取組なかった理由 

 

Q72-1.参加した後について【Q69= 2】 

■「参加したが新築物件がなかった」（75.0％）、「建設した」（25.0％）。 

(72)-2 参加した後について 

 

Q72-2.参加した後について_建設戸数【Q72-1= 2】 

■参加し、建設した戸数は「1～4 戸」が 100％。 

(72)-2 参加した後について_建設戸数 
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Q73.長期優良住宅化リフォーム事業について 

■「行ったことはない」（90.2％）が最も多い。 

(73) 長期優良住宅化リフォーム事業について 

 

 

特定性能向上

工事を行った
3.4%

その他の性能向上工

事を行った
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（１）木造住宅産業 6 団体を平均した工務店像 

 

今回の工務店実態調査では、都道府県から満遍なく回答を得るため、特定の団体へ多くアンケート票

を配布したため、回答数の平均値はその団体に属する工務店の傾向が色濃く反映された。 

日本の木造住宅生産に関わる代表的な 6 団体に属する工務店は、それぞれ特徴を持ち生産活動に携わ

っているが、その像を平均化したものが今日の工務店像と捉えられる。したがって工務店像を浮き彫り

にするにあたり、アンケートに参加した団体ごとに集計を行い、その結果を回答単位で平均した工務店

像を求め、以下の項目についてレーダーチャート化した。 

 

○基本事項として 

① 法人形態として株式会社がどの団体も最も多いが、その割合 

② 資本金は 1～4 千万円がどの団体も最も多いが、その割合 

③ 設立年 

④ 建設業許可で建設業一般がどの団体も最も多いが、その割合 

 

○業務内容として 

 ⑤ 主たる業務として注文戸建住宅の元請けを行っている割合 

 ⑥ 主たる業務としてリフォームの元請けを行っている割合 

 ⑦ 売上高（新築・リフォーム・その他を含む売上高） 

 ⑧ 粗利益率 

 

○業務体制として 

 ⑨ 営業専任者のいる割合 

 ⑩ 設計専任者のいる割合 

 ⑪ 確認申請を外注している割合 

 ⑫ 木構造図をプレカットに外注している割合 

 

○標準的な新築戸建住宅の内容 

 ⑬ 平均的な床面積 

 ⑭ 平均的な坪単価 

 ⑮ 平均的な大工人工数 

 ⑯ 平均的な工期 

 

○人材育成について 

 ⑰ 社会保険料を払っている社員数 

 ⑱ 専属の大工数 

 ⑲ 専属大工の内社会保険料を払っている社員大工 

 ⑳ 過去 5 年間における社員の採用 
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○ 平均的な工務店像 

 
①：70％近く株式会社だが、有限会社が 18.2％、従業員有りの個人事業主が 13.2％ある。 

②：資本金 1～4 千万円が 45％程で多いが、2～5 百万及び 5～10 百万も 20％近くある。 

③：設立年は 1980 年代が多く、1970 年代と 1980 年代が合わせて 40％近くある。 

④：建設業許可は、建築工事一式が 95％と最も多く、次いで大工工事業が 24％ある。 

⑤：主たる業務として注文住宅の元請に約 90％が取組んでいる。 

⑥：主たる業務としてリフォームの元請に約 80％が取組んでいる。 

⑦：全体の売上高は、2～5 億円が 26.6％と最も多く、次に 1～2 億円が 20％近くある。 

⑧：粗利益率は、15～20％が 28.7％で最も多く、次に 10～15％が 25％近くある。 

⑨：営業専任者が 40％程度しかいない。 

⑩：設計専任者は 60％程度いる。 

⑪：確認申請は外注のみが 40％と多く、次いで社員のみと社員+外注が 30％ずつある。 

⑫：木構造図の依頼先として、プレカット工場が 60％で設計事務所が 40％となっている。 

⑬：注文戸建住宅の平均的な床面積は、37.9 坪。 

⑭：注文戸建住宅の平均的な坪単価は、54.8 万円。 

⑮：注文戸建住宅の平均的な大工人工数は、3.69 人工。 

⑯：注文戸建住宅の平均的な工期は、4.07 ヵ月。 

⑰：社員数は 2～5 名が 30％と最も多いが、6～10 名、11～49 名も各々25％ある。 

⑱：専属大工の人数は 2～5 名が 39.4％と最も多いが、いないとの回答が 25％ある。 

⑲：社員大工は、2～5 名が 20.9％と最も多いが、いないとの回答が約 60％ある。 

⑳：過去 5 年間における社員の採用は 65.5％が行っており、現場管理者が半数を占める。 



.
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（１）回答工務店等の概要 

  回答事業者の法人形態（図 2.(2)-1.1）は、「株式会社」が 29.0％で最も多く、「個人事業者（一人

親方）（27.9％）」、「有限会社（22.5％）」、「個人事業主（従業員有り）（20.5％）」と続いている。ま

た、資本金（図 3.(2)-1.2）は「200～500 万円未満」が 30.9％で最も多く、「200 万円未満（23.4％）」、

「500 万円～1 千万円未満（21.9％）と続いており、資本金 1 千万円未満の事業者が全体の 76.2％で

あった。 

  取得している建設業許可（図 2.(2)-1.3）は、「建築工事業（建築一式）」が 75.8％と最も多く、「大

工工事業（22.9％）」が続いている。また、「ない」との回答も 17.9％であった。 

  所属団体（図 2.(2)-1.4）としては、「全建総連」が 76.7％と最も多く、「建築士事務所協会（15.3％）」、

「建設業協会（13.5％）」であった。また、所属しているリフォーム団体（図 2.(2)-1.5）は、「（一社）

全建総連リフォーム協会」が 32.5％と最も多く、「（一社）住活協リフォーム（8.8％）」、「日本木造住

宅耐震補強事業者協同組合（8.0％）」となっている。 

 

  

図 2.(2)-1.1 法人形態 

図 2.(2)-1.2 資本金 

図 2.(2)-1.3 取得している建設業許可 
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図 2.(2)-1.4 所属団体 
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図 2.(2)-1.5 所属リフォーム団体 
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（２）経営者属性の概要 

  回答事業者の経営者属性として、経営者の年齢（図 2.(2)-2.1）は「60～64 歳」が 21.3％と最も多

く、「65～69 歳（20.1％）」、「40～49 歳（17.3％）」であり、60歳以上が全体の 52.0％であった。 

  また、出身（図 2.(2)-2.2）について、「親または親族からの継承」が 44.5％と最も高く、「大工・

工務店の親方から独立」も 40.6％となっている。 

  後継者の有無（図 2.(2)-2.3）については、「現在の代表者の代で事業を終了する」が 32.0％と最

も多いが、「後継者を既に決めている（31.5％）」、「事業を継続するつもりだが、後継者はまだ決めて

いない（30.2％）」と同程度の割合となっている。また、「現在の代表者の代で事業を終了する」との

回答した事業者から一人親方を除いた割合では 18.9％となることから、一人親方の離職意向が強く出

ている結果となっている。 

 

  

図 2.(2)-2.1 経営者の年齢 
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（３）業務内容の概要 

 主たる業務内容（図 2.(2)-3.1）について、「リフォーム工事の元請」が 78.8％と最も多く、「注文

住宅の元請」も 75.6％であった。下請工事については「リフォーム工事の下請（31.9％）」、「注文住

宅の下請（26.9％）」であり、元請工事を主たる業務としている回答事業者が多い。また、従たる業

務内容について、全体の 18.2％が回答しており、「不動産賃貸業（48.3％）」、「建材・木材販売等（19.6％）」

であった（図 2.(2)-3.2）。従たる業務の売上金額の比率は、「10～20％未満」が 26.3％であり、「30％

未満」が 60.9％となっている。 

  今後取り組む予定の業務内容（図 2.(2)-3.3）は、「リフォーム工事の元請」が 74.4％、「注文住宅

の元請」が 63.4％であり、元請仕事への意向が高い結果であり、全体の割合についても、現在の主た

る業務と同様の傾向が見られる結果であった。 

  また、建築士事務所の登録（図 2.(2)-3.4）をしている回答事業者は 42.4％、建築士会に所属して

いる社員がいる回答事業者は 30.2％、宅地建物取引業の免許を有している回答事業者は 21.1％であ

った。 
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（４）事業実績・規模等の概要 

①事業実績 

  平成 27 年度事業実績における全体売上高（図 2.(2)-4.1）について、「～3,000 万円未満」が 36.3％

と最も多く、「3,000～6,0000 万円未満（19.9％）」、「1～2億円未満（13.3％）」と続いている。 

 ⅰ）戸建元請  

売上高について全体の 40.7％が回答しており、「～3,000 万円未満」が 29.8％と最も多く、「3,000

～6,000 万円未満（23.7％）」、「6,000 万円～1 億円未満（15.5％）」となっている（図 2.(2)-4.2）。

また、戸数について全体の 35.5％が回答しており、「1～4戸」が 66.9％と最も多く、「5～9戸（12.2％）」、

「10～19 戸（9.7％）」であった（図 2.(2)-4.3）。 
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 ⅱ）戸建下請  

売上高について 17.7％が回答しており、「～3,000 万円未満（70.4％）」が最も多い（図 2.(2)-4.4）。

また、戸数については 15.7％が回答しており、「1～4戸（52.2％）」が最も多い（図 2.(2)-4.5）。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⅲ）リフォーム工事  

リフォーム工事の事業実績について、売上高では「～3,000万円未満」が元請67.7％（図2.(2)-4.6）、

下請 80.8％（図 2.(2)-4.7）と最多となっており、戸数についても「1～4戸」が元請 32.7％（図

3.(2)-4.8）、下請 38.8％（図 2.(2)-4.9）であった。 
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②粗利益率と顧客サービス 

粗利益率（図 2.(2)-4.10）では、「5～10％未満」が 28.2％と最も多く、「10～15％未満（23.9％）」、

「15～20％未満（21.1％）」となっている。 

  提供している顧客サービス（図 2.(2)-4.11）としては、「見積サービス」が 92.6％と最も多い。ま

た、「築後 2 年目までの無料建物点検サービス（30.9％）」、「資金計画サービス（26.5％）」、「建物診

断サービス（24.1％）」との結果であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③支店数・営業エリア 

  支店数（図 2.(2)-4.12）について、「なし」が 93.1％と最も多く、「1店（4.8％）」であった。 

営業エリア（図 2.(2)-4.13）については「車で 30～60 分未満」が 40.5％と最も多く、1 時間圏内

としている回答事業者が 50.6％となっている。また、「車で 60～90 分未満（30.9％）」、「車で 90～120

分未満（13.0％）」であった。 
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④社員・施工体制 

  社会保険料の事業主負担をしている社員数について、全体の68.1％が回答しており、「1名」が38.2％

と最も多く、「2～5名（36.8％）」、「6～10 名（13.2％）」となっている（図 2.(2)-4.14）。 

  専属大工の人数については、「なし」が 34.6％と最も多く、「2～5 名（33.4％）」、「1 名（23.4％）」

となっている（図 2.(2)-4.15）。専属大工について 1名以上いる回答事業者（n=1,729）のうち、社会

保険料の事業主負担をしている専属大工（社員大工）の人数では、「なし」が 49.8％と最も多く、（図

2.(2)-4.16）「2-5 名（24.1％）」、「1名（21.9％）」と続いている。また、専属大工人数と社会保険の

事業主負担をしている大工（社員大工）人数が同じ回答事業者も 27.3％（n=1,729）であった。 
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⑤社員大工［給与支払い形態・平均年齢・育成方法］ 

  社員大工の給与支払い形態について、Q25 にて専属大工のうち、社会保険料の事業主負担をしてい

る大工が 1 人以上いる回答事業者（n=875）では、「日給月給」が 47.4％と最も多く、「月給（固定給

＋手当）（38.3％）」、「日給（8.2％）」となっている（図 2.(2)-4.17）。 

社員大工の平均年齢（n=877）については、「40～49 歳」が 32.7％と最も多く、「30～39 歳（25.1％）」、

「50～59 歳（23.3％）」となっている（図 2.(2)-4.18）。また、社員大工の平均年齢 50 歳以上である

回答事業者は 33.4％である一方、平均年齢 30 歳未満との回答事業者は 8.7％の結果であった。 

  社員大工の育成方法（n=786）については、「親方や先輩につけて教える」が 79.4％（図 2.(2)-4.19）

であり、現場での OJT 等によって育成をしている回答事業者が最も多く、「職方や先輩につけて教え

る」方法のみで育成を行っている回答事業者は 63.1％であった。また、「職業訓練校等に入校させる

（25.3％）」となっている。 

 

  

図 2.(2)-4.17 社員大工の給与支払い形態 

図 2.(2)-4.18 社員大工の平均年齢 

図 2.(2)-4.19 社員大工の育成方法 
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⑥動員可能な大工人数・大工工事の形態・外注大工の給与の支払い形態 

  専属・社員大工以外に動員可能な大工人数（棟上げ時の応援を除く）（n=2,381）について、「2～9

名」が 70.8％と最も多い。次いで、専属・社員大工のみで施工を行う「外注なし（12.3％）」との結

果であった（図 2.(2)-4.20）。 

  大工工事を通常行っている形態（n=2,494）としては、「社員大工と外注大工」が 39.7％と最も多く、

「外注大工のみ（32.7％）」であった（図 2.(2)-4.21）。「社員大工のみ」の生産体制としている回答

事業者は 21.7％であり、72.4％は外注大工を利用した生産体制となっている。 

  外注大工に対する給与の支払い形態としては、「日給」が 40.6％と最も多く、「日給月給（37.9％）」、

「手間請け（坪請負制）（31.8％）」と続いている（図 2.(2)-4.22）。 
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⑦平均的な賃金 

  見習い大工・中堅大工・熟練大工とステップアップに沿って、平均賃金は上昇しているが、中堅か

ら熟練での賃金の上昇は、見習いから中堅での賃金上昇幅よりも少ない。また、社員の熟練大工と外

注の中堅大工との差が少ないなど、いずれのレベルにおいても、車、ガソリン代等が個人負担となる

ことから、社員大工より外注大工の平均賃金が高い結果であった（図 2.(2)-4.23）。 
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（５）直近３年間の住宅供給およびリフォーム工事等の実績 

①新築住宅施工実績  

平均新築住宅施工実績の請負形式（n=2,623）について、「元請け」が 68.4％と最も多く、「なし

（23.1％）」、「下請け（21.5％）」であった（図 2.(2)-5.1）。 

「元請け」の 3 年間平均戸数は、「1～4 戸」が 65.3％と最も多く、「5～9 戸（13.1％）」、「10～19

戸（8.7％）」であった（図 2.(2)-5.2）。また、「下請け」の 3年間平均戸数は「1～4戸」が 48.0％（図

2.(2)-5.3）であり、「元請け」と比較して 5戸以上の割合が高くなっている。 

新築住宅施工実績の内容（n=1,039）としては、「長期優良住宅」が 75.3％と最も多く、「ゼロエネ

ルギー住宅（20.2％）」、「3世代同居住宅（17.9％）」となっている（図 2.(2)-5.4）。 
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図 2.(2)-5.1 平均新築住宅施工実績の請負形式 

図 2.(2)-5.2 平均新築住宅施工実績（元請戸数） 
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図 2.(2)-5.3 平均新築住宅施工実績（下請戸数） 図 2.(2)-5.4 新築住宅施工実績の内容 
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②リフォーム実績 

リフォーム実績の請負形式（n=2,598）について、「元請け」が 87.3％と最も多く、「下請け（28.6％）」、

「なし（6.4％）」であった（図 2.(2)-5.5）。 

  リフォーム実績のうち、「元請け」の 3年間平均戸数は、「1～4戸」が 29.6％と最も多く、「10～19

戸（21.1％）」、「5～9戸（18.3％）」、「20～49 戸（18.0％）」となっている（図 2.(2)-5.6）。また、「下

請け」の 3年間平均戸数は「1～4戸」が 38.9％と最も多く、「5～9戸（17.8％）」、「10～19 戸（16.0％）」、

「20～49 戸（15.8％）」であり、「元請け」と比較して戸数が少なくなっている（図 2.(2)-5.7）。 
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図 2.(2)-5.5 リフォーム実績の請負形式 
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（６）元請として受注している標準的な戸建て住宅像 

  回答事業者が元請けとして受注している標準的な戸建て住宅像として、床面積「20～40 坪未満

（53.6％）」、坪単価「50～80 万円/坪（73.3％）」の住宅を、大工人工数「2～5 人/坪未満（68.8％）」、

工期「3～5ヶ月未満（61.0％）」で建設される住宅が得られた（図 2.(2)-6.1～4）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）業務体制 

 ①営業 

営業は専任者を配置せず（84.2％）、社員のみ（78.4％）で兼務している業務体制が一般的となっ

ている（図 2.(2)-7.1、2）。 
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図 2.(2)-7.1 営業専任者の有無 
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 ②資金計画 

  資金計画については、「提案していない（53.8％）」、「提案している（46.2％）」であり、提案して

いる場合は 67.0％が自社で作成を行っている（図 2.(2)-7.3、4）。 
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③設計・確認申請業務・図面作成状況 

 設計については、「外注のみ（37.7％）」、「社員のみ（32.5％）」、「社員＋外注（29.8％）」であり、

専任の設計者は「いない（69.7％）」であった（図 2.(2)-7.5、6）。 

  確認申請業務については、「外注のみ」61.7％となっており、設計と比較して外注のみの業務体制

としている回答事業者が多くなっている（図 2.(2)-7.7）。また、「社員＋外注（17.8％）」と合わせる

と外注を利用している回答事業者は約 80％の結果であった。 

 木構造図面の作成者については、「外注のみ」が 44.1％と最も多く、「社員のみ（28.9％）」、「社員

＋外注（27.0％）」となっており、設計者における回答割合と近い結果となっている（図 3.(2)-7.8）。

また、木構造図面の外注依頼先については、「設計事務所」が 49.0％、「プレカット工場」が 46.4％

との結果であった（図 2.(2)-7.9）。 
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④施工管理の体制 

施工管理担当者の属性について、「社員のみ（79.3％）」の体制として実施している回答事業者が多

く、施工管理担当の人数は「1名（57.9％）」、もしくは「2～5名（32.5％）」が多い（図 2.(2)-7.10、

11）。また、建設業法における主任技術者・監理技術者となることができる技術者数は「1名（52.6％）」、

「2～5名（35.7％）」であった（図 2.(2)-7.12）。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤プレカット工場の利用 

プレカット工場の利用率は「9 割以上」が 48.1％と最も高く、「7～9 割（18.0％）」であった（図

2.(2)-7.13）。一方で、プレカット工場を利用せず、手刻みのみで住宅生産を行う回答事業者も 13.5％

の割合であった。 
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⑥工事請負契約書・添付書類 

通常時の工事請負契約の内容としては、「請負金額・工期・代金の支払時期等を記載した契約書で

の契約」が 54.5％と最も高く、次いで「契約書に約款を添付して契約（38.3％）」であり、92.8％が

契約書等の書面での工事請負契約を交わしているとの結果であった（図 2.(2)-7.14）。 

契約書に添付する書類について、設計図書は、「確認申請図面程度（平・立面図）」が 59.4％と最も

高く、「仕様書を添付（36.0％）」、「住宅金融支援機構提出図面程度（平・立面図、矩計図）（24.7％）」

であった（図 2.(2)-7.15）。また、見積書では、「工事費別内訳明細書の添付（65.4％）」が最も多い

結果であった（図 2.(2)-7.16）。 
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（８）社員の採用・育成等 

①社員の採用状況等 

過去 5 年間で社会保険料の事業主負担をしている社員の採用状況について、「採用あり」は 30.9％

（図 2.(2)-8.1）であった。また、採用職種では「社員大工（47.8％）」、「現場管理者（41.6％）」が

多く（図 2.(2)-8.2）、採用の経緯は「ハローワーク経由（44.2％）」、「知人の紹介（42.6％）」となっ

ている（図 2.(2)-8.3）。一方で、「高校からの紹介」は 13.0％に留まっている。 

採用者の経歴については、「新卒（高卒・大卒・その他）（39.5％）」、「同業種から（38.7％）」、「建

設系から（31.8％）」、「建設以外からの転職（27.2％）」であり、経験者・未経験者を問わず採用して

いる結果であった（図 2.(2)-8.4）。 

  また、雇用関係書類の整備状況については、「出勤簿（75.5％）」、「賃金台帳（68.9％）」、「労働者

名簿（58.1％）」、「就業規則（46.7％）」であった（図 2.(2)-8.5）。 
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②社員の資格保有状況・社会保険等加入状況 

  社員の保有資格としては、「建築士（一級・二級・木造）」が 76.1％と最も高く、「施工管理技士（1

級・2 級）（50.4％）」となっている（図 2.(2)-8.6）。「建築大工技能士（1 級・2 級）」については、

大工を雇用していない状況もあることから、33.5％に留まっている。 

社会保険等の加入状況については、「労災保険（85.1％）」、「健康保険（建設国保含む）（68.1％）」、

「厚生年金（55.5％）」「雇用保険（55.3％）」であった（図 2.(1)-8.7）。 
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図 2.(2)-8.6 社員の資格保有状況 

図 2.(2)-8.7 社会保険等の加入状況 
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（９）経営状況・施策への取組状況 

①経営状況等 

現在の経営状況に対する認識として。「普通」が 53.8％と半数以上の結果であった。一方で、「悪い」

「非常に悪い」の合計は 33.3％であった（図 2.(2)-9.1）。 

  従業員を今後雇用する見通しとしては、「このままで行く」が 61.3％と最も多く、現状の施工体制

を維持していく意向が高い結果であった。また、「少し増やしたい（26.4％）」、「増やしたい（9.6％）」

と 1/3 程度の回答事業者は増員意向を持っており、「減らしたい（1.5％）」、「やや減らしたい（1.2％）」

は少ない結果となっている（図 2.(2)-9.2）。 

  今後の経営上、重視することでは、「現在の事業の範囲で維持又は拡大を図る」が 54.0％となって

おり、半数以上の回答事業者は住宅生産に係る事業を継続する意向を持つ結果であった。一方で、「次

世代へ事業を継続させる意志はない」も 14.1％（一人親方 214 件、工務店等 166 件）であった（図

2.(2)-9.3）。 
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図 2.(2)-9.1 現在の経営状況に対する認識 
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図 2.(2)-9.2 従業員の新規雇用の見通し 
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図 2.(2)-9.3 今後の経営上、重視すること 
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②施策への取組状況等 

ⅰ）標準とする省エネ・耐震等の仕様  

  省エネルギー技術講習会（平成24年度～）への参加状況については、「誰も参加していない」が28.3％

であり、回答事業者の 70％程度は、経営者を中心として、自社の生産に関わるいずれかの人材が受講

している。（図 2.(2)-9.4） 

 

標準とする省エネルギー仕様では、平成 25（28）年基準省エネ住宅としている回答事業者が 27.5％

であった。一方で、「取り組んでいない」も 43.5％を占めている結果であった。（図 2.(2)-9.5） 

 

  また、耐震仕様については、「建築基準法相当」が 71.2％と最も多く、「耐震等級 2相当（15.0％）」、

「耐震等級 3相当（13.8％）であった。（図 2.(2)-9.6） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.(2)9.1 省エネルギー講習会への参加 

図 2.(2)-9.3 標準とする耐震仕様 

図 2.(2)-9.2 標準とする省エネルギー仕様 
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ⅱ）地域型住宅グリーン化事業、長期優良住宅化リフォーム事業への取組  

  平成 27 年度からの地域型住宅グリーン化事業への取組状況として、「取り組んでいない」が 78.5％

と最も多く、その理由として「事業を知らなかった（53.1％）」、「興味がなかった（33.1％）」、「参加

グループがなかった（9.2％）」が挙げられている。（図 2.(2)-9.4,5） 

 地域型住宅グリーン化事業に「住宅事業者として地域グループに参加した」回答事業者は 19.9％で

あった。そのうち建設に至った回答事業者は 59.0％であり、「1～4戸」の建設実績が多い結果であっ

た。（図 2.(2)-9.6） 

  長期優良住宅化リフォーム事業については、「行ったことがない」が86.3％であった。（図2.(2)-9.7） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.(2)-9.4 グリーン化事業への取組 

図 2.(2)9.7 長期優良化リフォーム事業への取組み状況 

図 2.(2)-9.6 グリーン化事業の取組み後の状況 

図 2.(2)-9.5 グリーン化事業へ取組まなかった理由 
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（１）回答工務店の概要 

  個人事業主で従業員のいない「個人事業者（一人親方）」の法人形態を除いた「株式会社」，「有限

会社」，「合名会社」，「合資会社」，「個人事業者（従業員有）」を工務店等（一人親方以外）と定義し，

以下の分析を行った。 

回答事業者の法人形態（図 2.(3)-1.1）について、工務店等との回答では、「株式会社」が 40.2％

で最も多く、「有限会社（31.2％）」、「個人事業主（従業員有り）（28.4％）」であった。また、資本金

（図 2.(3)-1.2）は「200～500 万円未満」が 31.7％で最も多く、「1 千万～4 千万円未満（26.3％）」、

「500 万円～1千万円未満（24.9％）」であった。資本金 1千万円未満の事業者は 68.9％であり、一人

親方を含む全体結果と比較して、資本金の金額は上がっている。 

  取得している建設業許可（図 2.(3)-1.3）は、「建築工事業（建築一式）」が 89.3％と最も多く、「大

工工事業（25.0％）」が続いている。また、「ない」との回答は 6.0％であり、「個人事業主（一人親方）」

も含めた全体結果よりも低い結果であった。 

  所属団体（図 2.(3)-1.4）としては、「全建総連」が 69.7％と最も多く、「建築士事務所協会（19.3％）」、

「建設業協会（16.0％）」であった。また、所属しているリフォーム団体（図 3.(3)-1.5）は、「（一社）

全建総連リフォーム協会」が 32.5％と最も多く、「（一社）住活協リフォーム（10.2％）」、「日本木造

住宅耐震補強事業者協同組合（9.7％）」となっている。 

 

 

  
40.2

31.2

0.0

0.0

28.4

0.0

0.3

0 20 40 60

株式会社

有限会社

合名会社

合資会社

個人事業者（従業員有）

個人事業者（一人親方）

その他

（％）

N=1,986

12.3

31.7

24.9

26.3

4.1

0.7

0 10 20 30 40

200万円未満

200～500万円未満

500万円～1千万円未満

1千～4千万円未満

4千万～1億未満

1億円以上

（％）

N=1,841

6.0

89.3

25.0

10.6

8.2

0 20 40 60 80 100

ない

建築工事業（建築一式）

大工工事業

内装仕上工事業

その他

（％）

N=1,986

16.0

69.7

5.1

10.1

5.5

6.5

5.9

0.3

19.3

8.6

0 20 40 60 80

建設業協会

全建総連

全建連

JBN

木住協

2×4協会

住活協

全住協

建築士事務所協会

その他

（％）

N=1,931

0.2

5.2

9.7

1.9

1.4

0.0

5.4

32.9

7.6

10.2

30.2

0 10 20 30 40

（一社）マンション計画修繕施工協会

（一社）日本住宅リフォーム産業協会

日本木造住宅耐震補強事業者協同組合

（一社）リノベーション住宅推進協議会

（一社）ベターライフリフォーム協会

（一社）日本塗装工業会

（一社）リフォームパートナー協議会

（一社）全建総連リフォーム協会

（一社）住宅リフォーム推進サポート協議

会

（一社）住活協リフォーム

その他

（％）
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図 2.(3)-1.1 法人形態 

図 2.(3)-1.2 資本金 

図 2.(3)-1.3 取得している建設業許可 

図 2.(3)-1.4 所属団体 

図 2.(3)-1.5 所属リフォーム団体 
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（２）経営者属性の概要 

  回答事業者の経営者属性として、経営者の年齢（図 2.(3)-2.1）は「60～64 歳」が 21.0％と最も多

く、「65～69 歳（19.0％）」、「40～49 歳（18.3％）」であり、60歳以上が全体の 50.9％であった。 

  また、出身（図 2.(3)-2.2）について、「親または親族からの継承」が 48.4％と最も高く、「大工・

工務店の親方から独立」も 34.2％となっている。これらについて、「個人事業主（一人親方）」を含め

た全体結果と比較した場合、継承の割合が高く、独立の割合が低い傾向となっている。 

  後継者の有無（図 2.(3)-2.3）については、「後継者を既に決めている」が 39.2％と最も多く、「事

業を継続するつもりだが、後継者はまだ決めていない（35.5％）」となっている。一方、「現在の代表

者の代で事業を終了する」は 18.9％であり、全体結果（32.0％）よりも低い結果となっている。 
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図 2.(3)-2.1 経営者の年齢 

図 2.(3)-2.2 出身 

図 2.(3)-2.3 後継者の有無 
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（３）業務内容の概要 

  主たる業務内容（図 2.(3)-3.1）について、「注文住宅の元請」が 84.3％と最も高く、「リフォーム

工事の元請」も 83.3％であった。下請工事については「リフォーム工事の下請（28.4％）」、「注文住

宅の下請（23.3％）」であり、元請工事を主たる業務としている回答事業者が多く、「個人事業主（一

人親方）」も含めた全体結果（注文住宅の元請：75.6％、リフォーム工事の元請：78.8％）と比較し

ても元請業務の回答割合が高い結果であった。 

従たる業務内容については全体の 20.8％が回答しており、「不動産賃貸業（46.8％）」、「建材・木材

販売等（15.7％）」であった（図 2.(3)-3.2）。従たる業務の売上金額の比率は、「10～20％未満」が

28.0％、「30％未満」では 78.0％となっており、「個人事業主（一人親方）」も含めた全体結果「30％

未満」の 60.9％と比較して、従たる業務の売上比率は低くなっている。 

  今後取り組む予定の業務内容（図 2.(3)-3.3）は、「リフォーム工事の元請」が 75.5％、「注文住宅

の元請」が 69.8％と元請仕事への意向が高い結果であり、全体の割合について、現在の主たる業務と

同様の傾向が見られる結果であった。 

  また、建築士事務所の登録をしている回答事業者は 52.7％（図 2.(3)-3.4）、建築士会に所属して

いる社員がいる回答事業者は 38.5％、宅地建物取引業の免許を有している回答事業者は 27.8％であ

り、「個人事業主（一人親方）」も含めた全体結果（登録済み：42.4％）よりも高くなっている。 
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図 2.(3)-3.1 主たる業務 

図 2.(3)-3.2 従たる業務 

図 2.(3)-3.3 今後取り組む予定の業務内容 

図 2.(3)-3.4 建築士事務所の登録状況 
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（４）事業実績・規模等の概要 

①事業実績 

  平成 27 年度事業実績における全体売上高（図 2.(3)-4.1）について、「～3,000 万円未満（21.9％）」、

「3,000～6,0000 万円未満（21.3％）」が多く、「1～2 億円未満（17.8％）」、「6,000 万～1 億円未満

（15.9％）」、「2～5億円未満（14.8％）」と続いている。 

 ⅰ）戸建元請  

売上高について全体の 49.6％が回答しており、「～3,000 万円未満」が 25.1％と最も多く、「3,000

～6,000 万円未満（23.4％）」、「6,000 万円～1 億円未満（16.6％）」となっている（図 2.(3)-4.2）。

また、戸数について 43.8％が回答しており、「1～4 戸」が 63.4％と最も多く、「5～9 戸（13.7％）」、

「10～19 戸（11.0％）」であった（図 2.(3)-4.3）。 
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図 2.(3)-4.1 全体売上高 

図 2.(3)-4.2 戸建元請の売上高 

図 2.(3)-4.3 戸建元請の戸数 
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 ⅱ）戸建下請  

売上高について 17.2％が回答しており、「～3,000 万円未満（70.4％）」が最も多い（図 2.(3)-4.4）。

また、戸数について 30.5％が回答しており「1～4戸（44.6％）」が最も多い（図 2.(3)-4.5）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⅲ）リフォーム工事  

  リフォーム工事の事業実績では、売上高について「～3,000万円未満」が元請59.4％（図2.(3)-4.6）、

下請 73.1％（図 2.(3)-4.7）と最多となっており、戸数についても「1～4 戸」が元請 27.2％（図

2.(3)-4.8）、下請 32.1％（図 2.(3)-4.9）であった。 

  

22.0

44.6

11.5

8.5

8.9

2.6

2.0

0 10 20 30 40 50

0戸

1～4戸

5～9戸

10～19戸

20～49戸

50～99戸

100戸以上

（％）

N=305

12.9

59.2

10.9

3.5

7.9

2.6

1.8

0.0

1.2

0.0

0.0

0 20 40 60 80

0円

～3000万円未満

3000～6000万円未満

6000万円～1億円未満

1～2億円未満

2～5億円未満

5～10億円未満

10～20億円未満

20～50億円未満

50～100億円未満

100億円以上

（％）

N=341

9.6

73.1

10.1

3.5

2.7

1.1

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0 20 40 60 80

0円

～3000万円未満

3000～6000万円未満

6000万円～1億円未満

1～2億円未満

2～5億円未満

5～10億円未満

10～20億円未満

20～50億円未満

50～100億円未満

100億円以上

（％）

N=375

0.2

59.4

21.6

8.8

7.5

1.9

0.4

0.1

0.2

0.0

0.0

0 20 40 60 80

0円

～3000万円未満

3000～6000万円未満

6000万円～1億円未満

1～2億円未満

2～5億円未満

5～10億円未満

10～20億円未満

20～50億円未満

50～100億円未満

100億円以上

（％）

N=1,233

0.5

27.2

19.4

19.6

18.7

7.3

7.3

0 5 10 15 20 25 30

0戸

1～4戸

5～9戸

10～19戸

20～49戸

50～99戸

100戸以上

（％）

N=1,030

15.7

32.1

14.8

16.0

13.2

4.7

3.5

0 10 20 30 40

0戸

1～4戸

5～9戸

10～19戸

20～49戸

50～99戸

100戸以上

（％）

N=318

図 2.(3)-4.4 戸建下請の売上高 

図 2.(3)-4.5 戸建下請の戸数 

図 2.(3)-4.6 リフォーム工事（元請）の売上高 図 2.(3)-4.7 リフォーム工事（下請）の売上高 

図 2.(3)-4.8 リフォーム工事（元請）戸数 図 2.(3)-4.9 リフォーム工事（下請）戸数 
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②粗利益率と顧客サービス 

粗利益率（図 2.(3)-4.10）では、「5～10％未満」が 25.6％と最も多い。また、10％以上の比率に

ついて、「10～15％未満（24.9％）」、「15～20％未満（23.8％）」であり、「個人事業主（一人親方）」

も含めた全体結果と比較して高くなっている。 

  提供している顧客サービス（図 2.(3)-4.11）としては、「見積サービス」が 93.3％と最も多い。ま

た、「築後 2 年目までの無料建物点検サービス（35.6％）」、「資金計画サービス（33.5％）」、「建物診

断サービス（26.3％）」との結果であり、「築後 2年目までの無料建物点検サービス」、「資金計画サー

ビス」について、「個人事業主（一人親方）」も含めた全体結果よりも高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③支店数・営業エリア 

  支店数（図 2.(3)-4.12）について、「なし」が 90.9％と最も多く、「1店（6.3％）」であった。 

営業エリア（図 2.(3)-4.13）については「車で 30～60 分未満」が 37.9％と最も多い結果であった

が、「車で 60～90 分未満（32.7％）」、「車で 90～120 分未満（13.7％）」等、車で 1時間以上かかるエ

リアを施工エリアとしている回答事業者の割合が 53.6％と半数以上の結果であった。 
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図 2.(3)-4.10 粗利益率 図 2.(3)-4.11 顧客サービス 

図 2.(3)-4.12 支店数 図 2.(3)-4.13 営業エリア 
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 ④社員・施工体制 

  社会保険料の事業主負担をしている社員数（図 2.(3)-4.14）について、全体の 80.4％が回答して

おり、「2～5 名」が 41.9％と最も多く、「1 名（28.7％）」、「6～10 名（15.5％）」となっており、「個

人事業主（一人親方）」を含む全体結果とは異なる傾向であった。 

  専属大工の人数については、「2～5 名」が 43.7％と最も多く、「1 名（22.9％）」であった（図

2.(3)-4.15）。「なし」は 21.4％であり、「個人事業主（一人親方）」を含む全体結果の 34.6％と比較

して低い結果であった。専属大工について 1 名以上いる回答事業者（n=1,498）のうち、社会保険料

の事業主負担をしている専属大工の人数（図 2.(3)-4.16）では、「なし」が 45.7％と最も多く、「2-5

名（27.3％）」、「1 名（22.1％）」であり、半数以上の回答工務店等は社会保険の事業主負担をしてい

る大工が所属している結果であった。また、専属大工の人数と社会保険の事業主負担をしている大工

（社員大工）の人数が同じ回答事業も 29.8％（n=1,498）であった。 
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図2.(3)-4.14社会保険の事業主負担をしている社員

図 2.(3)-4.15 専属大工の人数 

図 2.(3)-4.16 社会保険の事業主負担をしている大工
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⑤社員大工［給与支払い形態・平均年齢・育成方法］ 

  社員大工の給与支払い形態について、Q25 にて専属大工のうち、社会保険料の事業主負担をしてい

る大工が 1 人以上いる回答事業者（n=819）では、「日給月給」が 48.1％と最も多く、「月給（固定給

＋手当）（38.6％）」、「日給（7.7％）」となっている（図 2.(3)-4.17）。 

社員大工の平均年齢（n=821）については、「40～49 歳」が 32.6％と最も多く、「30～39 歳（25.8％）」、

「50～59 歳（23.6％）」となっている（図 2.(3)-4.18）。また、平均年齢 50 歳以上である回答事業者

は 33.1％である一方、平均年齢 30歳未満との回答事業者は 8.4％の結果であった。 

  社員大工の育成方法（n=734）については、「親方や先輩につけて教える」が 80.0％（図 2.(3)-4.19）

であり、現場での OJT 等によって育成をしている回答事業者が最も多く、「職方や先輩につけて教え

る」方法のみで育成を行っている回答事業者は 63.9％であった。また、「職業訓練校等に入校させる

（25.5％）」となっている。 
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図 2.(3)-4.17 社員大工の給与支払い形態 

図 2.(3)-4.18 社員大工の平均年齢 

図 2.(3)-4.19 社員大工の育成方法 
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⑥動員可能人数・大工工事の形態・外注大工の給与の支払い形態 

  専属・社員大工以外の動員可能な人数（棟上げ時の応援を除く）（n=1,791）について、「2～9 名」

が 74.3％と最も多い。次いで、専属・社員大工のみで施工を行う「外注なし（9.9％）」との結果であ

った（図 2.(3)-4.20）。 

  大工工事を通常行っている形態（n=2,494）としては、「社員大工と外注大工」が 44.8％と最も多く、

「外注大工のみ（30.3％）」、「社員大工のみ（22.8％）」であった（図 2.(3)-4.21）。 

外注大工に対する給与の支払い形態としては、「日給月給（38.6％）」、「手間請け（坪請負制）

（37.8％）」、「日給（36.6％）」であり、「個人事業主（一人親方）」を含む全体結果とは異なる傾向と

なる結果であった（図 2.(3)-4.22）。 
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図 2.(3)-4.20 動員可能な大工人数 

図 2.(3)-4.21 大工工事の形態 

図 2.(3)-4.22 外注大工の給与支払い形態 
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⑦平均的な賃金 

  見習い大工・中堅大工・熟練大工とステップアップに沿って、平均賃金は上昇しているが、中堅か

ら熟練での賃金の上昇は、見習いから中堅での賃金上昇幅よりも少ない。また、社員の熟練大工と外

注の中堅大工との差が少ないなど、いずれのレベルにおいても、車、ガソリン代等が自己負担になる

ことから、社員大工より外注大工の平均賃金が高い結果であった（図 2.(3)-4.23）。全体結果との比

較においては、大きな差が見られなかった。 
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図 2.(3)-4.23 社員大工・外注大工の賃金（日当換算） 
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（５）直近３年間の住宅供給およびリフォーム工事等の実績 

①新築住宅施工実績 

平均新築住宅施工実績の請負形式（n=1,900）について、「元請け」が 78.6％と最も多く、「下請け

（19.7％）」、「なし（16.5％）」（図 2.(3)-5.1）であり、「個人事業主（一人親方）」を含む全体結果よ

りも元請けの比率が高まっている。 

「元請け」の 3 年間平均戸数は、「1～4 戸」が 61.5％と最も多く、「5～9 戸（14.7％）」、「10～19

戸（10.3％）」であった（図 2.(3)-5.2）。また、「下請け」の 3 年間平均戸数は「1～4 戸」が 44.1％

（図 2.(3)-5.3）であり、「元請け」と比較して 5戸以上・0戸の割合が高くなっている。 

新築住宅施工実績の内容（n=851）としては、「長期優良住宅」が 75.3％と最も多く、「ゼロエネル

ギー住宅（22.2％）」、「認定低炭素住宅（19.0％）」「3 世代同居住宅（18.2％）」となっている。（図

2.(3)-5.4） 
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図 2.(3)-5.1 平均新築住宅施工実績の請負形式 図 2.(3)-5.2 平均新築住宅施工実績（元請戸数） 

図 2.(3)-5.3 平均新築住宅施工実績（下請戸数） 
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②リフォーム実績 

  リフォーム実績については、「個人事業主（一人親方）」を含む全体結果と同じ方向性の結果であり、

リフォーム実績の請負形式（n=1,883）について、「元請け」が 91.9％と最も多く、「下請け（24.5％）」、

「なし（4.5％）」であった（図 2.(3)-5.5）。 

  リフォーム実績のうち、「元請け」の 3 年間平均戸数は「1～4 戸」が 25.5％と最も多く、「10～19

戸（21.6％）」、「20～49 戸（19.4％）」、「5～9戸（17.8％）」となっている（図 2.(3)-5.6）。また、「下

請け」の 3年間平均戸数は「1～4戸」が 36.6％と最も多く、「20～49 戸（17.0％）」、「5～9戸（16.1％）」、

「10～19 戸（14.8％）」（図 2.(3)-5.7）であり、「元請け」と比較して戸数が少なくなっている。 
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図 2.(3)-5.5 リフォーム実績の請負形式 

図 2.(3)-5.6 リフォーム実績（元請戸数） 

図 2.(3)-5.7 リフォーム実績（下請戸数） 
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 （６）元請として受注している標準的な戸建て住宅 

  回答事業者が元請として受注している標準的な戸建て住宅像として、床面積「20～40 坪未満

（53.5％）」、坪単価「50～80 万円/坪（75.6％）」の住宅を、大工人工数「2～5 人/坪未満（70.6％）」、

工期「3～5ヶ月未満（62.2％）」で建設される住宅が得られた（図 2.(3)-6.1～4）。 

  平均値を求めると、平均的な床面積は 38.24 坪、坪単価は 53.38 万円、坪当たりの大工・人工数は

3.84 人、工期は 4ヶ月となる。（表 2.(3)-1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）業務体制 

 ①営業 

営業は専任者を配置せず（79.2％）、社員のみ（84.0％）で兼務している業務体制が一般的となっ

ている（図 2.(3)-7.1、2）。 
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図 2.(3)-6.1 標準的な床面積 図 2.(3)-6.2 標準的な坪単価 

図 2.(3)-6.3 標準的な大工人工数 図 2.(3)-6.4 標準的な工期 

図 2.(3)-7.1 営業専任者の有無 図 2.(3)-7.2 営業担当者の属性 

床面積 単価 大工・人工数 工期

(坪） （万円／坪） （人／坪） （ヶ月）

平均 38.24 53.38 3.84 4.00

表 2.(3)-1 工務店等の平均値 
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 ②資金計画 

 資金計画については、「提案している（55.7％）」、「提案していない（44.3％）」であり、「個人事業

主（一人親方）」を含む全体結果よりも提案している回答事業者の割合が若干高くなっている。また、

提案している場合は 69.1％が自社で作成を行っている（図 2.(3)-7.3、4）。 

  

  

提案している

55.7%

提案していない

44.3%

N=1,882

自社で

69.1%

自社以外の協力を得て

30.9%

N=728

図 2.(3)-7.3 資金計画の提案 図 2.(3)-7.4 資金計画提案の作成担当 
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 ③設計・確認申請業務・図面作成状況 

設計については、全体結果よりも社員が担当している割合が高く、「社員のみ（36.9％）」、「社員＋

外注（33.9％）」、「外注のみ（29.1％）」であった（図 2.(3)-7.5）。また、設計専任者（図 2.(3)-7.6）

は「いない（55.9％）」との回答が多いものの、全体結果と比較して専任者を配置している割合が高

い結果であった。 

  確認申請業務については、「外注のみ」が 54.2％となっており、「社員＋外注（21.7％）」と合わせ

ると外注を利用している回答事業者は約 76％の結果であった（図 2.(3)-7.7）。 

  木構造図面の作成者（図 2.(3)-7.8）については、「外注のみ」が 37.9％と最も多く、「社員のみ

（31.1％）」、「社員＋外注（30.9％）」となっており、設計者における回答割合と比較して外注を利用

しての作成が高い結果となっている。また、木構造図面の外注依頼先については、「プレカット工場」

が 49.5％、「設計事務所」が 46.8％（図 2.(3)-7.9）との結果であった。 
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図 2.(3)-7.5 設計者 図 2.(3)-7.6 専任の設計者 

図 2.(3)-7.7 確認申請業務 

図 2.(3)-7.8 木構造図面の作成者 図 2.(3)-7.9 木構造図面の外注先 
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 ④施工管理の体制 

施工管理担当者の属性について、「社員のみ（85.3％）」の体制としている回答事業者が多く、施工

管理担当の人数は「1 名（52.1％）」もしくは「2～5 名（39.9％）」が多い。（図 2.(3)-7.10、11）ま

た、建設業法における主任技術者・監理技術者となることができる技術者数は「1 名（46.8％）」、「2

～5 名（43.5％）」（図 2.(3)-7.12）であった。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑤プレカット工場の利用率 

 プレカット工場の利用率は「9 割以上」が 51.2％と最も高く、「7～9 割（17.4％）」であった（図

2.(3)-7.13）。一方で、プレカット工場を利用せず、手刻みのみで住宅生産を行う回答事業者は 11.7％

あり、「個人事業主（一人親方）」を含む全体結果よりも低い結果であった。 
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図 2.(3)-7.10 施工管理担当者の属性 図 2.(3)-7.11 施工管理担当者の人数 

図 2.(3)-7.12 主任・監理技術者数 

図 2.(3)-7.13 プレカット工場の利用率 
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 ⑥工事請負契約書・添付書類 

 通常時の工事請負契約の内容としては、「請負金額・工期・代金の支払時期等を記載した契約書で

の契約」が 51.7％と最も高く、次いで「契約書に約款を添付して契約（44.9％）」であり、96.6％が

契約書等の書面での工事請負契約を交わしているとの結果であった（図 2.(3)-7.14）。 

契約書に添付する書類について、設計図書は、「確認申請図面程度（平・立面図）」が 60.3％と最も

高く、「仕様書を添付（38.6％）」、「住宅金融支援機構提出図面程度（平・立面図、矩計図）（26.7％）」

であった（図 2.(3)-7.15）。また、見積書では、「工事費別内訳明細書の添付（70.4％）」が最も多い

結果であった（図 2.(3)-7.16）。 

 

  

契約書に約款を添付
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図 2.(3)-7.14 通常時の工事請負契約の内容 

図 2.(3)-7.15 工事請負契約に添付する設計図書等 

図 2.(3)-7.16 工事請負契約に添付する見積書等 



 

（３．（３）単純集計 工務店等（一人親方以外）概要） 
177 

（８）社員の採用・育成等 

①社員の採用状況等 

  過去 5 年間で社会保険料の事業主負担をしている社員の採用状況について、「採用あり」は 41.6％

（図 2.(3)-8.1）であり、「個人事業主（一人親方）」を含む全体結果（30.9％）よりも高い結果であ

った。 

採用職種では「社員大工（47.4％）」、「現場管理者（42.3％）」（図 2.(3)-8.2）が多く、採用の経緯

は「ハローワーク経由（44.9％）」、「知人の紹介（43.0％）」（図 2.(3)-8.3）となっている。一方で、

「高校からの紹介」は 13.0％に留まっている。 

採用者の経歴については、「新卒（高卒・大卒・その他）（39.0％）」、「同業種から（38.9％）」、「建

設系から（31.7％）」、「建設以外からの転職（27.7％）」（図 3.(3)-8.4）であり、経験者・未経験者を

問わず採用している状況となっている。 

  また、雇用関係書類の整備状況については、「出勤簿（77.4％）」、「賃金台帳（72.0％）」、「労働者

名簿（61.9％）」、「就業規則（50.8％）」であり、「個人事業主（一人親方）」を含む全体結果と大きな

差は生じない結果であった（図 2.(3)-8.5）。 
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図 2.(3)-8.1 社会保険料の事業主負担を 

している社員採用状況［過去 5年］ 

図 2.(3)-8.2 採用職種 図 2.(3)-8.3 採用の経緯 

図 2.(3)-8.4 採用者の経歴 図 2.(3)-8.5 雇用関係書類の整備状況 
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②社員の資格保有状況・社会保険等加入状況 

  社員の保有資格としては、「建築士（一級・二級・木造）」が 79.2％と最も高く、「施工管理技士（1

級・2級）（55.1％）」、「建築大工技能士（1級・2級）（32.6％）」となっている（図 2.(3)-8.6）。 

社会保険等の加入状況については、「労災保険（88.0％）」、「健康保険（建設国保含む）（67.2％）」、

「厚生年金（66.5％）」「雇用保険（64.9％）」（図 2.(3)-8.7）であり、厚生年金、雇用保険への加入

状況は、「個人事業主（一人親方）」を含む全体結果（55.5％、55.3％）よりも高い。 
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図 2.(3)-8.6 社員の資格保有状況 図 2.(3)-8.7 社会保険等の加入状況 
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（９）経営状況・施策への取組状況 

①経営状況等 

  現在の経営状況に対する認識（図 2.(3)-9.1）として、「普通」が 55.8％と半数以上の結果であっ

た。一方で、「悪い」「非常に悪い」の合計は 29.2％であった。 

  従業員を今後雇用する見通しとしては、「このままで行く」が 52.2％と最も多く、現状の施工体制

を維持していく意向が半数となっている。また、「少し増やしたい（33.1％）」、「増やしたい（12.1％）」

であり、増員意向を持っている回答事業者の割合は「個人事業主（一人親方）」を含む全体結果（36.0％）

よりも高い（図 2.(3)-9.2）。 

  今後の経営上、重視することでは、「現在の事業の範囲で維持又は拡大を図る」が 63.2％（図

2.(3)-9.3）となっており、半数以上の回答事業者は住宅生産に係る事業を継続する意向を持つ結果

であった。また、「次世代へ事業を継続させる意志はない」は 8.5％となっており、「個人事業主（一

人親方）」を含む全体結果（14.1％）よりも低い結果であった。 
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図 2.(3)9.1 現在の経営状況に対する認識 

図 2.(3)-9.2 従業員の新規雇用の見通し 

図 2.(3)-9.3 今後の経営上、重視すること 
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②施策への取組状況等 

ⅰ）標準とする省エネ・耐震等の仕様  

  平成 24 年度から始まった「省エネルギー技術講習会」への参加状況は、「誰も参加していない」が

21.7％であり、回答事業者の 80％程度は、経営者を中心として、自社の生産に関わるいずれかの人材

が受講している。現場に関わる「現場監督・社員大工・専属大工」の参加は、合せて 46.2％で、工務

店等の半数が受講しているとみられる。（図 2.(3)-9.4） 

 

標準とする省エネルギー仕様では、平成 25（28）年基準省エネ住宅としている回答事業者が 30.6％

であった。「取り組んでいない」との回答も 35.9％を占めているが、「個人事業主（一人親方）」を含

む全体結果（43.5％）よりも低い結果であった。平成 11 年基準以前が 1.9％しか存在しておらず、工

務店等でいえば、実態的には 62.2％がすでに最新の省エネ基準等に取組んでいる。（図 2.(3)-9.5） 

 

  耐震仕様については、「建築基準法相当」が 65.5％と最も多い。また、「耐震等級 2相当（18.0％）」、

「耐震等級 3相当（16.5％）」については、全体結果よりも高い結果であった。（図 2.(3)-9.6） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 2.(3)-9.4 省エネ講習会への参加 

建築基準法

相当

65.5%

耐震等級2
相当（構造

躯体の倒壊

等防止）

18.0%

耐震等級3
相当（構造

躯体の倒壊

等防止）

16.5%

56.7

22.9

18.1

5.2

9.1

21.0

21.7

0.9

0 10 20 30 40 50 60

経営者が参加した

現場監督が参加した

社員大工が参加した

専属大工が参加した

営業が参加した

設計担当が参加した

誰も参加していない

その他

（％）

35.9

5.4

10.6

5.0

30.6

10.5

1.9

0 10 20 30 40

取組んでいない

ネットゼロエネルギー住宅

ゼロエネルギー住宅

認定低炭素住宅

平成25（28）年基準省エネ住宅

平成11年基準省エネ住宅

平成11年以前の仕様による省エ…

（％）
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図 2.(3)-9.6 標準とする耐震仕様 
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ⅱ）地域型住宅グリーン化事業、長期優良住宅化リフォーム事業への取組  

平成 27 年度からの地域型住宅グリーン化事業への取組状況として、「取り組んでいない」が 72.3％

と最も多く、その理由として「事業を知らなかった（49.9％）」、「興味がなかった（33.1％）」、「参加

グループがなかった（11.4％）」が挙げられている。（図 2.(3)-9.7,8） 

  地域型住宅グリーン化事業に「住宅事業者として地域グループに参加した」回答事業者は 26.2％で

あった。そのうち建設に至った回答事業者は 60.4％であり、「1～4戸」の建設実績が多い結果であっ

た。（図 2.(3)-9.9,10） 

  長期優良住宅化リフォーム事業については、「行ったことがない」が84.8％であった。（図2.(3)-9.11） 
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図 2.(3)-9.7 グリーン化事業への取組み状況 図 2.(3)-9.8 グリーン化事業へ取組まなかった理由 

図 2.(3)-9.9 グリーン化事業の取組み後の状況 図 2.(3)-9.10 グリーン化事業の取組戸数 
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（１）回答個人事業主（一人親方）の概要 

  アンケート調査全体における回答事業者の法人形態のうち、「個人事業主（一人親方）」との回答は

764 票であり、全体の 27.8％であった。（図 2.(4)-1.1） 

資本金※1（図 2.(4)-1.2）は「200 万未満」が 55.9％で最も多く、「200～500 万円未満（28.8％）」、

「500 万円～1千万円未満（13.3％）」となっており、資本金 1千万円未満との回答は 98.0％であった。 

  取得している建設業許可は「ない」が 48.5％と最も多く（図 2.(4)-1.3）、「建築工事業（建築一式）

（40.7％）」、「大工工事業（17.6％）」であった。建設業法第 3条において、一般的な木造住宅工事に

ついては「軽微な建設工事」※2であり、建設業許可を取得しなくとも請け負うことが可能であること

から、全体結果、工務店等の結果と比較して「ない」との回答が多くなっていると考えられる。 

  所属団体（図 2.(4)-1.4）としては、「全建総連」が 94.7％と最も多く、「建設業協会（7.3％）」、「建

築士事務所協会（4.9％）」、であった。また、所属しているリフォーム団体（図 2.(4)-1.5）は、「（一

社）全建総連リフォーム協会」が 32.1％と最も多く、「（一社）住活協リフォーム（5.0％）」、「住宅リ

フォーム推進サポート協議会（5.0％）」となっている。 

 

 

  

図 2.(4)-1.1 法人形態 

図 2.(4)-1.2 資本金 

図 2.(4)-1.3 取得している建設業許可 

図 2.(4)-1.4 所属団体 

図 2.(4)-1.5 所属リフォーム団体 

※１：個人事業主の場合、経理処理上「資本金」という科目はなく、「元入金」という特有の科目となるが、ここでは設問に従い、

「資本金」として得られた結果を示す。 

※２：建設業法第３条に基づく「軽微な建設工事」は、建築一式工事では工事一件の請負代金が 1500 万円に満たない工事又は延

べ面積が 150 ㎡に満たない木造住宅工事、建築一式工事以外では工事一件の請負金額が 500 万円に満たない工事。 

 

29.0

22.5

0.0

0.0

20.5

27.8

0.2

0 10 20 30 40

株式会社

有限会社

合名会社

合資会社

個人事業者（従業員有）

個人事業者（一人親方）

その他

（％）

N=2,750

55.9

28.8

13.3

1.3

0.3

0.3

0 20 40 60 80 100

200万円未満

200～500万円未満

500万円～1千万円未満

1千～4千万円未満

4千万～1億未満

1億円以上

（％）

N=617

48.5

40.7

17.6

2.4

1.9

0 20 40 60

ない

建築工事業（建築一式）

大工工事業

内装仕上工事業

その他

（％）

N=756

7.3

94.7

3.7

0.8

0.9

0.0

0.8

0.3

4.9

7.6

0 20 40 60 80 100

建設業協会

全建総連

全建連

JBN

木住協

2×4協会

住活協

全住協

建築士事務所協会

その他

（％）

N=749

0.4

3.3

3.8

0.4

0.4

0.4

4.6

32.1

5.0

5.0

46.3

0 10 20 30 40 50 60

（一社）マンション計画修繕施工協会

（一社）日本住宅リフォーム産業協会

日本木造住宅耐震補強事業者協同組合

（一社）リノベーション住宅推進協議会

（一社）ベターライフリフォーム協会

（一社）日本塗装工業会

（一社）リフォームパートナー協議会

（一社）全建総連リフォーム協会

（一社）住宅リフォーム推進サポート協議会

（一社）住活協リフォーム

その他

（％）

N=240



 

（３．（４）単純集計 個人事業主（一人親方）概要） 
185 

（２）経営者属性の概要 

  回答事業者の経営者属性として、経営者の年齢（図 2.(4)-2.1）は「65～69 歳」が 23.1％と最も多

く、「60～64 歳（19.0％）」、「55～59 歳（15.8％）」であった。また、60 歳以上が全体の 54.7％、50

歳未満が 19.7％であり、全体・工務店等結果と比較して高齢化が進行している結果であった。 

  出身（図 2.(4)-2.2）について、「大工・工務店の親方からの独立」が 56.6％と最も高く、「親また

は親族からの継承」も 35.1％となっている。これらについて、全体・工務店等結果と比較して、独立

の割合が高く、継承の割合が低い傾向となっており、個人事業の場合は業許可等の引き継ぎが原則と

してできないことも要因の一つと考えられる。 

  後継者の有無（図 2.(4)-2.3）についても同様であり、「後継者を既に決めている（11.5％）」、「事

業を継続するつもりだが、後継者はまだ決まっていない（16.6％）」を合計しても 28.1％に留まって

いる。逆に「現在の代表者の代で事業を終了する」が 65.7％と最も多く、全体・工務店等とは異なる

方向の結果となっている。 

 

  

図 2.(4)-2.1 経営者の年齢 

図 2.(4)-2.2 出身 

図 2.(4)-2.3 後継者の有無 
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(4)業務内容の概要 

  主たる業務内容（図 2.(4)-3.1）について、「リフォーム工事の元請」が 67.3％、「注文住宅の元請」

が 52.6％であり、元請での業務が中心であるものの、全体・工務店等との結果と比較して比率は低く

なっている。下請工事については「リフォーム工事の下請（41.1％）」、「注文住宅の下請（36.6％）」

でとなっている。 

従たる業務内容については全体の 19.5％が回答しており、「不動産賃貸業（16.1％）」、「建材・木材

販売等（14.7％）」であった（図 2.(4)-3.2）。全体・工務店等の結果と比較して、「不動産賃貸業」の

比率が低くなっている。また、従たる業務の売上金額の比率は、「10％未満」が 62.3％となっている。 

  今後取り組む予定の業務内容（図 2.(4)-3.3）は、「リフォーム工事の元請」が 72.2％であった。

全体・工務店等との結果と比較して「注文住宅の元請」は 48.0％と低い結果となっている。また、現

在の主たる業務の傾向と比較して、注文住宅や元請仕事への意向が低くなっている。 

  建築士事務所の登録をしている回答事業者は 15.0％（図 2.(4)-3.4）、建築士会に所属している社

員がいる回答事業者は 8.2％、宅地建物取引業の免許を有している回答事業者は 3.2％であった。 

 

 

 

  

図 2.(4)-3.1 主たる業務 

図 2.(4)-3.2 従たる業務 

図 2.(4)-3.3 今後取り組む予定の業務内容 

図 2.(4)-3.4 建築士事務所の登録状況 
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（４）事業実績・規模等の概要 

①事業実績 

  平成 27 年度事業実績における全体売上高（図 2.(4)-4.1）について、「～3,000 万円未満（78.8％）」、

「3,000～6,0000 万円未満（16.1％）」であった。 

 ⅰ）戸建元請  

売上高について全体の 17.7％が回答しており、「～3,000 万円未満」が 62.2％と最も多く、「3,000

～6,000 万円未満（26.7％）」となっている（図 2.(4)-4.2）。また、戸数について 14.5％が回答して

おり、「1～4 戸」が 92.8％となっている（図 2.(4)-4.3）。 

  

  

図 2.(4)-4.1 全体売上高 

図 2.(4)-4.2 戸建元請の売上高 

図 2.(4)-4.3 戸建元請の戸数 
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 ⅱ）戸建下請  

売上高について 19.2％が回答しており、「～3,000 万円未満（95.2％）」が最も多い（図 2.(4)-4.4）。

また、戸数について 16.6％が回答しており「1～4戸（69.3％）」が最も多い（図 2.(4)-4.5）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⅲ）リフォーム工事  

  リフォーム工事の事業実績では、売上高について「～3,000万円未満」が元請95.1％（図2.(4)-4.6）、

下請 97.1％（図 2.(4)-4.7）と最多となっており、戸数についても「1～4 戸」が元請 52.7％（図

2.(4)-4.8）、下請 53.2％（図 2.(4)-4.9）であった。 

  

図 2.(4)-4.4 戸建下請の売上高 

図 2.(4)-4.5 戸建下請の戸数 

図 2.(4)-4.6 リフォーム工事（元請）の売上 図 2.(4)-4.7 リフォーム工事（下請）の売上

図 2.(4)-4.8 リフォーム工事（元請）戸数 図 2.(4)-4.9 リフォーム工事（下請）戸数 
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②粗利益率と顧客サービス 

粗利益率（図 2.(4)-4.10）では、「5～10％未満」が 35.6％と最も多い。また、10％未満との回答

が全体の 57.4％となっており、全体・工務店等の結果と比較して粗利益率が低くなっている。 

  提供している顧客サービス（図 2.(4)-4.11）としては、「見積サービス」が 90.9％と最も多い。一

方で、「建物診断サービス（17.1％）」、「築後 2 年目までの無料建物点検サービス（17.0％）」となっ

ており、特に「資金計画サービス」は 5.5％となっており、全体・工務店等の結果と比較して低い割

合となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③支店数・営業エリア 

  支店数（図 2.(4)-4.12）について、「なし」が 98.8％であった。 

営業エリア（図 2.(4)-4.13）については車で 1時間半以内を施工エリアとしている回答事業者の割

合は 85.3％であり、全体・工務店等の結果と比較して、特に「車で 30～60 分未満」が 47.3％が高い

結果であった。 

  

図 2.(4)-4.10 粗利益率 図 2.(4)-4.11 顧客サービス 

図 2.(4)-4.12 支店数 図 2.(4)-4.13 営業エリア 
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 ④社員・施工体制 

  社会保険料の事業主負担をしている社員数※3（図 2.(4)-4.14）について、全体の 36.4％が回答し

ており、「1名」が 92.4％であった。 

  専属大工の人数については、「なし」が69.2％と最も多く、「1名（24.2％）」であった（図2.(4)-4.15）。

専属大工について 1 名以上いる回答事業者（n=219）のうち、社会保険料の事業主負担をしている専

属大工の人数（図 2.(4)-4.16）では、「なし」が 77.2％と最も多く、「1名（20.5％）」、「2-5 名（2.3％）」

であった。 

 

 

  

図2.(4)-4.14社会保険の事業主負担をしている社員

図 2.(4)-4.15 専属大工の人数 

図 2.(4)-4.16 社会保険の事業主負担をしている大工
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※３：本アンケート調査においては、個人事業主について「従業員有り」「一人親方」に分類している。「一人親方」の場合は雇用

関係のある社員はいないと考えられるが、本報告書においては得られた結果について記載する。 
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⑤社員大工※3［給与支払い形態・平均年齢・育成方法］ 

社員大工の給与支払い形態について、「日給月給」が 43.2％と最も多く、「日給（30.0％）」となっ

ている（図 2.(4)-4.17）。全体・工務店等の結果との比較では、「月給（固定給＋手当）」が低く、「日

給」が高くなっている。 

社員大工の平均年齢については、「60 歳以上」が 33.1％と最も多く、「50～59 歳（27.8％）」、「40

～49 歳（21.3％）」となっている（図 2.(4)-4.18）。全体・工務店等の結果との比較した場合、高齢

化の進行が顕著な結果となっている。 

  社員大工の育成方法については、「親方や先輩につけて教える」が 56.7％（図 2.(4)-4.19）であっ

た。また、「職業訓練校等に入校させる（23.0％）」となっている。 

 

  

図 2.(4)-4.17 社員大工の給与支払い形態 

図 2.(4)-4.18 社員大工の平均年齢 

図 2.(4)-4.19 社員大工の育成方法 
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⑥動員可能人数・大工工事の形態・外注大工の給与の支払い形態 

  専属・社員大工以外の動員可能な人数（棟上げ時の応援を除く）（n=574）について、「2～9 名」が

60.1％と最も多い。次いで、「外注なし（19.9％）」との結果であった（図 2.(4)-4.20）。 

  大工工事を通常行っている形態（n=2,494）としては、「外注大工のみ」が 40.6％と最も多く、「社

員大工と外注大工（22.8％）」、「社員大工のみ（17.9％）」であった（図 2.(4)-4.21）。 

外注大工に対する給与の支払い形態としては、「日給」が 53.7％と最も高く、「日給月給（35.4％）」、

「手間請け（坪請負制）（13.0％）」であり、「個人事業主（一人親方）」を含む全体結果とは異なる傾

向となる結果であった（図 2.(4)-4.22）。 

 

  

図 2.(4)-4.20 動員可能な大工人数 

図 2.(4)-4.21 大工工事の形態 

図 2.(4)-4.22 外注大工の給与支払い形態 
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⑦平均的な賃金 

  見習い大工・中堅大工・熟練大工とステップアップに沿って、平均賃金は上昇しているが、中堅か

ら熟練での賃金の上昇は、見習いから中堅での賃金上昇幅よりも少ない。また、社員の熟練大工と外

注の中堅大工との差が少ないなど、いずれのレベルにおいても、車、ガソリン代等が自己負担になる

ことから、社員大工より外注大工の平均賃金が高い結果であった（図 2.(4)-4.23）。全体・工務店等

の結果との比較においては、大きな差が見られなかった。 

 

 社員大工の賃金（日当換算） 外注大工の賃金（日当換算） 
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図 2.(4)-4.23 社員大工・外注大工の賃金（日当換算） 
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（５）直近３年間の住宅供給およびリフォーム工事等の実績 

①新築住宅施工実績 

平均新築住宅施工実績の請負形式について、「なし」が 41.3％と最も多く、「元請け（40.9％）」、「下

請け（26.1％）」（図 2.(4)-5.1）であった。全体・工務店等では元請け比率が高い結果であり、異な

る方向性となっている。 

「元請け」の 3年間平均戸数は、「1～4戸」が 84.3％と最も多く、次いで「5～9戸（5.6％）」であ

った（図 2.(4)-5.2）。また、「下請け」の 3年間平均戸数は「1～4戸」が 55.9％（図 2.(4)-5.3）で

あった。「下請け」の 3年間平均戸数は、「元請け」と比較して 5戸以上の割合が高くなっており、下

請けでは一定数の新築住宅の施工実績となっている。 

新築住宅施工実績の内容（n=178）としては、「長期優良住宅」が 72.5％と最も多く、「性能向上計

画認定住宅（16.3％）」、「3 世代同居住宅（15.7％）」であった。一方、省エネルギー仕様住宅は、全

体・工務店等と比較し、低い結果（「ゼロエネルギー住宅（9.0％）」、「認定低炭素住宅（3.4％）」、「ネ

ットゼロエネルギー住宅（2.2％）」）であった（図 2.(4)-5.4）。 

 

  

図 2.(4)-5.1 平均新築住宅施工実績の請負形式 

図 2.(4)-5.2 平均新築住宅施工実績（元請戸数） 

図 2.(4)-5.3 平均新築住宅施工実績（下請戸数） 
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図 2.(4)-5.4 新築住宅の施工実績の内容 
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②リフォーム実績 

  リフォーム実績の請負形式（n=697）について、「元請け」が 74.9％と最も多く、「下請け（39.5％）」、

「なし（11.6％）」であった（図 2.(4)-5.5）。全体・工務店等の結果と比較し、元請けの比率が下が

り、下請けの比率が高くなっている。 

  リフォーム実績のうち、「元請け」の 3年間平均戸数は「1～4戸」が 42.8％と最も多く、全体・工

務店等の結果と比較して「1～4戸」の割合が高くなっている。「10～19戸（19.8％）」、「5～9戸（19.4％）」

となっている（図 2.(4)-5.6）。また、「下請け」の 3年間平均戸数は「1～4戸」が 42.9％と最も多く、

「5～9戸（19.5％）」、「10～19 戸（18.4％）」（図 2.(4)-5.7）であり、「元請け」と同じ傾向となって

いる。 

 

  

図 2.(4)-5.5 リフォーム実績の請負形式 

図 2.(4)-5.6 リフォーム実績（元請戸数） 

図 2.(4)-5.7 リフォーム実績（下請戸数） 
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（６）元請として受注している標準的な戸建て住宅 

  回答事業者が元請として受注している標準的な戸建て住宅像として、床面積「20～40 坪未満

（53.0％）」、坪単価「50～80 万円/坪（64.1％）」の住宅を、大工人工数「2～5 人/坪未満（62.1％）」、

工期「3～5ヶ月未満（56.8％）」で建設される住宅が得られた（図 2.(4)-6.1～4）。 

  各設問の回答結果について、全体・工務店等との比較では、坪単価「50 万円/坪未満」、大工人工数

「5～8人/坪」が高まっているなど、傾向の違いも見られる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）業務体制 

 ①営業 

営業は専任者を配置せず（97.2％）、社員のみ（55.0％）で兼務している業務体制が一般的となっ

ている（図 2.(4)-7.1、2）。営業担当者の属性について、全体・工務店等の結果と比較して「外注の

み」の割合が高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.(4)-6.1 標準的な床面積 図 2.(4)-6.2 標準的な坪単価 

図 2.(4)-6.3 標準的な大工人工数 図 2.(4)-6.4 標準的な工期 

図 2.(4)-7.1 営業専任者の有無 図 2.(4)-7.2 営業担当者の属性 
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 ②資金計画 

 資金計画については、「提案していない」が 81.2％であり、全体・工務店等の結果よりも高い結果

となっている（図 2.(4)-7.3）。また、提案している場合は 50.6％が「自社以外の協力を得て」作成

を行っており（図 2.(4)-7.4）、全体・工務店等とは異なる方向性の結果となっている。 

  

  

図 2.(4)-7.3 資金計画の提案 図 2.(4)-7.4 資金計画提案の作成担当 
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 ③設計・確認申請業務・図面作成状況 

設計・確認申請業務・木構造図面について、全体・工務店等の結果と比較して、「外注」を利用し

ているとの回答が高くなっている（図 2.(4)-7.5、7、8）。 

設計については、「外注」が 66.6％であり、「社員のみ（17.6％）」、「社員＋外注（15.8％）」であっ

た（図 2.(4)-7.5）。また、設計専任者（図 2.(4)-7.6）は「いない（84.3％）」が最も多い（図 2.(4)-7.6）。 

  確認申請業務については、「外注のみ」が 85.6％（図 2.(4)-7.7）、木構造図面の作成者については、

「外注のみ」が 63.5％（図 2.(4)-7.8）であった。また、木構造図面の外注依頼先については、「設

計事務所」が 55.4％であり、全体・工務店等の結果と比較して「プレカット工場」との回答が 36.8％

と低い結果であった（図 2.(4)-7.9）。 

  

  

図 2.(4)-7.5 設計者 図 2.(4)-7.6 専任の設計者 

図 2.(4)-7.7 確認申請業務 

図 2.(4)-7.8 木構造図面の作成者 図 2.(4)-7.9 木構造図面の外注先 
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N=632
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9.5%
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4.9%

外注のみ

85.6%

N=590

社員のみ

22.3%

社員＋外注

14.2%

外注のみ

63.5%

N=578

設計事務所

55.4%

プレカット工場

36.8%

その他

7.7%

N=543
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 ④施工管理の体制 

施工管理担当者の属性について、「社員のみ（56.5％）」の体制としている回答事業者が多い（図

2.(4)-7.10）。また、全体・工務店等の結果と比較して、「外注のみ」も 36.2％と高い結果であった。 

施工管理担当の人数は「1 名」が 79.9％となっている。また、「なし」も 16.2％であり、全体・工

務店等の結果とは異なる方向性の結果であった。（図 2.(4)-7.11）また、建設業法における主任技術

者・監理技術者となることができる技術者数は「1名（74.3％）」（図 2.(4)-7.12）であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑤プレカット工場の利用率 

 プレカット工場の利用率は「9割以上」が 39.2％と最も高いが、全体・工務店等の結果よりも低く、

「3 割未満（9.5％）」、「利用しない（手刻み）（19.0％）」が高く結果であった（図 2.(4)-7.13）。 

  

図 2.(4)-7.10 施工管理担当者の属性 図 2.(4)-7.11 施工管理担当者の人数 

図 2.(4)-7.12 主任・監理技術者数 

図 2.(4)-7.13 プレカット工場の利用率 
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社員＋外注

7.3%

外注のみ

36.2%

N=492

なし

16.2%

1名
79.9%

2～5名
3.9%

6～10名
0.0%
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N=447

19.0

9.5

6.0

7.1

19.1

39.2
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利用しない（手刻み）

3割未満

3～5割未満

5～7割未満
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 ⑥工事請負契約書・添付書類 

 通常時の工事請負契約の内容について、「請負金額・工期・代金の支払時期等を記載した契約書で

の契約」が 62.6％と最も高く、次いで「契約書に約款を添付して契約（19.7％）」であった。一方で、

「契約書を交わさず口頭で契約」が 16.4％であり、全体・工務店等の結果と比較して高くなっている

（図 2.(4)-7.14）。 

契約書に添付する書類について、設計図書は、「確認申請図面程度（平・立面図）」が 56.3％と最も

高く、「仕様書を添付（28.4％）」、「住宅金融支援機構提出図面程度（平・立面図、矩計図）（19.3％）」

であった（図 2.(4)-7.15）。全体・工務店等の結果と比較して、各項目の割合は低くなっているもの

の、構成としては同じ傾向となっている。 

見積書では、「工事費別内訳明細書の添付」が 50.3％と最も多い結果であった（図 2.(4)-7.16）。

また、全体・工務店等の結果と比較して、「工事費内訳書の添付（25.4％）」、「工事費の合計金額見積

書（20.2％）」が多い結果となっている。 

 

  

図 2.(4)-7.14 通常時の工事請負契約の内容 

図 2.(4)-7.15 工事請負契約に添付する設計図書等 

図 2.(4)-7.16 工事請負契約に添付する見積書等 
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（８）社員の採用・育成等 

①社員の採用状況等 

  過去 5 年間で社会保険料の事業主負担をしている社員の採用状況について、「採用なし」は 97.0％

（図 2.(4)-8.1）であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②社員の資格保有状況・社会保険等加入状況 

  社員の保有資格としては、「建築士（一級・二級・木造）」が 60.2％と最も高く、「建築大工技能士

（1 級・2級）（37.9％）」、「施工管理技士（1級・2級）（25.8％）」となっている（図 2.(4)-8.2）。全

体・工務店等の結果と比較して、建築大工技能士の資格保有が高くなっている。 

社会保険等の加入状況（図 2.(4)-8.3）については、「労災保険（71.0％）」、「健康保険（建設国保

含む）（72.1％）」、が高い結果となっている。一方で、「国民年金」は 56.2％に留まっている。また、

雇用保険については 8.8％と極端に低い結果であった。 

（一人親方については、労働基準法及び労働者災害補償保険法上の労働者にはあたらないが、自ら労

災保険の特別加入が認められている。） 

 

  

図 2.(4)-8.1 社会保険料の事業主負担を 

している社員採用状況［過去 5年］ 

図 2.(4)-8.2 社員の資格保有状況 図 2.(4)-8.3 社会保険等の加入状況 
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（９）経営状況・施策への取組状況 

①経営状況等 

  現在の経営状況に対する認識（図 2.(4)-9.1）として、「普通」が 48.5％の結果であった。一方で、

「悪い」「非常に悪い」の合計は 44.4％であり、全体・工務店等の結果と比較して経営状況は厳しい

と認識されている傾向が強い。 

  従業員を今後雇用する見通しとしては、「このままで行く」が 86.3％と最も多く、「少し増やしたい

（8.0％）」、「増やしたい（2.0％）」であり、全体・工務店等の結果と比較して、増員意向を持ってい

る回答事業者の割合は低い（図 2.(4)-9.2）。 

  今後の経営上、重視することでは、「決めていない」が 39.0％と最多となっている。また、「現在の

事業の範囲で維持または拡大を図る（29.8％）」、「次世代へ事業を継続させる意志はない（29.1％）」

が同程度であり、全体・工務店等とは異なる方向性の結果となっている（図 2.(4)-9.3）。 

 

  

図 2.(4)-9.1 現在の経営状況に対する認識 

図 2.(4)-9.2 従業員の新規雇用の見通し 

図 2.(4)-9.3 今後の経営上、重視すること 
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②施策への取組状況等 

ⅰ）標準とする省エネ・耐震等の仕様  

  平成24年度から始まった省エネルギー技術講習会への参加状況は、「誰も参加していない」が45.9％

であり、「経営者が参加した」が 44.8％であった。対象が一人親方なので「経営者が参加した」＝大

工が参加したと考えられ、「現場監督・社員大工・専属大工」を含めると 56％の参加率となる。（図

2.(4)-9.4） 

 

標準とする省エネルギー仕様では、「取り組んでいない」が 64.0％であった。全体・工務店等とは

異なる方向性の結果であり、平成 25（28）年基準省エネ住宅としている回答事業者も 18.8％に留ま

っている。（図 2.(4)-9.5） 

 

  耐震仕様については、「建築基準法相当」が 87.5％と最も多い結果であった。（図 2.(4)-9.6） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.(4)-9.6 標準とする耐震仕様 

図 2.(4)-9.5 標準とする省エネルギー仕様 図 2.(4)-9.4 省エネルギー講習会への参加 
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ⅱ）地域型住宅グリーン化事業、長期優良住宅化リフォーム事業への取組  

平成 27 年度からの地域型住宅グリーン化事業への取組状況は、「取り組んでいない」が 95.3％と最

も多く、その理由として「事業を知らなかった（60.0％）」、「興味がなかった（32.3％）」となってい

る。（図 2.(4)-9.7,8） 

住宅事業者として 16 社（2.7％）が取組んでおり、その内 4社（25％）が各々1 戸を建設している。

（図 2.(4)-9.7,9,10） 

  長期優良住宅化リフォーム事業については、「行ったことがない」が90.2％であった。（図2.(4)-9.11） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.(4)-9.7 グリーン化事業への参加 図 2.(4)-9.8 グリーン化事業へ取組まなかった理由 

図 2.(4)-9.9 グリーン化事業への参加 図 2.(4)-9.10 グリーン化事業への参加 

図 2.(4)-9.11 長期優良化リフォーム事業への取組 
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平成 28 年工務店実態調査アンケート 

３．結果概要 

（５）クロス集計 新築元請戸数別 工務店等（一人親方以外） 
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新築住宅元請戸数別クロス集計（年間）の概要 

 

中小工務店を表す指標の一つに、年間新築住宅元請戸数 50 戸未満がある。この中小工務店の実態を

把握するために、Ｑ18 により工務店等における年間元請戸数を、「１～４戸」「５～９戸」「10～19 戸」

「20～49 戸」の４つのグループに分け、設問とのクロス集計を行った。 

その際、元請け新築住宅戸数が０の工務店、同 50 戸以上の工務店、新築住宅の施工といっても下請

けを専門としている工務店、リフォームを専門としている工務店を集計対象から除外し、結果として 834

の工務店が対象となった。 

 

１．所属団体（複数回答）（Q6） 

 所属団体では、元請戸数が多い工務店ほど所属している団体が増え「20～49 戸」では 200％近くにな

り、1 社で 2 つの団体に属していることとなった。 

 

２．社会保険料の事業主負担をしている社員数（常勤役員を含む）（Q23） 

 元請戸数が多い工務店ほど社員数が多く、「20～49 戸」では約 60％が 10 名以上の社員がいる。逆に

「1～4 戸」は 5 名以下が約 80％で、社員が 1 名も約 30％ある。 

 

３．専属大工の数（Q24） 

 元請戸数が多い工務店ほど専属大工の数が多く、「20～49 戸」では約 50％が 6 名以上の専属大工がい

る。元請戸数にかかわらず約 20％は、専属大工を持っていない。 
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４．専属大工の内、社会保険料の事業主負担をしている大工（社員大工）の人数（Q25） 

元請戸数が多い工務店ほど社員大工を抱える割合が減り、「20～49 戸」では 2 名以上の社員大工を抱

えている工務店は約 20％しかいない。逆に元請戸数が「5～19 戸」の工務店は、約 40％が 2 名以上の

社員大工がいる。 

 

５．社員大工の育成方法（複数回答）（Q26） 

元請戸数にかかわらず「親方や先輩につけて教える」が 74～93％と最多。 

 

６．大工工事を通常行っている形態（Q30） 

元請戸数が多いほど「外注大工のみ」が多い。 

 

７． 過去 5 年間で社会保険料の事業主負担をしている社員の採用状況（Q53） 

元請戸数の多い工務店の方が、採用率が高い。「1～4 戸」の工務店では約 40％しかない。 
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８．大工の平均的な賃金（日当換算）（Q32） 

 大工の種類別の平均的な賃金の平均値の表である。（各回答母数は異なる。） 

 大工の平均的な賃金は、外注大工の方が社員大工より社会保険料の事業主負担がない分高く、社員大

工の 1.1 倍ほどとなっているが、見習い大工の外注大工の賃金は、5 戸以上では社員大工の 1.3 倍とな

っている。 

外注大工の賃金では、元請戸数の多い工務店の方が高い傾向があり「Q30 大工工事を通常行っている

形態」と合わせて考えると、外注大工に頼る部分が大きいほど高い賃金を出していることとなる。 

 見習い大工と中堅大工の賃金の差は、ほぼ 1.4倍程度だが、外注大工の 10戸以上では 1.5倍を超える。

それに比べ中堅大工と熟練大工の賃金差は、1.1 倍程度でさほど賃金は上がらず、熟練大工でしかでき

ない仕事があまり存在してないと共に、大工が高齢化しても賃金の上昇が望めない状況がうかがえる。 

 

 

９．新築住宅施工実績の内容（複数回答）（Q34） 

 元請戸数が多い工務店ほど長期優良住宅を始めとして省エネなどの様々な住宅に取組んでいる。特に

「認定低炭素住宅」や「3 世代同居型住宅」では、元請戸数が多いほど数字が増している。 

 元請戸数が「10～19 戸」の工務店は、ほぼ「20～49 戸」の工務店と同等の住宅に取組んでいる。 

 

 

 

 

 

 

新築住宅
元請戸数

大工の種類 見習い大工 中堅大工 熟練大工

社員大工 10.00 14.43 16.19
外注大工 11.96 16.21 17.39
社員大工 10.20 14.44 16.18
外注大工 11.66 15.76 17.02
社員大工 9.51 14.01 16.03
外注大工 12.47 16.48 18.19
社員大工 9.63 15.12 16.22
外注大工 12.62 17.08 17.61
社員大工 9.40 14.00 16.88
外注大工 12.45 17.42 18.83

1～4戸

5～9戸

10～19戸

20～49戸

全体

単位：千円 
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10．新築住宅施工実績の元請戸数別の取組表（複数回答）（Q34） 

長期優良住宅等の新築住宅施工実績を元請戸数別に見た表である。 

取組割合は取組工務店の数を元請戸数回答工務店数で除したもので、元請戸数の違いによる取組状況

を把握するもので、平均戸数は、取組戸数を取組工務店で除した平均である。 

 元請戸数が多い工務店の方が、取組割合が高くなっているが、最も割合が高いのが「10～19 戸」の

工務店となっている。「20～49 戸」の工務店は、1 社当りの取組戸数が多い。 

 

11．通常受注している標準的な戸建て住宅の刻み方法（Q37） 

 元請戸数別での受注している戸建て住宅の刻み方法は、戸数が多い工務店のプレカット率が高く、そ

れも 10 以上で約 80％から約 90％に増大する。 

 

12．プレカット工場の詳細な利用率（Q49） 

 元請戸数別にプレカット率を詳しくみると、「利用しない」は、「1～4 戸」でも 10％以下で 9 割以上

の利用率も約 50％程度に下がる。プレカットは、3～9 割の範囲で状況により使用されているのが分か

る。 

 

 

 

 

 

 

新築住宅
元請戸数

内容
長期優良
住宅

認定低炭素住
宅

ゼロエネル
ギー住宅

性能向上計画
認定住宅

3世代同居
住宅

ネットゼロエ
ネルギー住宅

取組工務店数 341 102 114 60 91 42
取組割合 40.9% 12.2% 13.7% 7.2% 10.9% 5.0%
平均戸数 5.49 2.83 1.70 4.21 1.86 1.40

取組工務店数 171 37 37 38 45 15
取組割合 31.0% 6.7% 6.7% 6.9% 8.2% 2.7%
平均戸数 2.44 1.53 1.27 1.87 1.61 0.87

取組工務店数 64 16 29 5 10 8
取組割合 53.8% 13.4% 24.4% 4.2% 8.4% 6.7%
平均戸数 4.46 1.53 1.25 3.40 2.00 1.50

取組工務店数 69 26 31 12 25 14

取組割合 71.9% 27.1% 32.3% 12.5% 26.0% 14.6%

平均戸数 9.93 2.00 1.80 4.46 2.20 1.50

取組工務店数 37 23 17 5 11 5

取組割合 54.4% 33.8% 25.0% 7.4% 16.2% 7.4%

平均戸数 13.08 6.75 3.21 22.20 2.03 2.60

10～19戸

20～49戸

全体

1～4戸

5～9戸
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13．通常受注している標準的な戸建て住宅（Q37） 

通常受注している標準的な戸建て住宅像を元請戸数別でみると、床面積は元請戸数が少ない工務店の

方が大きく、坪単価は「10～19 戸」の工務店が高く、坪当たりの人工数は「5～9 戸」の工務店が多く、

工期は「1～4 戸」の工務店が多くかかっている。 

言い換えれば、元請戸数が少ない工務店ほど大きな床面積の住宅を安く人工数を掛け、長い工期でつ

くっていることとなる。元請戸数が少ない工務店ほど利益率は少ないこととなる。 

 

 

14．御社の現在の利益率（Q19） 

13（Q37）の利益率が少ないかを確認するために Q19 の利益率を見ると、やはり元請戸数が少ないほ

ど利益率が下がっているのが分かる。「1～4 戸」では利益率が 15％以上の工務店は約 30％しかないが、

「10 戸以上」の工務店は約 60％ある。 

 

15．御社が整備（持っている）している雇用関係書類（複数回答）（Q57） 

 工務店が整備している社員の雇用関係書類を見ると、「5～19 戸」の工務店の整備率が高く。次いで

「20～49 戸」の工務店で、やはり「1～4 戸」の工務店の整備率が少ない。 

 全体としては、最も基本的な「出勤簿・賃金台帳・労働者名簿」の整備率が高い。「就業規則」は、「5

戸以上」では約 80％整備されているが、雇用の時に必要な「労働条件通知書・労働契約書」については、

全体的に整備されていない。 

 
 

新築住宅
元請戸数

床面積
（坪）

坪単価
（万円）

人工数
（人/坪）

工期
（ヶ月）

全体 38.16 55.80 3.71 4.17

1～4戸 39.07 55.02 3.85 4.20

5～9戸 36.94 56.71 3.93 4.11

10～19戸 36.61 58.46 2.84 4.12

20～49戸 35.16 56.73 3.50 4.09
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16．社員の資格保有状況（複数回答）（Q58） 

 工務店の社員が保有している資格を元請戸数別でみると、元請戸数の多い工務店の方が社員に様々な

資格を持たせ、営業的な提案等が自社内でできる体制を築いている。 

 「1～4 戸」の工務店の社員資格の保有率は低いが、「10 戸以上」になると差ほど変わらない。 

 

17．通常交わしている工事請負契約書の内容（Q50） 

 元請戸数「5 戸以上」の工務店は約 70％が「契約書に約款を添付」しているのに対し、「１～4 戸」

では約 45％しかいない。 

 

18．通常の契約書に添付する設計図書の図面（複数回答）（Q51） 

工事請負契約書に添付する設計図書の内容は、元請戸数「1～9 戸」の工務店は約 60％、「10 戸以上」

の工務店は約 70％が、確認申請程度の図面が契約書に添付している。「仕様書」については、「5 戸以上」

の工務店で約 50％が添付している。「伏図を加えた詳細な図面」を添付する割合は、元請戸数が増える

につれ減っている。 
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19．通常時の契約書に添付する見積書（Q52） 

通常の契約書に添付する見積書は、「工事別内訳明細書を添付」が多いが、元請戸数が増えるにつれ

て添付する割合は減っており、「1～9 戸」ではほぼ 80％に対し「20 戸以上」では約 60％である。 

 

20．従業員を今後雇用する見通し（Q61） 

従業員を今後雇用する見通しは、 元請戸数により大きく差が出た。「1～4 戸」では増やしたい意向

を持つのは約 40％だが「20～49 戸」では約 80％に上る。 

 

21．今後の経営上重視すること（複数回答）（Q62） 

 「他の事業も含めて拡大を図る」との回答は、「5 戸以上」約 30％あり、新築需要が減った後の事業

展開を視野に収めていることが分かる。また、元請戸数「1～4 戸」の工務店の約 10％が「次世代に事

業を継承させる意思はない」と表明しており、元請戸数が少なく利益率が少ない工務店では、経営環境

の安定性や次世代育成が困難な状況が続いており、今後の家守り等にも障害が出てくる可能性もある。 
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22．平成 24 年度から始まった省エネルギー技術講習会への参加について（複数回答）（Q63） 

 元請戸数が多いほど 1 社当りの参加人数が多く、「1～4 戸」では平均 1.5 人／社に対し「5 戸以上」

では約 2 人／社となっている。 

また、いずれの元請戸数にしても参加率は高く 80～90％となっているが、「経営者の参加」が比較的

多い。「現場監督・社員大工・専属大工」の現場施工関係者の参加では、「5～19 戸」では約 80％の参加

があるものの、「1～4 戸・20 戸以上」では約 50％である。 

「10 戸以上」では、営業や設計担当者の参加がかなりみられる。 

 

23．標準としている省エネルギー仕様について（Q64） 

元請戸数が増すにつれて最新の基準等への対応が増える。「ネットゼロ・ゼロエネ・認定低炭素・H25

基準」を含めた割合でみると、元請戸数「1～4 戸」の工務店でも 50％を超えており、「5 戸以上」にな

ると約 80％以上となる。 

「1～4 戸」の工務店の「取組んでいない」をどう少なくするかが課題である。 

 

24．標準としている耐震仕様について（Q65） 

 元請戸数が増すにつれて高い耐震等級への対応が増えるが、「1～4 戸」の工務店では、未だに約 70％

が建築基準法程度の意識しか持っていない。 
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25．平成 27 年度からの地域型住宅グリーン化事業への取組について（Q69） 

元請戸数「1～4 戸」の工務店は、約 70％が参加していない。また、「10～19 戸」が参加率は最多。 

 
 

26．地域型住宅グリーン化事業へ取組なかった理由（Q70） 

「1～4 戸」では「事業を知らなかった」が最も多く、「5 戸以上」では「興味がなかった」が多い。 

 
 

27．地域型住宅グリーン化事業へ参加した後の建設状況について（Q72） 

地域型住宅グリーン化事業へ参加した後の建設状況は、元請戸数「1～4 戸」の工務店は約 50％が建

設し、「10～19 戸」は約 90％が建設している。 

 

28．地域型住宅グリーン化事業への参加状況まとめ（Q68～71） 

年間元請戸数「10~19 戸」の工務店が、事業を役立て参加も建設も行い成果を積み重ねている。 

年間建設戸数が少ない工務店は、参加しても実際に建設する割合が少なくなっている。 

 

参加
工務店数

参加割合
建設

工務店数
建設割合 平均戸数

全体 284 34.05% 178 21.34% 3.40
1～4戸 131 23.77% 60 10.89% 1.57
5～9戸 65 54.62% 45 37.82% 3.31

10～19戸 61 63.54% 52 54.17% 4.60

20～49戸 27 39.71% 21 30.88% 5.86
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29．長期優良住宅化リフォーム事業への参加状況について（Q73） 

長期優良住宅化リフォーム事業への参加状況は、他の事業に比べ少ないが、元請戸数が多い工務店の

方が取組割合は高い。取組内容としては、「特定性能向上工事」が多く、次いで「その他の性能向上工

事」となっている。 

「10～19 戸」の工務店は、リフォームへの参加状況が少ない。 

 
 

 

 



.
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団体名 

 全体では、全建総連が 70％を占めており、地域別においても東北・関東・中国地域では約 80％を染めている。木住協

は、北海道・東海・九州で他の地域より割合が多く、住活協では、北海道・甲信越北陸・東海・近畿地域で他の地域より

割合が多い。2×4協会は、北海道・東海地域で他地区より割合が多く、全建連では東海地域が他地域より割合が多い。 

 

 

Ⅰ．工務店の概要 

Q1.法人形態 

 法人形態では、中国・四国地域が有限会社の割合が多く、東北地域では従業員有りの個人事業主が多い。 

 

Q2.資本金 

 資本金は全体では 2～5百万円未満が 31.2％と多いが次いで 1～4千万円未満が 26.3％となる。これは、全建総連の回

答数が多いことによる影響と思われる。地域別では、東北・関東・中国地域では全体と同じく 2～5百万円未満が多いが、

関東地域は 1～4千万円未満も多い。北海道・甲信越北陸・東海・近畿・九州地域では 1～4千万円未満が多い。 

 

2.8

7.7

2.7

2.8

1.5

6.1

2.7

1.5

5.2

70.1

38.5

82.9

79.4

55.6

42.4

62.7

80.1

70.1

62.8

12.6

23.1

8.2

5.3

25.4

20.6

20.5

16.3

5.1

5.2

5.4

2.2

10.2

6.1

16.1

21.5

6.6

23.1

4.5

10.3

5.9

11.5

7.0

1.9

2.9

4.1

2.6

7.7

1.0

1.5

13.3

6.5

4.4

1.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1986)

北海道(N=39)

東北地方(N=292)

関東地方(N=457)

甲信越・北陸(N=205)

東海(N=165)

近畿(N=185)

中国(N=312)

四国(N=137)

九州・沖縄(N=172)

木住協 全建総連 住活協 JBN 2×4協会 全建連

12.3

6.1

20.6

9.4

5.2

8.9

12.2

18.0

11.4

9.9

31.7

18.2

35.9

33.7

27.8

26.8

23.3

37.1

31.8

29.1

24.9

15.2

22.5

22.9

22.7

24.2

29.7

25.4

33.3

27.2

26.3

39.4

18.7

28.2

38.7

29.9

30.8

17.7

18.9

30.5

4.1

21.2

2.3

4.6

4.6

8.3

3.5

1.4

4.5

3.3

1.1

1.0

1.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1841)

北海道(N=33)

東北地方(N=262)

関東地方(N=436)

甲信越・北陸(N=194)

東海(N=157)

近畿(N=172)

中国(N=283)

四国(N=132)

九州・沖縄(N=151)

200万円未満 200～500万円未満 500万円～1千万円未満 1千～4千万円未満 4千万～1億未満 1億円以上

40.2

66.7

24.7

44.0

51.2

60.0

43.2

28.8

31.4

41.9

31.2

15.4

30.8

33.0

36.6

21.2

19.5

38.1

39.4

25.6

28.4

17.9

44.2

22.8

12.2

18.2

37.3

33.0

28.5

32.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1986)

北海道(N=39)

東北地方(N=292)

関東地方(N=457)

甲信越・北陸(N=205)

東海(N=165)

近畿(N=185)

中国(N=312)

四国(N=137)

九州・沖縄(N=172)

株式会社 有限会社 合名会社 合資会社 個人事業者（従業員有） 個人事業者（一人親方） その他
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Q3.設立年 

 全体では 1980 年及び 1990 年代に設立された工務店が多いが、30 年以上の経歴をもつ工務店が約 60％存在している。

地域別では、北海道・中国・四国地域が全体に比べ若い工務店が多く、他の地域は全体の傾向と同じとなっている。 

 

 

Q5.建設業許可 

 建設業許可は、全体の 90％近くが持っており、この傾向は地域別に見てもあまり変わりない。地域別では、建設業許

可を持たない工務店が中国地域では約 1割いるのと、東北・甲信越北陸・東海・九州地域では、大工工事業を取得してい

る工務店が約 30％ある。 

 

 

Q6.所属団体 

 所属団体は、全体では木住協・ＪＢＮ・全建連が団体別割合を超えており、調査した団体とは別に加盟していることが

分かる。また、建設業協会・設計事務所協会への加盟も多いことが分かる。 
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89.7

88.1

96.1

93.3

91.4

84.7

88.2

91.2

25.0

23.1

32.4

16.8

27.1

26.7

23.8

31.5

18.4

26.5

10.6

5.1

10.0

10.6

10.8

7.9

7.6

13.3

7.4

15.3

8.2

7.7

6.9

8.4

6.4

6.7

7.6

9.1

4.4

14.1

0% 20% 40% 60% 80% 100% 120% 140% 160% 180%

全体(N=1970)

北海道(N=39)

東北地方(N=290)

関東地方(N=452)

甲信越・北陸(N=203)

東海(N=165)

近畿(N=185)

中国(N=308)

四国(N=136)

九州・沖縄(N=170)

ない 建築工事業（建築一式） 大工工事業 内装仕上工事業 その他

16.0

31.4

15.9

8.5

20.8

16.7

10.4

17.8

24.4

23.8

69.7

40.0

81.0

76.8

56.9

43.8

65.9

80.6

64.1

64.9

5.1

11.4

3.4

4.6

15.4

8.7

3.0

10.7

4.8

10.1

5.7

4.1

5.8

16.8

18.5

5.8

3.3

21.4

25.0

5.5

8.6

5.2

5.3

8.1

8.6

5.2

1.6

5.3

7.7

6.5

25.7

4.8

9.8

6.6

11.1

7.5

1.6

1.5

3.6

5.9

2.9

3.4

3.6

10.7

9.3

8.7

8.9

1.5

3.0

2.9

19.3

40.0

20.7

13.1

30.5

17.3

12.7

20.7

26.0

18.5

8.6

5.9

9.6

9.1

4.9

8.7

8.2

12.2

12.5

0% 20% 40% 60% 80% 100% 120% 140% 160% 180%

全体(N=1931)

北海道(N=35)

東北地方(N=290)

関東地方(N=449)

甲信越・北陸(N=197)

東海(N=162)

近畿(N=173)

中国(N=304)

四国(N=131)

九州・沖縄(N=168)

建設業協会 全建総連 全建連 JBN 木住協 2×4協会 住活協 全住協 建築士事務所協会 その他
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Q7.所属しているリフォーム団体 

 全体では、回答数の約 3割に当たる 630 工務店がリフォーム団体に属しているが、全リ協と設問にない「その他の団体」

が 30％を超え多い。地域別に見ても設問にない「その他の団体」に次いで、全リ協・住活協リフォーム・木耐協が多い。 

 

 

Ⅱ．経営者の属性 

Q8.年齢 

 経営者の年齢は、全体では 60 歳代が最も多く 4 割を占める。地域別にみると、北海道と東海地域では 50 歳代が 60 歳

代を超えており、特に東海地域は 40 歳代も 27％と多く世代替わりが進んでいるとみられる。 

Q9.出身 

 経営者の出身は、全体の約半数が「親または親族からの継承」で次いで「大工・工務店の親方からの独立」が 34.2％

ある。地域別では東海地域が「親または親族からの継承」が 6割を超えており、世代替わりが進んでいるとみられる。 

 

5.2

28.6

7.0

3.0

6.9

6.7

5.5

2.2

6.7

16.7

9.7

7.0

9.1

15.5

17.8

9.1

4.4

13.3

16.7

1.9

4.2

2.2

1.7

2.2

1.4

1.3

3.6

1.1

3.3

3.3

5.4

13.9

1.1

3.3

32.9

47.9

30.4

31.0

22.2

30.9

39.6

36.7

33.3

7.6

1.4

12.6

5.2

8.9

1.8

2.2

3.3

10.2

1.4

3.9

25.9

17.8

16.4

19.8

10.0

3.3

30.2

71.4

33.8

27.8

17.2

28.9

32.7

35.2

36.7

33.3

0% 20% 40% 60% 80% 100% 120%

全体(N=630)

北海道(N=7)

東北地方(N=71)

関東地方(N=230)

甲信越・北陸(N=58)

東海(N=45)

近畿(N=55)

中国(N=91)

四国(N=30)

九州・沖縄(N=30)

（一社）マンション計画修繕施工協会 （一社）日本住宅リフォーム産業協会 日本木造住宅耐震補強事業者協同組合（木耐協）
（一社）リノベーション住宅推進協議会 （一社）ベターライフリフォーム協会 （一社）日本塗装工業会
（一社）リフォームパートナー協議会 （一社）全建総連リフォーム協会 （一社）住宅リフォーム推進サポート協議会（住推協）
（一社）住活協リフォーム その他

48.4

31.6

48.1

47.1

50.2

61.2

48.6

53.9

44.9

36.8

34.2

39.5

42.6

30.2

32.5

24.2

31.4

34.8

33.1

43.3

1.1

1.5

2.0

1.6

2.3

1.0

2.6

1.5

1.5

1.8

1.3

1.6

2.6

3.1

3.7

1.8

8.7

15.8

5.2

9.9

6.9

7.3

13.0

5.8

11.8

9.4

2.0

2.6

3.5

2.0

1.2

1.6

2.2

2.9

3.1

5.3

2.7

3.1

3.9

3.6

3.2

2.3

3.7

2.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1975)

北海道(N=38)

東北地方(N=291)

関東地方(N=454)

甲信越・北陸(N=203)

東海(N=165)

近畿(N=185)

中国(N=310)

四国(N=136)

九州・沖縄(N=171)

親または親族からの継承 大工・工務店の親方からの独立 木材店からの発展・転身 資材流通業者からの発展・転身

不動産・開発業者からの発展・転身 大工以外の建設業からの発展・転身 その他の異業種からの参入 その他

4.5

3.8

4.2

4.4

4.3

2.7

6.8

3.0

5.8

18.3

15.8

10.7

20.7

21.2

27.0

20.7

20.3

11.2

13.5

11.3

7.9

8.0

13.0

11.3

14.7

10.9

10.6

12.7

11.7

14.9

31.6

13.5

13.7

14.3

17.8

13.6

13.8

19.4

14.6

21.0

21.1

31.8

15.2

24.6

17.8

20.1

17.0

23.1

24.0

19.0

10.5

23.9

18.5

13.3

14.1

21.2

20.6

20.9

19.3

10.9

13.2

8.3

14.8

10.8

4.3

10.9

10.9

9.7

11.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1969)

北海道(N=38)

東北地方(N=289)

関東地方(N=454)

甲信越・北陸(N=203)

東海(N=163)

近畿(N=184)

中国(N=311)

四国(N=134)

九州・沖縄(N=171)

29歳以下 30～39歳 40～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65～69歳 70歳以上
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Q10.後継者等の有無 

 後継者の有無は、全体の 40％が「後継者をすでに決めている」で「事業を継承するつもりだが、後継者はまだ決まっ

ていない」が 35.5％で続くが、事業を修了させるなどが 25％ある。この割合が少ないのが甲信越北陸地域の 16％となる。 

 

 

Ⅲ．業務の内容 

Q11.現在の主たる業務内容 

 主たる業務は、全体も地域別も、注文住宅やリフォームの元請けが 80～90％で、この下請けが 20～30％となる。住宅

以外の建築工事についても元請け下請け合算して約 50％が取組んでいる。 

Q12.従たる業務内容 

 住宅業務を持っているのは全体の約 20％で、その半数がアパート経営などの不動産賃貸業となっている。特にその傾

向が強いのが北海道・東北地域で、甲信越北陸地域では建材・木材販売が 38％と多い。 

 

39.2

47.4

43.4

34.3

42.6

36.2

40.5

35.5

44.4

45.0

35.5

26.3

30.2

37.0

40.6

42.3

34.6

37.7

31.1

30.2

18.9

21.1

20.5

22.3

10.9

13.5

18.9

21.0

20.7

16.0

2.3

2.6

2.1

2.7

2.5

3.2

2.3

3.0

4.0

2.6

3.8

3.8

5.0

5.5

2.7

3.5

3.0

5.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1961)

北海道(N=38)

東北地方(N=288)

関東地方(N=449)

甲信越・北陸(N=202)

東海(N=163)

近畿(N=185)

中国(N=310)

四国(N=135)

九州・沖縄(N=169)

後継者をすでに決めている 事業を継続するつもりだが、後継者はまだ決まっていない

現在の代表者の代で事業を終了する 他者に事業を譲るつもり

その他

46.8

83.3

63.1

39.3

42.0

55.6

44.4

33.9

53.8

51.1

15.7

8.3

15.4

12.3

38.0

15.6

6.7

16.1

11.5

11.1

7.0

7.7

2.5

12.0

8.9

8.9

5.4

3.8

15.6

37.7

16.7

30.8

48.4

20.0

31.1

44.4

46.4

34.6

31.1

0% 20% 40% 60% 80% 100% 120% 140%

全体(N=472)

北海道(N=12)

東北地方(N=65)

関東地方(N=122)

甲信越・北陸(N=50)

東海(N=45)

近畿(N=45)

中国(N=56)

四国(N=26)

九州・沖縄(N=45)

不動産賃貸業 建材・木材販売等 飲食店などの異業種 その他

84.3

84.6

91.1

75.7

93.1

93.2

82.1

78.8

89.7

88.9

23.3

12.8

27.5

19.5

22.5

24.7

24.5

25.6

26.5

19.9

83.3

84.6

84.2

79.4

90.7

85.2

85.3

84.9

86.8

74.3

28.4

12.8

25.4

28.9

28.4

27.8

35.3

31.1

28.7

19.9

32.8

28.2

30.2

30.2

36.3

36.4

41.8

26.9

34.6

36.3

15.1

15.4

17.2

13.3

18.6

16.7

15.2

13.8

15.4

11.1

11.5

28.2

11.7

7.2

15.2

20.4

8.2

8.3

16.2

10.5

5.5

15.4

6.2

4.4

6.9

8.0

2.7

2.9

8.1

7.0

6.3

23.1

6.9

5.7

7.4

8.6

2.7

4.2

7.4

5.3

4.1

5.1

2.4

6.6

7.4

5.4

3.2

2.9

2.9

7.1

2.6

7.6

7.9

9.3

6.2

4.9

6.7

5.9

7.6

16.3

15.4

21.0

7.9

26.5

24.7

13.0

14.4

21.3

14.0

2.7

1.7

2.4

3.9

3.1

3.3

3.8

1.5

2.9

0% 50% 100% 150% 200% 250% 300% 350% 400%

全体(N=1978)

北海道(N=39)

東北地方(N=291)

関東地方(N=457)

甲信越・北陸(N=204)

東海(N=162)

近畿(N=184)

中国(N=312)

四国(N=136)

九州・沖縄(N=171)

注文住宅の元請 注文住宅の下請 リフォーム工事の元請 リフォーム工事の下請 住宅以外の建設工事の元請
住宅以外の建設工事の下請 不動産販売・管理・仲介 分譲住宅の販売 分譲住宅の建設（元請） 分譲住宅の下請
大工・工務店以外の専門工事 設計監理 その他
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Q13.従たる業務の売上金額の割合 

 従たる業務の売上高の割合は、全体では 60％が売上高の 10％未満となっているが、地域別にみると、北海道と甲信越

北陸地域は、従たる業務の売上高が 50％を超えている工務店が 15％程度ある。 

 

 

Q14.今後取り組む予定の業務内容 

 今後取り組む予定の業務内容は、現在取り組んでいる主たる業務の方向性とさほど変わらないが、全体に割合が低くな

っている。 

 

 

Q15.建築士事務所登録について 

 建築士事務所登録は、全体の約 50％が行っているが、地域別にみると北海道・甲信越北陸地域が約 70％と登録が高く、

関東・近畿・九州ちいきが約 40％と登録が低い。 

 

 

59.1

47.4

54.7

56.4

60.3

58.4

62.8

65.6

66.1

55.4

14.7

26.3

18.7

13.7

14.7

22.5

12.8

9.9

8.5

14.5

9.5

5.3

10.8

7.8

6.0

5.6

10.5

10.6

15.3

13.3

6.1

5.3

9.4

8.3

4.3

3.4

8.1

1.3

5.1

7.2

2.4

2.2

2.9

2.2

1.2

3.3

3.4

3.6

4.4

10.5

3.6

6.9

3.4

2.2

2.3

4.6

1.7

4.8

1.4

2.0

4.3

2.2

2.3

1.0

5.3

1.7

2.2

2.0

1.2

1.5

1.7

1.3

2.6

1.1

1.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=955)

北海道(N=19)

東北地方(N=139)

関東地方(N=204)

甲信越・北陸(N=116)

東海(N=89)

近畿(N=86)

中国(N=151)

四国(N=59)

九州・沖縄(N=83)

10%未満 10～20％未満 20～30％未満 30～40％未満 40～50％未満 50～60％未満 60～70％未満 70～80％未満 80～90％未満 90％以上

69.8

60.0

76.3

62.4

79.2

72.3

68.3

67.1

76.2

72.2

21.0

15.0

24.6

17.6

22.1

25.2

18.3

22.1

26.7

16.7

75.5

55.0

79.0

73.4

77.3

75.6

74.6

75.8

79.2

72.9

24.5

15.0

23.7

25.1

24.7

25.2

24.6

28.8

25.7

15.3

28.0

25.0

25.4

28.6

27.9

27.7

28.9

25.0

28.7

34.0

11.7

15.0

11.2

12.1

13.6

11.8

11.3

10.8

10.9

10.4

12.5

20.0

8.0

8.7

20.8

21.8

14.8

11.3

9.9

12.5

5.0

15.0

3.1

5.2

5.8

7.6

5.6

2.1

5.0

7.6

8.4

15.0

6.7

9.8

9.7

9.2

6.3

4.6

10.9

11.8

2.6

5.0

4.3

1.3

4.2

1.4

3.8

4.0

7.4

10.7

7.2

7.1

7.6

7.7

7.1

3.0

7.6

12.3

15.0

15.2

4.3

22.1

20.2

12.0

8.3

15.8

13.9

3.4

3.6

3.8

3.9

4.2

4.9

3.3

3.0

1.4

0% 50% 100% 150% 200% 250% 300% 350%

全体(N=1508)

北海道(N=20)

東北地方(N=224)

関東地方(N=346)

甲信越・北陸(N=154)

東海(N=119)

近畿(N=142)

中国(N=240)

四国(N=101)

九州・沖縄(N=144)

注文住宅の元請 注文住宅の下請 リフォーム工事の元請 リフォーム工事の下請 住宅以外の建設工事の元請
住宅以外の建設工事の下請 不動産販売・管理・仲介 分譲住宅の販売 分譲住宅の自ら建設又は元請 分譲住宅の下請
大工・工務店以外の専門工事 設計監理 その他

52.7

71.1

56.1

44.9

74.0

58.9

43.3

49.0

59.9

46.2

47.3

28.9

43.9

55.1

26.0

41.1

56.7

51.0

40.1

53.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1953)

北海道(N=38)

東北地方(N=287)

関東地方(N=448)

甲信越・北陸(N=204)

東海(N=163)

近畿(N=178)

中国(N=306)

四国(N=137)

九州・沖縄(N=171)

登録済み なし
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Q16.建築士会に所属している社員について 

建築士会に所属している社員は、全体では約 40％であるが、地域別では、北海道・甲信越北陸・四国地域では約 60％

となっている。 

 

 

Q17.宅地建物取引業の免許について 

宅地建物取引業の免許を取得しているのは、全体では約 30％であるが、地域別では北海道が 56.4％、東海地域が 43.1％

と高く、中国地域が 20.3％、東北地域が 21.9％と低い。 

 

 

Ⅳ．事業実績や規模 

Q18-1. 全体売上高 

 工務店としての全体売上高は、全体では 3 千万円未満が 21.9％、次いで 3～6 千万円未満が 21.3％、1～2 億円未満が

17.8％で、地域別では、東北・関東・近畿・中国・四国地域で同様の方向性がある。2～5 億円未満が最も高いのは、北

海道・東海・九州地域で、それぞれ 27.3％・24.8％・19.3％となっている。甲信越北陸地域は 1～2 億円未満が多い。 
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Q16.建築士会に所属している社員について 

建築士会に所属している社員は、全体では約 40％であるが、地域別では、北海道・甲信越北陸・四国地域では約 60％

となっている。 

 

 

Q17.宅地建物取引業の免許について 

宅地建物取引業の免許を取得しているのは、全体では約 30％であるが、地域別では北海道が 56.4％、東海地域が 43.1％

と高く、中国地域が 20.3％、東北地域が 21.9％と低い。 

 

 

Ⅳ．事業実績や規模 

Q18-1. 全体売上高 

 工務店としての全体売上高は、全体では 3 千万円未満が 22.99％、次いで 3～6 千万円未満が 21.5％、1～2 億円未満が

17.9％で、地域別では、東北・関東・近畿・中国・四国地域で同様の方向性がある。2～5 億円未満が最も高いのは、北

海道・東海・九州地域で、それぞれ 27.3％・24.8％・19.3％となっている。甲信越北陸地域は 1～2 億円未満が多い。 
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Q18-2. 戸建元請売上高 

戸建元請売上高も全体売上高と同様の方向性を示しているが、6 千万円未満が約 50％となっているのが、全体・東北・

関東・近畿・四国地域となっている。北海道は 1 億円以上が約 70％と高く、次いで東海地域が高い。 

 

 

Q18-3. 戸建下請売上高 

戸建下請売上高は、全体で 3 千万円未満が約 70％近くを占めており、地域別では東海地域が 3 千万円以上が 56％を占

め高く、東北・中国・四国地域は 3 千万円未満が 80％台を占め売上高が低い。 

 

 

Q18-4. リフォーム元請売上高 

 リフォームの元請売上高は、全体では 3 千万円未満が約 60％を占めているが、北海道は 3 千万円以上が約 70％、甲信

越北陸・近畿地域が約 50％と売上高が高い。 
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Q18-5. リフォーム下請売上高 

リフォームの下請売上高は、全体では 3 千万円以上が 17.2％となっているが、近畿地域は約 405％、関東地域は約 25％

と売上高が高くなっている。 

 

 

Q18-6. 住宅以外売上高 

住宅以外の売上高は、全体では 3 千万円以下が 57.5％を占めているが、地域別では 3 千万円以上が北海道は約 55％、

甲信越北陸・四国・九州地域は約 50％と高くなっている。東北・中国地域は 3 千万円以上が約 35％と低い。 

 

 

Q18-7. 全体戸数（戸） 

 住宅の新築、リフォームと住宅以外の元請・下請を加えた戸数は、全体では 20～49 戸が最も多く 24.6％で、10 戸以

上が 60＆を占めている。地域別では、北海道は 10 戸以上が 85％と高く、東北地域は 10 戸以上が 50％と低い。 
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Q18-8. 戸建元請戸数（戸） 

 戸建元請戸数は、全体では 4 戸以下が約 65％と最も多いが、10 戸以上も約 20％を占めている。地域別では北海道で 4

戸以下が約 30％と低く、10 戸以上も約 50％と高い。次いで東海地域は 4 戸以下が約 50％と低く 10 戸以上も約 30％と

高い。 

 

 

Q18-9. 戸建下請戸数（戸） 

戸建下請戸数は、全体では 4 戸以下が約 60％と最も多く、10 戸以上は約 30％ある。地域別は東北地域で 4 戸以下が

約 90％でとても高く、逆に近畿地域は 4 戸以下が約 30％と低い。 

 

 

Q18-10. リフォーム元請戸数（戸） 

リフォーム元請戸数は、全体では 4 戸以下が 27.6％と最も多いが、5～9 戸、10～19 戸、20～49 戸も各々19％台で続

いている。地域別では、北海道は 5 戸以上がは約 85％、中国地域は約 80％と高く、東北・東海・九州が約 35％と低い。 
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Q18-11. リフォーム下請戸数（戸） 

リフォーム下請戸数は、全体では 5 戸以上が約 60％だが、地域別でみると近畿地域は 5 戸以上が約 80％、関東・中国

地域は約 70％と多く、東北地域は 40％、甲信越北陸・四国・九州地域は約 50％と少ない。 

 

 

Q18-12. 住宅以外戸数（戸） 

住宅以外の戸数は、全体では 5 戸以上が約 50％を占めているが、地域別でみると 5 戸以上は北海道・近畿・中国地域

が約 60％と多く、東北地域は 5 戸以上が約 40％、九州は約 30％と少ない。 

 

 

Q19.御社の現状の粗利益率 

工務店の粗利益率は、全体では 5～10％未満が 25.6％と最も多いが、次いで 10～15％未満が 24.9％、15～20％未満が

23.8％となっている。地域別で北海道は 15％以上が約 50％と多く、東北・四国地域は 15％以上が約 25％と少ない。 
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Q18 工務店の平成 27 年度における事業実績の平均値 

Q18 工務店の平成 27 年度における事業実績の平均値を表にしたものである。各項目について回答数が異なるため、横計は合

わない。 

工務店 1 社当たりの全体売上高の全体平均は、約 2 億円で戸建元請を 7 戸、リフォーム元請を約 30 戸程行っている。売上高

が最も高い地域は、北海道で約 43 千万円、東海地域が約 33 千万円となっている。戸数で見ると、最も多いのが東海地域で

101.94 戸によりリフォームで売上高を稼いでいる様子が分かる。 

戸建住宅元請の売上高の平均は約 15 千万円、元請戸数が約 7 戸で 2,165 万円程の住宅をつくっている。戸当り単価が最も

高いのは甲信越北陸地位で 2.763 万円、次いで東北地域が 2,627 万円、中国地域が 2,413 万円となっている。 

戸建住宅下請の売上高の平均は約 9 千万円で、北海道が最も戸当たり単価が高く 1,633 万円となっている。 

リフォーム工事の元請の平均売上高は 4.6 千万円で、戸当り 1.35 百万円ほどになる。地域で見ると、東北地域は戸当り単価が

2.02 百万円と高い。東海地域は、平戸当 90 万円程のリフォームを均 100 戸の戸数をこなしている。 

リフォーム工事の下請では、平均2千万円の売り上げで、戸当単価は1百万円程となっている。北海道と九州地域は、戸当単価

が 3 百万円を超えている。 

住宅以外の売上高もほどほど高く全体平均で 11.5 千万円ほどあり、戸当単価 7 百万円を売り上げている。北海道では、戸当単

価 2.545 万円と新築住宅並みの売り上げがある。東海地域も 1.654 万円、九州地域も 1,185 万円を売り上げている。 

住宅以外には、公共大型木造や店舗等も入っていくことが推測され、それが単価をあげていると思われる。 

 

全体売上高

内 戸建元請 内 戸建下請 内 ﾘﾌｫｰﾑ元請 内 ﾘﾌｫｰﾑ下請 内 住宅以外

売上高（百万円） 192.47 155.23 87.08 46.00 20.83 115.12

戸数（戸） 39.45 7.17 13.41 34.15 20.35 16.28

戸当り 4.88 21.65 6.49 1.35 1.02 7.07

売上高（百万円） 430.18 313.62 98.00 58.95 6.00 245.09

戸数（戸） 39.90 15.17 6.00 49.71 2.00 9.63

戸当り 10.78 20.67 16.33 1.19 3.00 25.45

売上高（百万円） 158.37 144.49 17.45 29.67 10.62 89.72

戸数（戸） 20.22 5.50 4.33 14.71 7.33 12.56

戸当り 7.83 26.27 4.03 2.02 1.45 7.14

売上高（百万円） 197.03 156.50 145.63 52.83 27.00 141.73

戸数（戸） 47.75 8.17 23.12 42.23 17.55 23.19

戸当り 4.13 19.16 6.30 1.25 1.54 6.11

売上高（百万円） 211.37 167.71 35.56 47.82 12.44 116.42

戸数（戸） 30.11 6.07 7.05 24.36 12.88 17.73

戸当り 7.02 27.63 5.04 1.96 0.97 6.57

売上高（百万円） 327.10 192.03 147.44 90.49 15.69 165.93

戸数（戸） 101.94 8.86 19.92 100.13 17.44 10.03

戸当り 3.21 21.67 7.40 0.90 0.90 16.54

売上高（百万円） 142.72 125.91 182.95 39.58 33.76 38.26

戸数（戸） 51.13 6.69 25.46 24.85 63.27 12.65

戸当り 2.79 18.82 7.19 1.59 0.53 3.02

売上高（百万円） 135.54 112.67 83.61 39.60 12.08 122.00

戸数（戸） 27.31 4.67 11.08 23.02 16.11 13.53

戸当り 4.96 24.13 7.55 1.72 0.75 9.02

売上高（百万円） 152.14 113.16 23.87 24.63 9.03 79.94

戸数（戸） 20.89 5.72 5.90 18.97 10.68 36.30

戸当り 7.28 19.78 4.05 1.30 0.85 2.20

売上高（百万円） 180.49 173.66 30.40 33.41 31.45 69.31

戸数（戸） 24.89 9.14 6.90 28.37 8.59 5.85

戸当り 7.25 19.00 4.41 1.18 3.66 11.85

四国地方

九州・沖縄地方

甲信越・北陸地方

東海地方

近畿地方

中国地方

全体

北海道

東北地方

関東地方
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Q20.御社が提供している顧客サービス 

工務店各社が提供している顧客サービスは、全体では見積りサービスが 93.3％と最も多いが、築後 2 年目までの無

料点検サービスが 35.6％、資金計画サービスが 33.5％となっている。地域別では、北海道で資金計画サービスが 62.2％

と多く、北海道・甲信越北陸・東海地域は無償及び有償定期点検サービスを約 60％が行っている。 

 

 

Q21.支店数 

 支店数は、全体で支店を 1 店舗以上持っているのは約 1 割弱に満たないが、東海地域では約 15％あり、四国地域では

約 1 割強ある。 

 

 

Q22.営業エリア 

 工務店の営業エリアは、全体で 30～60 分未満が 37.9％と最も多く、60 分未満が約 50％を占める。地域別で見ると北

海道で 60 分未満が約 35％と少なく、90 分以上は全体で 20％程度である。 

 

90.9

92.3

94.4

90.0

92.1

83.6

91.8

92.5

88.9

91.8

6.3

5.1

4.2

7.5

5.9

8.5

5.4

5.9

8.9

5.8

1.7

2.0

6.1

1.6

2.2

1.2 1.2

2.6

75% 80% 85% 90% 95% 100%

全体(N=1961)

北海道(N=39)

東北地方(N=288)

関東地方(N=451)

甲信越・北陸(N=203)

東海(N=165)

近畿(N=184)

中国(N=305)

四国(N=135)

九州・沖縄(N=171)

なし 1店 2店 3店 4店 5店以上

9.5

8.1

10.8

9.9

10.4

7.5

7.7

8.9

13.1

7.0

37.9

27.0

42.2

34.1

42.1

46.5

35.7

37.0

35.8

38.6

32.7

37.8

27.5

31.7

33.7

31.4

39.0

36.1

32.1

32.2

13.7

13.5

13.6

17.0

10.9

10.1

12.1

13.4

11.7

14.6

6.2

13.5

5.9

7.3

3.0

4.4

5.5

4.6

7.3

7.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1955)

北海道(N=37)

東北地方(N=287)

関東地方(N=454)

甲信越・北陸(N=202)

東海(N=159)

近畿(N=182)

中国(N=305)

四国(N=137)

九州・沖縄(N=171)

車で30分未満 車で30～60分未満 車で60～90分未満 車で90～120分未満 車で120分超
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Q23.社会保険料の事業主負担をしている社員数（常勤役員を含む） 

 社会保険料の事業主負担をしている常勤役員を含む社員数は、全体で 2～5 名が 41.9％、次いで 1 名が 28.7％ある。

地域別では、北海道は 6 名以上が 60％、東海・九州地域で約 50％を占め高い。 

 

 

Q24.専属大工の人数 

 工務店の専属大工の人数は、全体で 2 名以上が 55％を占めるが、関東地域は 45％、近畿地域は 48％と少なく、逆に

北海道は 2 名以上が 80％と多く、次いで甲信越北陸・九州地域が約 60％と多い。 

 

 

Q25.専属大工の内、社会保険料の事業主負担をしている大工の人数 

工務店の専属大工の内、社会保険料の事業主負担をしているいわゆる社員大工を全体の約 45％は、抱えている状況が

分かる。地域別で北海道は 60％が、甲信越北陸地域は 55％が社員大工を抱えている。近畿地域は、逆に約 70％が社員

大工を持たない状況が分かる。 

 

 

28.7

16.2

28.6

35.4

17.1

20.0

37.0

29.6

35.3

17.5

41.9

24.3

45.8

40.9

51.4

36.4

39.6

44.6

40.3

36.5

15.5

27.0

13.8

13.5

16.0

15.7

12.3

14.6

11.8

30.2

11.7

29.7

10.3

8.2

14.4

20.7

9.7

9.6

12.6

12.7

2.3

2.7

1.5

2.1

1.1

7.1

1.3

1.7

3.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1597)

北海道(N=37)

東北地方(N=203)

関東地方(N=379)

甲信越・北陸(N=181)

東海(N=140)

近畿(N=154)

中国(N=240)

四国(N=119)

九州・沖縄(N=126)

1名 2～5名 6～10名 11～20名 50名以上

21.4

5.4

11.4

27.5

17.2

24.1

31.3

18.4

22.0

21.2

22.9

13.5

22.5

25.9

21.7

19.8

20.3

25.9

25.8

17.6

43.7

45.9

50.9

37.3

44.9

37.7

40.7

47.9

44.7

50.0

8.7

21.6

10.0

7.1

14.1

12.3

5.5

6.8

5.3

7.1

3.2

13.5

5.2

2.2

2.0

6.2

2.2

2.3

4.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1950)

北海道(N=37)

東北地方(N=289)

関東地方(N=451)

甲信越・北陸(N=198)

東海(N=162)

近畿(N=182)

中国(N=309)

四国(N=132)

九州・沖縄(N=170)

なし 1名 2～5名 6～10名 11名以上

54.0

37.8

50.0

56.5

45.2

56.6

66.3

51.0

54.0

57.5

18.9

16.2

18.2

21.4

19.9

17.2

15.3

17.6

28.2

13.7

22.9

32.4

23.0

19.4

29.6

24.1

17.2

28.3

13.7

25.5

3.6

8.1

6.2

2.7

5.4

2.1

1.2

3.1

3.2

3.3

5.4

2.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1793)

北海道(N=37)

東北地方(N=274)

関東地方(N=402)

甲信越・北陸(N=186)

東海(N=145)

近畿(N=163)

中国(N=290)

四国(N=124)

九州・沖縄(N=153)

なし 1名 2～5名 6～10名 11名以上
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Q26.社員大工の給与の支払い形態 

Q25.の社員大工の給与の支払い形態は、全体は日給月給が約半数、次いで月給（固定給＋手当）が 3 割、日給が 1 割

となっている。地域別にみると、東北地域は日給月給が約 6 割と多く、関東・甲信越北陸地域は月給（固定給＋手当）

が約 4 割と多い。九州地域では日給が 2 割を占めた地区より多い。 

 

Q27.社員大工の平均年齢 

Q25.の社員大工の平均年齢は、40 歳代が 31.2％と最も多く 30 歳代 23.8％、50 歳代 23.5％と続く、20 歳代は 8.7％

と 60 歳以上より少ない。最も高齢化しているのは東北地域で約半数が 50 歳以上となっている。20 歳代が最も多いのが

東海地域で約 2 割いる。 

 

 

Q28.社員大工の育成方法 

Q25.の社員大工の育成法は、全体では「親や先輩につけて教える」が約 75％と多く、次いで職業訓練校が約 25％ある。

東北地域は職業訓練校が 45％と高く、近畿・四国地域は職業訓練校は 4％以下と少ない。 

 

29.3

31.0

19.2

37.5

38.6

33.0

29.4

26.7

23.9

22.8

4.0

13.8

1.3

4.8

4.5

4.0

5.9

2.9

5.7

3.5

51.2

51.7

62.8

41.3

48.5

51.0

54.6

52.7

51.1

50.9

12.7

3.4

14.5

12.1

5.3

9.0

7.6

16.5

15.9

20.2

2.6

2.1

3.8

3.0

3.0

2.5

1.2

3.4

1.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1384)

北海道(N=29)

東北地方(N=234)

関東地方(N=315)

甲信越・北陸(N=132)

東海(N=100)

近畿(N=119)

中国(N=243)

四国(N=88)

九州・沖縄(N=114)

月給（固定給＋手当） 月給（固定給＋歩合給） 日給月給 日給 時間給 その他

2.1

6.7

3.3

5.2

7.1

8.3

15.6

5.0

4.5

8.4

5.4

23.8

23.3

22.8

18.8

22.0

27.1

30.6

28.1

25.3

24.3

31.2

40.0

24.6

32.0

40.2

17.7

31.4

35.1

31.3

31.5

23.5

26.7

25.4

24.9

22.0

25.0

17.4

20.2

26.5

26.1

14.3

6.7

22.0

16.8

7.6

12.5

15.7

11.6

8.4

11.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1367)

北海道(N=30)

東北地方(N=232)

関東地方(N=309)

甲信越・北陸(N=132)

東海(N=96)

近畿(N=121)

中国(N=242)

四国(N=83)

九州・沖縄(N=111)

20歳未満 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上

24.2

24.0

45.1

24.6

23.9

22.2

3.7

23.7

3.9

25.3

76.3

84.0

69.9

72.8

78.8

77.8

82.6

79.7

77.9

75.8

9.0

10.4

9.6

10.6

5.6

11.0

9.2

10.4

5.3

7.2

4.0

4.1

7.4

6.2

11.1

10.1

6.8

11.7

5.3

0% 20% 40% 60% 80% 100% 120% 140%

全体(N=1190)

北海道(N=25)

東北地方(N=193)

関東地方(N=272)

甲信越・北陸(N=113)

東海(N=90)

近畿(N=109)

中国(N=207)

四国(N=77)

九州・沖縄(N=95)

職業訓練校等に入校させる 親方や先輩につけて教える 仲間の会社に修行に出す その他
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Q29.専属・社員大工以外の大工について棟上げ時の応援を除いて動員可能な人数 

専属・社員大工以外の大工で棟上げ時の応援を除いて動員可能な人数は、全体では 2～9 名が約 75％と多く、次いで 1

名となっている。関東地域は外注なし 12.1％と他地区より多く、東海地域は 20 名以上が 3.3％と多い。

 

 

Q30.大工工事を通常行っている形態 

大工工事を通常行っている形態は、全体では「社員大工＋外注大工」が約 45％と多く、社員大工のみも約 20％ある。

地域別は近畿地域が「外注のみ」が 42.9％と高く、東北地域が 16.1％と少ない。中国地域は社員大工のみが 30％と高い。 

 

 

Q31.外注大工の給与の支払い形態 

外注大工の給与の支払い形態は、全体では「日給月給」「日給」「手間受け」がほぼ同じ割合で 37％前後となっている。

地域別では北海道・東海地域で「手間受け」が約 56％と多く、東北地域で「日給月給」が約 55％と多い。 

 

9.9

8.3

10.7

12.1

10.5

6.0

8.6

9.0

5.8

10.8

8.6

8.3

10.0

11.8

5.8

5.3

5.7

10.8

7.5

4.1

74.3

75.0

70.8

70.4

77.4

79.5

77.6

75.0

78.3

74.3

6.0

5.6

6.3

4.8

6.3

6.0

7.5

4.9

7.5

8.8

1.2

2.8

2.2

1.0

3.3

2.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1791)

北海道(N=36)

東北地方(N=271)

関東地方(N=398)

甲信越・北陸(N=190)

東海(N=151)

近畿(N=174)

中国(N=288)

四国(N=120)

九州・沖縄(N=148)

外注無 1名 2～9名 10～19名 20名以上

22.8

16.2

24.4

23.3

22.1

16.3

22.0

30.0

21.3

18.1

44.8

56.8

58.8

41.3

40.5

42.5

34.6

46.9

44.9

43.4

30.3

27.0

16.1

32.3

36.4

40.0

42.9

20.5

29.9

36.1

2.0

3.0

1.0

1.3

2.6

3.9

2.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1902)

北海道(N=37)

東北地方(N=279)

関東地方(N=433)

甲信越・北陸(N=195)

東海(N=160)

近畿(N=182)

中国(N=307)

四国(N=127)

九州・沖縄(N=166)

社員大工のみ 社員大工と外注大工 外注大工のみ その他

1.3

1.7

1.6

2.0

2.1

38.6

29.4

54.8

40.6

34.1

32.2

35.3

34.3

29.8

38.9

36.6

23.5

30.5

32.3

34.1

26.8

44.1

48.8

47.6

35.0

37.8

55.9

29.0

36.7

48.6

55.7

35.9

26.5

37.9

42.7

1.7

3.0

1.1

2.0

1.4

4.0

1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100% 120% 140%

全体(N=1783)

北海道(N=34)

東北地方(N=259)

関東地方(N=406)

甲信越・北陸(N=185)

東海(N=149)

近畿(N=170)

中国(N=283)

四国(N=124)

九州・沖縄(N=157)

月給（固定給＋歩合給） 日給月給 日給 手間受け（坪請負制） その他
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Q32-1.社員大工の平均的な賃金（見習い大工、日当換算） 

 社員の見習い大工の平均的な日当換算賃金は、全体では 1～1.5 万円が 46.8％と最も多く次いで、0.8～1 万円が 26.5％

となる。最も賃金が高いのは関東地域で 1 万円以上が約 70％、1.5 万円以上も約 25％ある。最も低いのは帰国地域で 1

万円以下が約 65％、次いで北海道で約 55％ある。 

 
Q32-2.社員大工の平均的な賃金（中堅大工、日当換算） 

社員の中堅大工の平均的な日当換算賃金は、全体では 1～1.5 万円が約 5 割と最も多いが、1.5～2 万円も 45％ある。

地域別は近畿・東海地域が 1.5 万円以上約 80％、甲信越北陸・関東地域が約 65％と高い。逆に 1.5 万円以下が北海道は

約 90％、東北地域は約 80％と低い。 

 

Q32-3.社員大工の平均的な賃金（熟練大工、日当換算） 

社員の熟練大工の平均的な日当換算賃金は、全体では 1.5～2 万円が約 6 割と最も多いが、地域別は関東・東海・近畿

で 2 万円以上が約 35％と高く、1.5 万円未満が東北で約 5 割、北海道で約 4 割と低い。 

 

15.3

26.7

12.4

11.2

3.9

15.0

10.8

21.4

33.3

22.7

26.5

26.7

34.5

15.9

35.3

27.5

18.9

28.2

29.2

18.2

46.8

46.7

48.7

48.6

52.9

40.0

56.8

40.8

29.2

54.5

10.1

2.7

22.4

7.8

12.5

10.8

9.7

8.3

4.5

1.9

2.5

2.7

1.8

2.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=536)

北海道(N=15)

東北地方(N=113)

関東地方(N=107)

甲信越・北陸(N=51)

東海(N=40)

近畿(N=37)

中国(N=103)

四国(N=24)

九州・沖縄(N=44)

8000円未満 8000～10000円未満 10000～15000円未満 15000～20000円未満 20000～25000円未満 25000円以上

1.9

49.5

93.8

76.9

32.8

37.3

25.0

20.7

55.4

63.2

57.4

45.0

6.3

22.3

54.7

59.7

59.1

67.2

43.0

36.8

40.7

4.5

9.4

3.0

15.9

10.3

1.6

1.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=651)

北海道(N=16)

東北地方(N=121)

関東地方(N=128)

甲信越・北陸(N=67)

東海(N=44)

近畿(N=58)

中国(N=121)

四国(N=38)

九州・沖縄(N=54)

8000円未満 8000～10000円未満 10000～15000円未満 15000～20000円未満 20000～25000円未満 25000円以上

23.2

36.8

52.4

7.2

17.8

14.3

7.1

18.5

20.3

28.9

60.6

52.6

45.0

58.5

72.2

54.0

58.6

69.1

78.0

69.7

13.5

10.5

29.7

10.0

27.0

32.9

9.3

1.7

2.5

2.6

4.1

4.8

1.4

2.5

1.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=932)

北海道(N=19)

東北地方(N=191)

関東地方(N=195)

甲信越・北陸(N=90)

東海(N=63)

近畿(N=70)

中国(N=162)

四国(N=59)

九州・沖縄(N=76)

8000円未満 8000～10000円未満 10000～15000円未満 15000～20000円未満 20000～25000円未満 25000円以上
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Q32-4.外注大工の平均的な賃金（見習い大工、日当換算） 

外注見習い大工の日当換算賃金は、全体では 1～1.5 万円が 52.8％と最も多く次いで、1.5～2 万円が 27％ある。最も

賃金が高いのは東海地域で 1.5 万円以上が約 60％、最も低いのが北海道・東北・九州で 1.5 万円以上が約 10％しかない。 

 

Q32-5.外注大工の平均的な賃金（中堅大工、日当換算） 

外注中堅大工の日当換算賃金は、全体では 1.5～2 万円が 62.5％と最も多い。地域別は関東・東海地域で 2 万円以上が

約 40％と高く、北海道・東北地域は 1.5 万円未満が約 60％と低く、次いで九州地域が約 40％と低い。 

 

Q32-6.外注大工の平均的な賃金（熟練大工、日当換算） 

外注熟練大工の日当換算賃金は、全体では 1.5～2 万円が 63.9％と最も多いが、地域別では関東・東海地域で 2 万円以

上が約 50％と高く、東北・四国・九州地域で約 5％程度と低い。 

 

 

5.2

28.6

5.3

1.7

1.9

5.9

3.9

8.3

11.1

2.6

11.2

7.1

13.2

8.5

13.0

2.9

7.8

10.7

11.1

25.6

52.6

50.0

71.1

44.9

57.4

29.4

51.0

50.0

55.6

61.5

27.0

14.3

10.5

36.4

27.8

47.1

33.3

28.6

18.5

10.3

3.6

7.6

11.8

3.9

2.4

3.7

2.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=500)

北海道(N=14)

東北地方(N=76)

関東地方(N=118)

甲信越・北陸(N=54)

東海(N=34)

近畿(N=51)

中国(N=84)

四国(N=27)

九州・沖縄(N=39)

8000円未満 8000～10000円未満 10000～15000円未満 15000～20000円未満 20000～25000円未満 25000円以上

22.3

58.8

58.9

6.5

14.6

4.5

6.9

18.5

28.3

40.8

62.5

41.2

41.1

55.8

78.7

59.1

75.9

75.6

66.0

54.9

13.0

33.1

6.7

33.3

12.6

4.4

3.8

2.8

2.0

4.5

3.0

4.6

1.9

1.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=784)

北海道(N=17)

東北地方(N=107)

関東地方(N=154)

甲信越・北陸(N=89)

東海(N=66)

近畿(N=87)

中国(N=135)

四国(N=53)

九州・沖縄(N=71)

8000円未満 8000～10000円未満 10000～15000円未満 15000～20000円未満 20000～25000円未満 25000円以上

9.6

13.0

33.5

1.0

4.9

2.6

2.4

4.3

12.1

19.0

63.9

73.9

64.4

43.2

76.9

45.7

60.6

79.6

83.5

74.1

22.3

4.3

1.5

44.6

16.8

48.3

32.3

15.2

2.2

4.3

3.9

8.7

10.8

3.4

4.7

2.2

2.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1319)

北海道(N=23)

東北地方(N=194)

関東地方(N=287)

甲信越・北陸(N=143)

東海(N=116)

近畿(N=127)

中国(N=211)

四国(N=91)

九州・沖縄(N=116)

8000円未満 8000～10000円未満 10000～15000円未満 15000～20000円未満 20000～25000円未満 25000円以上
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Q32 社員・外注大工の地域別の平均的な賃金（日当換算・平均値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 社員・外注大工の地域別の日当換算した賃金平均値は、全体では社員・外注大工ともに見習い大工は低く、中堅と熟

練大工はさほど変わらない。地域別に見てもこの傾向は変わらない。地域別では、北海道・東北・四国・九州地域が賃金

が低く、関東・東海地域が賃金が高い傾向にある。 

見習い大工 中堅大工 熟練大工

社員大工 10.14 14.46 16.43

外注大工 12.20 16.22 17.52

社員大工 9.12 12.54 14.92

外注大工 10.36 13.88 16.57

社員大工 9.76 13.04 14.72

外注大工 10.87 13.91 15.12

社員大工 11.18 15.54 17.99

外注大工 13.38 18.10 19.69

社員大工 10.04 14.64 16.38

外注大工 11.70 15.81 17.11

社員大工 11.25 16.36 17.94

外注大工 15.18 18.43 18.98

社員大工 10.95 16.38 18.08

外注大工 12.61 17.55 18.82

社員大工 9.59 14.02 16.50

外注大工 11.89 15.66 17.09

社員大工 8.75 13.53 15.24

外注大工 11.52 15.26 16.39

社員大工 9.46 13.37 15.01

外注大工 10.60 14.72 15.53

全体

北海道

東北地方

関東地方

甲信越・北陸地方

東海地方

近畿地方

中国地方

四国地方

九州・沖縄地方
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Ⅴ．直近 3 年間の住宅供給およびリフォーム工事等の実績 

Q33-1.平均新築住宅施工実績 

直近 3 年間の平均新築住宅施工実績は、元請けを 78.6％が行っており、約 2 割は下請けも行っている。最も元請けに

比率が高いのは甲信越北陸地域で 92.4％、最も低いのは関東地域で 69.4％となっている。 

 

Q33-2.平均新築住宅施工実績（元請戸数） 

直近 3 年間の平均新築住宅の元請け戸数は、全体では 1～4 戸 61.6％と多く、地域別では北海道で 5 戸以上が 65％と

最も多く、近畿・中国地域で 5 戸以上が 25％と最も少ない。 

 

Q33-3.平均新築住宅施工実績（下請戸数） 

直近 3 年間の平均新築住宅の下請け戸数は、全体では 1～4 戸 44.1％と多く、地域別は近畿地域で 5 戸以上が 55％と

最も多く、東北地域で 5 戸以上が 25％と最も少ない。 

 

16.5

13.5

10.5

25.5

4.5

8.7

23.9

20.8

9.9

12.6

78.6

86.5

83.0

69.4

92.4

89.4

70.5

73.9

81.7

83.8

19.7

5.4

22.1

19.5

20.7

22.4

18.8

18.2

19.1

19.8

0% 20% 40% 60% 80% 100% 120% 140%

全体(N=1900)

北海道(N=37)

東北地方(N=276)

関東地方(N=435)

甲信越・北陸(N=198)

東海(N=161)

近畿(N=176)

中国(N=303)

四国(N=131)

九州・沖縄(N=167)

なし 元請け 下請け

3.5

3.1

4.1

5.6

1.6

5.9

4.4

61.5

34.4

62.9

61.2

54.5

51.8

71.3

71.4

63.7

56.6

14.7

15.6

16.5

13.9

21.3

17.3

13.9

8.2

11.8

16.2

10.3

31.3

12.9

8.5

10.1

12.9

8.2

7.3

8.8

11.0

7.6

9.4

3.6

8.2

7.3

16.5

2.5

5.0

12.7

9.6

1.5

9.4

2.0

1.1

1.8

2.2

2.0

1.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1456)

北海道(N=32)

東北地方(N=224)

関東地方(N=294)

甲信越・北陸(N=178)

東海(N=139)

近畿(N=122)

中国(N=220)

四国(N=102)

九州・沖縄(N=136)

0戸 1～4戸 5～9戸 10～19戸 20～49戸 50～99戸 100戸以上

13.7

14.8

8.6

20.0

20.0

12.5

7.4

20.0

18.2

44.1

60.7

45.7

42.5

31.4

34.4

46.3

40.0

39.4

13.7

50.0

9.8

13.6

10.0

17.1

9.4

11.1

24.0

18.2

13.4

50.0

11.5

9.9

20.0

2.9

12.5

20.4

12.0

15.2

10.7

1.6

13.6

5.0

20.0

18.8

14.8

4.0

9.1

2.2

1.6

4.9

2.5

2.9

3.1

2.2

3.7

5.7

9.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=365)

北海道(N=2)

東北地方(N=61)

関東地方(N=81)

甲信越・北陸(N=40)

東海(N=35)

近畿(N=32)

中国(N=54)

四国(N=25)

九州・沖縄(N=33)

0戸 1～4戸 5～9戸 10～19戸 20～49戸 50～99戸 100戸以上
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Q34-1.新築住宅施工実績の内容 

直近 3 年間の平均新築住宅の施工実績内容は、全体では「長期優良住宅」75.8％と多く、次いで「ゼロエネルギー住宅」

22.2％、「3 世代同居住宅」18.2％となっており、地域別に見てもこの傾向は、あまり変わらない。 

 

Q34-2.長期優良住宅の実績戸数 

 工務店の長期優良住宅の実績は、全体で回答数の 30％で 593 社が 1 戸以上を行っており、1～4 戸が 71％と多く平均

戸数は 6.6 戸となる。地域別で 5 戸以上の割合が多いのは甲信越北陸・北海道で 40％を超え、少ないのは中国・関東地

域で 24％前後となっており平均戸数は 6.33戸･7.64戸と多く、最も平均戸数が多いのが東海地域で 9.85戸となっている。 

Q34-3.認定低炭素住宅の実績戸数 

工務店の認定低炭素住宅の実績は、全体で回答数の 6.7％で 131 社が 1 戸以上を行っており、1～4 戸が 87％と多く、

平均戸数は 2.63 戸となる。地域別で 5 戸以上の割合が多いのは北海道・四国で 40％を超え、実績の割合が多いのは甲信

越・関東・東海で 9％前後あり、最も平均戸数が多いのが九州で 6.23 戸、少ないのが近畿で 1 戸となっている。 

 

75.8

69.6

69.9

76.1

78.4

81.1

80.6

72.8

78.3

74.4

19.0

26.1

14.3

27.0

18.9

23.3

18.1

12.3

18.3

17.1

22.2

21.7

18.8

16.4

24.3

26.7

20.8

24.6

30.0

25.6

13.9

13.0

18.8

8.8

12.6

14.4

13.9

18.4

10.0

13.4

18.2

43.5

28.6

10.7

12.6

18.9

15.3

21.1

21.7

13.4

7.6

13.0

6.8

5.7

5.4

13.3

11.1

6.1

6.7

8.5

0% 20% 40% 60% 80% 100% 120% 140% 160% 180% 200%

全体(N=851)

北海道(N=23)

東北地方(N=133)

関東地方(N=159)

甲信越・北陸(N=111)

東海(N=90)

近畿(N=72)

中国(N=114)

四国(N=60)

九州・沖縄(N=82)

長期優良住宅 認定低炭素住宅 ゼロエネルギー住宅 性能向上計画認定住宅 3世代同居住宅 ネットゼロエネルギー住宅
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Q34-4.ゼロエネルギー住宅の実績戸数 

工務店のゼロエネルギー住宅の実績は、全体で回答数の 8.1％で 160 社が 1 戸以上を行っており、1～4 戸が 92％と多

く、平均戸数は 2.05 戸となる。地域別で 5 戸以上の割合が多いのは近畿で 20％近くあり、実績の割合が多いのは四国・

九州で 10％を若干超える。最も平均戸数が多いのが九州で 4.05 戸、少ないのが北海道で 0.8 戸となっている。 

Q34-5.性能向上計画認定住宅の実績戸数 

工務店の性能向上計画認定住宅の実績は、全体で回答数の 4.2％で 82 社が 1 戸以上を行っており、1～4 戸が 82％と多

く、平均戸数は 3.47 戸となる。地域別で 5 戸以上の割合が多いのは九州・甲信越北陸で約 30％近くあり、実績の割合が

多いのは北陸・九州で 6％前後である。最も平均戸数が多いのが東北で 3.46 戸、少ないのが関東で 1.18 戸となっている。 

Q34-6.3 世代同居住宅の実績戸数 

工務店の 3 世代同居住宅の実績は、全体で回答数の 6.2％で 122 社が 1 戸以上を行っており、1～4 戸が約 90％と多く、

平均戸数は 1.81 戸となる。地域別で 5 戸以上の割合が多いのは九州で約 20％あり、実績の割合が多いのは北海道・東北

で 1 割以上ある。最も平均戸数が多いのが東北で 2.41 戸、少ないのが四国で 1.33 戸となっている。 
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Q34-7.ネットゼロエネルギー住宅の実績戸数 

工務店のネットゼロエネルギー住宅の実績は、全体で回答数の 2.1％で 42 社が 1 戸以上を行っており、1～4 戸が 86％と

多く、平均戸数は 2.13 戸となる。地域別で 5 戸以上の割合が多いのは中国・四国で 1/3 あり、実績の割合が多いのは東

海・九州で 5％程度ある。最も平均戸数が多いのが関東で 7.33 戸となっている。 

 

Q35-1.リフォーム実績 

直近 3 年間のリフォーム工事の元請・下請の割合は、全体で元請が 91.9％となっており、地域別では元請が北海道で

97.2％と最も多く、四国地域が 86％と最も少ない。下請は東海が 32.1％と多く、甲信越北陸が 16.9％と少ない。 

 

Q35-2.リフォーム実績（元請戸数） 

直近 3 年間のリフォーム工事の平均元請戸数は、全体では 1～4 戸が 25.5％と多く、地域別では 5 戸以上が北海道・関

東・近畿・中国地域で約 80％と最も多く、東北地域が 60％と最も少ない。 

 

4.5

2.8

5.8

6.2

4.1

1.9

3.0

6.2

6.8

91.9

97.2

90.6

88.9

95.4

93.7

96.0

93.6

86.0

92.0

24.5

16.7

20.6

26.1

16.9

32.1

26.0

27.9

26.4

18.5

0% 20% 40% 60% 80% 100% 120% 140%

全体(N=1883)

北海道(N=36)

東北地方(N=277)

関東地方(N=433)

甲信越・北陸(N=195)

東海(N=159)

近畿(N=177)

中国(N=297)

四国(N=129)

九州・沖縄(N=162)

なし 元請け 下請け

25.5

20.7

38.5

20.8

24.4

28.4

22.2

18.4

29.5

29.8

17.8

6.9

20.9

15.7

22.7

20.9

21.5

13.7

15.2

15.6

21.6

17.2

18.4

24.4

22.2

17.2

20.9

24.7

18.1

22.7

19.4

24.1

13.0

19.1

17.0

14.2

20.9

26.3

21.9

20.6

7.3

13.8

5.4

6.7

6.3

9.7

5.7

9.0

8.6

7.1

8.2

17.2

2.9

13.2

7.4

9.7

8.9

7.5

6.7

4.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1609)

北海道(N=29)

東北地方(N=239)

関東地方(N=356)

甲信越・北陸(N=176)

東海(N=134)

近畿(N=158)

中国(N=255)

四国(N=105)

九州・沖縄(N=141)

0戸 1～4戸 5～9戸 10～19戸 20～49戸 50～99戸 100戸以上
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Q35-3.リフォーム実績（下請戸数） 

直近 3 年間のリフォーム工事の平均下請戸数は、全体では 1～4 戸が 36.6％と多く、地域別では 5 戸以上が関東・近畿・

地域で約 75％と最も多く、東北地域が約 35％と最も少ない。 

 

Q36-1.木造の非住宅（老人ホーム・保育園等）の実績 

直近 3 年間の木造の非住宅の実績は、全体では約 20％が元請、約 10％が下請を行っている。地域別では元請の割合が

多いのは甲信越北陸で約 30％、少ないのは近畿で 14.5％、下請が多いのは中国で約 13％、少ないのは近畿で 6.4％。

 

Q36-2.木造の非住宅（老人ホーム・保育園等）の元請件数 

直近 3 年間の木造の非住宅の元請件数は、全体では 1～4 戸が 77.9％で多い。地域別では 5 戸以上の元請の割合が多い

のは北海道・関東・中国で 25％程ある。

 

3.4

3.6

10.4

3.7

6.5

6.9

36.6

40.0

60.0

23.4

40.6

37.5

34.1

34.6

38.7

48.3

16.1

20.0

14.5

15.9

21.9

12.5

13.6

17.3

19.4

17.2

14.8

10.9

20.6

12.5

10.4

13.6

16.0

19.4

10.3

17.0

20.0

9.1

23.4

15.6

16.7

11.4

22.2

12.9

10.3

5.9

20.0

8.4

3.1

2.1

18.2

2.5

3.4

6.1

1.8

7.5

6.3

10.4

9.1

3.7

3.2

3.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=440)

北海道(N=5)

東北地方(N=55)

関東地方(N=107)

甲信越・北陸(N=32)

東海(N=48)

近畿(N=44)

中国(N=81)

四国(N=31)

九州・沖縄(N=29)

0戸 1～4戸 5～9戸 10～19戸 20～49戸 50～99戸 100戸以上

73.4

67.6

75.7

73.8

66.8

66.2

82.0

73.4

79.0

69.5

20.3

23.5

17.3

18.5

30.4

27.0

14.5

16.4

17.6

27.3

9.9

11.8

9.9

10.5

7.6

12.2

6.4

12.8

6.7

9.1

0% 20% 40% 60% 80% 100% 120%

全体(N=1731)

北海道(N=34)

東北地方(N=243)

関東地方(N=390)

甲信越・北陸(N=184)

東海(N=148)

近畿(N=172)

中国(N=274)

四国(N=119)

九州・沖縄(N=154)

なし 元請け 下請け

3.0

5.0

1.8

5.3

12.5

4.9

77.9

75.0

77.5

75.4

80.4

86.8

75.0

68.3

84.2

79.5

8.1

12.5

10.0

13.0

5.4

4.2

7.3

5.3

12.8

5.7

5.0

7.2

3.6

5.3

4.2

7.3

10.5

5.1

4.2

12.5

2.5

2.9

7.1

2.6

4.2

7.3

2.6

1.2

1.4

1.8

4.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=335)

北海道(N=8)

東北地方(N=40)

関東地方(N=69)

甲信越・北陸(N=56)

東海(N=38)

近畿(N=24)

中国(N=41)

四国(N=19)

九州・沖縄(N=39)

0戸 1～4戸 5～9戸 10～19戸 20～49戸 50～99戸 100戸以上
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Q36-3.木造の非住宅（老人ホーム・保育園等）の下請件数 

直近 3 年間の木造の非住宅の元請件数は、全体では 1～4 戸が 78.3％で多い。地域別では 5 戸以上の下請の割合が多い

のは北海道で 50％程あり、少ないのは中国地域で 6％程である。

 

 

Ⅵ．元請として受注している標準的な戸建住宅 

Q37-1.通常受注している標準的な戸建て住宅について、刻みの種類 

通常受注している標準的な戸建て住宅の刻みの種類は、全体では 83％がプレカットとなっている。手刻みの率が最も

多いのは北海道で 32％あり、続いて中国・四国地域が約 25％ある。 

 

 

Q37-2.通常受注している標準的な戸建て住宅の平均的な床面積（坪） 

通常受注している標準的な戸建て住宅の平均的な床面積は、全体では 20～40 坪未満が 53.6％と最も多い。地域別は、

40 坪以上が東北で 70％、甲信越北陸で 60％と多く、北海道・関東は 40 坪以上が 30％に満たず少ない。 

 

6.0

4.2

2.4

12.5

18.2

6.1

12.5

7.7

78.3

50.0

79.2

78.0

78.6

75.0

63.6

87.9

75.0

84.6

7.2

25.0

12.5

9.8

7.1

6.3

9.1

7.7

4.2

4.2

4.9

7.1

9.1

3.0

3.0

4.9

7.1

6.3

12.5

1.2

25.0

3.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=166)

北海道(N=4)

東北地方(N=24)

関東地方(N=41)

甲信越・北陸(N=14)

東海(N=16)

近畿(N=11)

中国(N=33)

四国(N=8)

九州・沖縄(N=13)

0戸 1～4戸 5～9戸 10～19戸 20～49戸 50～99戸 100戸以上

17.0

32.0

21.5

11.0

15.1

11.8

18.3

23.9

22.4

12.5

83.0

68.0

78.5

89.0

84.9

88.2

81.7

76.1

77.6

87.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1408)

北海道(N=25)

東北地方(N=214)

関東地方(N=310)

甲信越・北陸(N=152)

東海(N=136)

近畿(N=115)

中国(N=222)

四国(N=98)

九州・沖縄(N=128)

手刻み プレカット

3.4

53.5

69.0

30.1

72.8

42.4

52.3

56.5

54.1

47.6

58.5

38.0

27.6

53.1

23.6

48.5

40.0

36.5

36.9

46.6

31.7

8.1

16.8

3.6

8.5

7.7

7.0

7.7

5.8

9.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1430)

北海道(N=29)

東北地方(N=226)

関東地方(N=309)

甲信越・北陸(N=165)

東海(N=130)

近畿(N=115)

中国(N=222)

四国(N=103)

九州・沖縄(N=123)

20坪未満 20～40坪未満 40～50坪未満 50～80坪未満 80～100坪未満 100～120坪未満 120坪以上
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Q37-3.通常受注している標準的な戸建て住宅の坪単価（万円/坪） 

通常受注している標準的な戸建て住宅の平均的な坪単価は、全体では 50～80 万円／坪が 76.8％と最も多い。地域別は、

50 万円／坪以上が東海は 85％近くで割合が高く、九州で約 70％近くで最も低い。 

 
 

Q37-4.通常受注している標準的な戸建て住宅の坪当構造材材積（㎡/坪） 

通常受注している標準的な戸建て住宅の坪当り構造材材積は、全体では 0.2～0.5 ㎥／坪が 62.5％と最も多い。地域別

は、0.5 ㎥／坪以上が北海道。東北が約 70％近くで割合が高く、関東地域が約 25％程度で最も低い。 

 

 

Q37-5.通常受注している標準的な戸建て住宅の大工・人工数（人/坪） 

通常受注している標準的な戸建て住宅の大工・人工数は、全体では 2～5 人／坪が 70.5％と最も多い。地域別は、5 人

／坪以上が東北で 30％程あり割合が高く、北海道ではで約 5％程度で最も低い。 

 

4.0

7.7

1.4

5.8

4.3

1.6

5.4

5.2

2.1

4.6

16.0

15.4

15.3

10.9

12.4

13.5

16.2

17.8

24.0

28.4

75.6

73.1

82.4

74.1

81.4

78.6

68.5

75.1

70.8

67.0

4.0

3.8

8.2

1.2

6.3

9.0

1.9

3.1

1.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1359)

北海道(N=26)

東北地方(N=216)

関東地方(N=293)

甲信越・北陸(N=161)

東海(N=126)

近畿(N=111)

中国(N=213)

四国(N=96)

九州・沖縄(N=109)

40万円/坪未満 40～50万円／坪未満 50～80万円／坪未満 80～100万円／坪未満 100万円／坪以上

3.4

1.2

4.2

52.5

25.0

31.6

72.9

50.9

67.5

51.6

56.1

54.2

54.1

29.6

50.0

39.5

10.2

29.1

22.5

41.9

31.7

33.3

21.6

15.4

25.0

28.9

8.5

16.4

7.5

3.2

11.0

8.3

24.3

1.8

1.4

5.1

1.8

2.5

3.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=423)

北海道(N=16)

東北地方(N=76)

関東地方(N=59)

甲信越・北陸(N=55)

東海(N=40)

近畿(N=31)

中国(N=82)

四国(N=24)

九州・沖縄(N=37)

0.2㎥／坪未満 0.2～0.5㎥／坪未満 0.5～0.7㎥／坪未満 0.7～1.0㎥／坪未満 1.0～1.5㎥／坪未満 1.5㎥／坪以上

8.5

8.7

2.5

10.3

9.8

17.3

10.5

7.5

7.7

5.5

70.6

87.0

68.5

71.0

74.4

64.3

70.9

69.0

70.5

73.6

19.2

4.3

29.1

17.1

15.0

16.3

14.0

21.4

17.9

18.7

1.1

2.0

2.3

1.6

2.6

2.2

2.3

1.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1158)

北海道(N=23)

東北地方(N=203)

関東地方(N=252)

甲信越・北陸(N=133)

東海(N=98)

近畿(N=86)

中国(N=187)

四国(N=78)

九州・沖縄(N=91)

2人／坪未満 2～5人／坪未満 5～8人／坪未満 8～10人／坪未満 10人／坪以上
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Q37-6.通常受注している標準的な戸建て住宅の標準的な工期（ヶ月） 

通常受注している戸建て住宅の標準的な工期は、全体では 3～5 ヶ月未満が 62.2％と最も多い。地域別は、5 ヶ月以上

が東海・四国地域で約 50％近くあり割合が高く、北海道・東北・九州地域では約 10％以下で最も低い。 

 

 

Q37 工務店が通常受注している標準的な戸建て地域別住宅像 

工務店が通常受注している戸建て住宅の標準的な住宅像は、全体では床面積 37.88 坪、単価 54.77 万円／坪、坪当り

大工人工数 3.69 人工、工期 4.07 ヵ月となる。地域別にみると床面積は、東海・甲信越北陸地域が 40 坪を超え大きく、

坪単価は関東・東海地

域が 57 万円を超え高

く、大工人工数は東

北・中国地域が 3.9 人

工台と大きく、北海道

は 2 人工台と少ない。

工期は四国・東海地域

が 4.6 ヵ月台と長く、

北海道・九州が短い。 

  

9.9

19.2

11.1

11.1

5.2

5.0

11.4

11.9

3.1

12.5

62.2

80.8

75.6

61.6

57.5

48.7

58.1

59.6

51.0

75.0

26.1

12.9

26.6

37.3

42.9

25.7

26.6

39.6

10.7

1.7

2.9

6.3

1.7

1.9

1.4

1.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1343)

北海道(N=26)

東北地方(N=217)

関東地方(N=289)

甲信越・北陸(N=153)

東海(N=119)

近畿(N=105)

中国(N=218)

四国(N=96)

九州・沖縄(N=112)

3ヶ月未満 3～5ヶ月未満 5～8ヶ月未満 8～10ヶ月未満 10ヶ月未満

床面積

（坪）

坪単価

（万円/坪）

大工人工数

（人/坪）

工期

（カ月）

全体 37.88 54.77 3.69 4.07

北海道 34.80 53.27 2.98 3.13

東北地方 41.00 54.23 3.94 3.62

関東地方 34.83 57.14 3.57 4.05

甲信越・北陸地方 40.38 54.49 3.86 4.23

東海地方 38.44 57.54 3.24 4.60

近畿地方 36.98 55.41 3.40 4.10

中国地方 37.83 53.35 3.94 4.05

四国地方 38.46 53.44 3.79 4.69

九州・沖縄地方 37.40 50.28 3.59 3.89



 

（３．（６）クロス集計 地域別 工務店等（一人親方以外）） 
245 

Ⅶ．業務体制 

Q38.営業 

工務店が通常行っている営業体制は、全体では「社員のみ」が 84％と最も多い。地域別では、「社員＋外注」と「外注

のみ」を合わせた割合は北海道・東北・関東が 20％近くと高く、東海地域では約 10％以下で最も低い。 

 

 

Q39.営業専任者 

工務店が営業専任者を抱えている割合は、全体では「いない」が約 80％と高く、地域別では、「いる」と答えた割合が

北海道で 43.2％、東海地域で 33.8％と高く、東北地域では 14.4％と最も低い。 

 

 

Q40-1.資金計画提案 

工務店が資金計画の提案を行っている割合は、全体では「提案している」が 55.7％と高く、地域別では、「提案してい

る」と答えた割合が北海道・甲信越北陸・東海地域で約 70％と高く、関東・近畿・中国・四国で約 50％と低い。 

 

 

84.0

80.6

79.5

78.6

85.8

93.1

83.2

87.5

86.1

91.1

9.8

12.9

13.1

13.0

9.3

4.8

7.5

9.7

6.1

4.4

6.2

6.5

7.4

8.4

4.9

2.1

9.3

2.7

7.8

4.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1666)

北海道(N=31)

東北地方(N=229)

関東地方(N=393)

甲信越・北陸(N=183)

東海(N=145)

近畿(N=161)

中国(N=257)

四国(N=115)

九州・沖縄(N=135)

社員のみ 社員＋外注 外注のみ

20.8

43.2

14.4

19.2

24.6

33.8

18.9

15.5

21.3

24.4

79.2

56.8

85.6

80.8

75.4

66.2

81.1

84.5

78.7

75.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1836)

北海道(N=37)

東北地方(N=264)

関東地方(N=416)

甲信越・北陸(N=191)

東海(N=157)

近畿(N=175)

中国(N=290)

四国(N=127)

九州・沖縄(N=160)

いる いない

55.7

73.7

58.0

49.2

71.4

66.5

48.6

49.7

46.2

61.6

44.3

26.3

42.0

50.8

28.6

33.5

51.4

50.3

53.8

38.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1882)

北海道(N=38)

東北地方(N=274)

関東地方(N=431)

甲信越・北陸(N=199)

東海(N=158)

近畿(N=175)

中国(N=292)

四国(N=130)

九州・沖縄(N=164)

提案している 提案していない
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Q40-2.提案の内容【Q40-1=1】 

工務店が資金計画の提案を自社で行っている割合は、全体では「自社」が約 70％と高く、地域別では、「自社」と答え

た割合が北海道・四国地域で約 80％と高く、東北・甲信越北陸地域が約 60％で低い。 

 

 

Q41.設計者 

工務店が設計を社員で行っている割合は、全体では「社員のみ」が 36.9％と高いが、「社員＋外注」が 33.9％で続き、

「外注のみ」も約 30％ある。地域別では、「外注」を使う割合が関東・東海・近畿地域で約 70％と多く、北海道・甲信

越北陸地域が約 50％で低い。 

 

 

Q42.設計専任者 

工務店が設計専任者を抱えている割合は、全体では「いない」が 55.9％で高く、地域別では、「いる」と答えた割合が

北海道で 54.8％、甲信越北陸地域で 60.1％と高く、関東地域では 34.5％と最も低い。 

 

 

69.1

81.0

59.0

68.5

62.9

71.4

74.6

68.4

81.4

74.2

30.9

19.0

41.0

31.5

37.1

28.6

25.4

31.6

18.6

25.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=728)

北海道(N=21)

東北地方(N=100)

関東地方(N=146)

甲信越・北陸(N=105)

東海(N=77)

近畿(N=67)

中国(N=98)

四国(N=43)

九州・沖縄(N=62)

自社で 自社以外の協力を得て

36.9

51.4

40.0

29.1

46.1

32.7

27.4

44.5

39.7

38.3

33.9

29.7

28.5

35.1

37.3

38.4

37.4

33.6

32.8

31.5

29.1

18.9

31.5

35.8

16.6

28.9

35.2

21.9

27.5

30.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1846)

北海道(N=37)

東北地方(N=270)

関東地方(N=416)

甲信越・北陸(N=193)

東海(N=159)

近畿(N=179)

中国(N=283)

四国(N=131)

九州・沖縄(N=162)

社員のみ 社員＋外注 外注のみ

44.1

54.8

47.2

34.5

60.1

50.3

38.9

42.2

49.2

44.9

55.9

45.2

52.8

65.5

39.9

49.7

61.1

57.8

50.8

55.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1675)

北海道(N=31)

東北地方(N=246)

関東地方(N=386)

甲信越・北陸(N=168)

東海(N=143)

近畿(N=167)

中国(N=258)

四国(N=122)

九州・沖縄(N=138)

いる いない
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Q43.確認申請業務 

工務店が確認申請業務を社員で行っている割合は、全体では「社員のみ」が 24.1％で低く、約半数が「外注のみ」で

行っている。地域別では、「社員のみ」の割合が北海道・甲信越北陸で約 40％と高く、「外注のみ」の割合は関東・近畿

地域で約 70％近くあり高い。 

 

 

Q44.木構造図面（土台・梁・小屋伏図）の作成者 

工務店が木構造図面（土台・梁・小屋伏図）をどのように作成しているかの割合は、全体では「社員のみ」「社員＋外

注」「外注のみ」がほぼ 1/3 ずつを占め、地域別では、「社員のみ」の割合が東北地域で約 40％と高く、「外注のみ」の割

合は関東・東海・近畿地域で約 50％近くあり高い。 

 

Q45.木構造図面外注依頼先 

工務店が木構造図面（土台・梁・小屋伏図）の外注先の割合は、全体では「設計事務所」「プレカット」がほぼ半々を

占め、地域別では、「設計事務所」の割合が北海道で約 70％と高く、「プレカット」の割合は甲信越北陸・東海・中国地

域で約 60％近くあり高い。 

 

24.1

40.0

29.2

15.3

37.9

24.7

12.1

25.2

24.2

29.6

21.7

14.3

19.6

19.5

25.8

20.4

19.2

23.8

29.5

22.5

54.2

45.7

51.2

65.2

36.4

54.9

68.7

51.0

46.2

47.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1892)

北海道(N=35)

東北地方(N=281)

関東地方(N=431)

甲信越・北陸(N=198)

東海(N=162)

近畿(N=182)

中国(N=286)

四国(N=132)

九州・沖縄(N=169)

社員のみ 社員＋外注 外注のみ

31.1

31.4

40.1

23.3

35.6

23.0

25.3

35.9

36.6

34.8

30.9

34.3

28.0

29.2

34.0

31.1

31.9

35.2

30.5

26.8

37.9

34.3

31.9

47.4

30.4

46.0

42.9

28.9

32.8

38.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1872)

北海道(N=35)

東北地方(N=282)

関東地方(N=424)

甲信越・北陸(N=194)

東海(N=161)

近畿(N=182)

中国(N=284)

四国(N=131)

九州・沖縄(N=164)

社員のみ 社員＋外注 外注のみ

46.8

72.4

49.0

51.9

37.2

41.0

53.6

40.6

46.2

44.5

49.5

20.7

46.1

43.8

60.5

56.3

42.8

55.6

51.0

52.7

3.7

6.9

5.0

4.3

2.3

2.8

3.6

3.8

2.9

2.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1672)

北海道(N=29)

東北地方(N=241)

関東地方(N=395)

甲信越・北陸(N=172)

東海(N=144)

近畿(N=166)

中国(N=261)

四国(N=104)

九州・沖縄(N=146)

設計事務所 プレカット工場 その他
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Q46.現場施工管理者 

工務店が現場管理を社員で行っている割合は、全体では「社員のみ」が 85.3％と高いが、「社員＋外注」「外注のみ」

159％程ある。地域別では、「外注」を使う割合が関東・東北・九州地域で約 20％近くあり多い。 

 

 

Q47.現場施工管理者人数 

工務店が抱えている現場管理者の人数は、全体では「1 名」が 52.1％と高いが、「2 名以上」も 45％程ある。地域別で

は、「2 名以上」の割合が北海道・甲信越北陸・東海・九州地域で 50％を超え多い。 

 

 

Q48.建設業法における主任技術者や監理技術者になれる技術者数 

工務店が抱えている.建設業法における主任技術者や監理技術者になれる技術者数は、全体では「1 名」が 46.8％と高

いが、「2 名以上」も 43.5％ある。地域別では、「2 名以上」の割合が北海道・九州地域で 65％近くあり多い。 

 

 

85.3

94.3

83.0

79.7

90.3

91.1

87.0

87.7

87.8

82.6

9.4

2.9

11.1

12.2

5.6

7.0

7.3

9.5

5.3

12.9

5.3

2.9

5.9

8.1

4.1

1.9

5.6

2.8

6.9

4.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1838)

北海道(N=35)

東北地方(N=271)

関東地方(N=418)

甲信越・北陸(N=195)

東海(N=157)

近畿(N=177)

中国(N=284)

四国(N=131)

九州・沖縄(N=155)

社員のみ 社員＋外注 外注のみ

3.8

3.3

2.7

5.5

3.9

2.3

7.9

1.7

4.6

1.6

52.1

33.3

56.3

57.2

44.2

41.2

49.0

60.8

53.2

42.2

39.9

60.0

38.3

32.1

49.4

46.6

39.7

35.0

35.8

53.9

3.0

3.3

1.8

3.5

1.9

6.1

2.0

2.1

5.5

1.6

1.2

1.7

3.8

1.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1523)

北海道(N=30)

東北地方(N=222)

関東地方(N=346)

甲信越・北陸(N=154)

東海(N=131)

近畿(N=151)

中国(N=240)

四国(N=109)

九州・沖縄(N=128)

なし 1名 2～5名 6～10名 11名以上

4.6

2.9

3.6

7.3

4.0

1.3

7.8

4.4

2.5

2.0

46.8

32.4

52.8

52.9

39.8

42.4

47.6

48.5

43.0

35.1

43.5

52.9

39.7

34.7

54.5

43.0

41.6

44.1

45.5

57.6

3.5

8.8

2.4

3.0

1.1

9.9

1.2

2.2

7.4

4.0

1.6

2.9

1.6

2.0

3.3

1.8

1.7

1.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1731)

北海道(N=34)

東北地方(N=252)

関東地方(N=395)

甲信越・北陸(N=176)

東海(N=151)

近畿(N=166)

中国(N=272)

四国(N=121)

九州・沖縄(N=151)

なし 1名 2～5名 6～10名 11名以上
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Q49.プレカット工場の利用率 

工務店がプレカット工場をどの程度利用しているかの利用率は、全体では「9 割以上」が 51.2％と高いが、「7 割未満」

も 30％ある。地域別では、「9 割以上」の割合が北海道・東北・中国地域で 40％程度と低く、東海で約 60％と高い。

 

 

Q50.通常時の工事請負契約の内容 

 工務店が行う工事請負書の契約内容は、全体では「請負金額。工期、代金の支払時期を記載した契約書」が 51.2％と

高いが、「約款を添付するもの」も 44.9％ある。地域別では、「約款を添付するもの」の割合が東海で約 60％と高い。

 

 

Q51.通常時の契約書に添付する設計図書の図面 

工務店が工事請負書に添付する設計図書の図面は、全体では「確認申請図面程度」が約 60％と高く、「仕様書を添付す

るもの」も 38.6％ある。地域別では、「金融支援機構提出図面程度」の割合が東北地域で約 35％と高い。

 

11.7

24.3

13.4

13.1

5.1

8.3

9.6

15.1

14.8

7.2

7.2

10.8

7.6

5.3

7.6

5.1

9.6

7.7

7.0

7.8

5.1

5.4

6.5

3.1

4.5

1.3

5.6

6.7

6.3

7.2

7.3

5.4

9.7

5.1

8.6

6.4

8.4

9.2

4.7

6.6

17.4

16.2

20.9

15.0

18.2

15.3

14.6

19.0

17.2

20.4

51.2

37.8

41.9

58.4

56.1

63.7

52.2

42.3

50.0

50.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1853)

北海道(N=37)

東北地方(N=277)

関東地方(N=413)

甲信越・北陸(N=198)

東海(N=157)

近畿(N=178)

中国(N=284)

四国(N=128)

九州・沖縄(N=167)

利用しない（手刻み） 3割未満 3～5割未満 5～7割未満 7割～9割未満 9割以上

44.9

50.0

39.5

44.2

51.2

61.7

42.1

41.9

41.7

43.3

51.7

44.7

58.7

52.0

47.8

38.3

50.8

52.7

54.5

53.2

2.9

2.6

1.7

3.1

7.1

4.4

2.3

2.9

2.6

1.0

1.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1934)

北海道(N=38)

東北地方(N=286)

関東地方(N=446)

甲信越・北陸(N=201)

東海(N=162)

近畿(N=183)

中国(N=296)

四国(N=132)

九州・沖縄(N=171)

契約書に約款を添付して契約している 請負金額、工期、代金の支払時期等を記載した契約書での契約 契約書を交わさず口頭で契約 その他

60.3

59.5

54.9

56.9

59.0

66.0

62.8

64.3

59.5

67.8

26.7

27.0

34.7

26.7

28.5

21.6

22.2

24.1

31.3

21.1

19.9

24.3

27.8

17.3

25.0

19.1

12.2

16.1

26.0

18.7

38.6

37.8

37.9

43.3

43.5

40.1

38.9

36.4

30.5

28.1

5.0

2.9

7.4

3.0

4.3

7.8

4.5

5.3

3.5

1.5

10.8

1.1

2.1

1.9

2.8

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100% 120% 140% 160% 180%

全体(N=1897)

北海道(N=37)

東北地方(N=277)

関東地方(N=434)

甲信越・北陸(N=200)

東海(N=162)

近畿(N=180)

中国(N=286)

四国(N=131)

九州・沖縄(N=171)

確認申請図面程度（平・立面図） 住宅金融支援機構提出図面程度（平・立面図・矩計図）
2の図面に加え伏図等を加えた図面 仕様書を添付する
図面は添付しない その他
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Q52.通常時の契約書に添付する見積書 

工務店が工事請負書に添付する見積書は、全体では「工事別内訳明細書の添付」が約 70％と高い。地域別では、「工事

別の内訳書」程度の割合が東北・四国地域で約 40％と高くなっている。

 

 

Ⅷ．社員の採用・育成等 

Q53.過去 5 年間で社会保険料の事業主負担をしている社員の採用状況 

工務店が過去 5 年間に採用した社員状況は、全体では「採用あり」が 41.5％と半数を割る結果となっている。地域別

では、「採用あり」の割合が北海道は約 70％、東海が約 60％、甲信越北陸・九州地域で約 50％と高くなっている。

 

Q54.採用職種【Q53=1】 

工務店が過去 5 年間に採用した社員の職種は、全体では「社員大工」が最も多く 47.4％、次に「現場監督」42.3％、「営

業職」30％と続く。地域別では、北海道・九州はいずれの職種も採用意欲が高く、北陸・中国地域は低くなっている。

 

70.4

59.5

70.7

67.1

76.5

75.8

71.2

74.4

63.4

66.9

17.8

21.6

18.6

20.8

12.5

11.2

16.4

16.3

26.1

18.3

10.3

18.9

10.4

10.7

10.0

9.9

9.0

8.0

9.0

13.6

1.1

1.2

3.4

1.9

1.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1904)

北海道(N=37)

東北地方(N=280)

関東地方(N=438)

甲信越・北陸(N=200)

東海(N=161)

近畿(N=177)

中国(N=289)

四国(N=134)

九州・沖縄(N=169)

工事別内訳明細書を添付する 工事別内訳書を添付する 工事費の合計金額見積書を添付する 坪単価の見積書を添付する その他

41.6

71.1

36.1

39.3

50.2

57.3

33.9

33.8

35.6

50.9

58.4

28.9

63.9

60.7

49.8

42.7

66.1

66.2

64.4

49.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1950)

北海道(N=38)

東北地方(N=285)

関東地方(N=450)

甲信越・北陸(N=203)

東海(N=164)

近畿(N=183)

中国(N=302)

四国(N=135)

九州・沖縄(N=169)

採用あり 採用なし

30.0

48.1

20.0

30.3

29.4

33.0

40.3

21.6

37.5

30.6

23.1

33.3

18.0

20.6

21.6

27.5

24.2

17.6

33.3

28.2

42.3

70.4

21.0

44.0

43.1

49.5

54.8

33.3

41.7

50.6

47.4

51.9

69.0

43.4

46.1

41.8

25.8

63.7

37.5

41.2

26.8

33.3

25.0

26.3

28.4

22.0

35.5

17.6

31.3

31.8

6.4

3.7

4.0

6.3

6.9

8.8

1.6

10.8

7.1

0% 50% 100% 150% 200% 250% 300%

全体(N=802)

北海道(N=27)

東北地方(N=100)

関東地方(N=175)

甲信越・北陸(N=102)

東海(N=91)

近畿(N=62)

中国(N=102)

四国(N=48)

九州・沖縄(N=85)

営業職 設計職 現場管理者 社員大工 一般事務 その他
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Q55.どういう経緯での採用か【Q53=1】 

工務店が過去 5 年間に採用した社員の採用経緯は、全体では「ハローワーク」が最も多く 44.9％、次に「知人の紹介」

43％と続く。地域別では甲信越北陸・近畿・四国・九州地域が「ハローワーク」が 50％超え多く、東北・東海が「高校

から紹介」が 20％を超え多い。

 

Q56.どういう経歴の方の採用か【Q53=1】 

工務店が過去 5 年間に採用した社員の経歴は、全体では「新卒」「同業種から」が最も多く約 40％、次に「建築系から」

「他職から転職」約 30％前後と続く。地域別では北海道・近畿・四国・九州地域が活発な状況を示している。 

 

Q57.御社が整備（持っている）している雇用関係書類 

工務店が整備している雇用関係書類は、全体では「出勤簿」「賃金台帳」「労働者名簿」が約 80％、70％、60％と多い。

地域別では北海道が「就業規則」を含め書類整備の意識が高く、関東地域で低い結果となっている。 

 

44.9

46.2

42.9

33.9

57.0

46.1

53.3

40.2

52.1

50.0

43.0

50.0

44.9

41.4

44.0

39.3

41.7

43.1

43.8

42.9

15.4

3.8

19.4

16.1

12.0

14.6

16.7

19.6

18.8

11.9

13.0

15.4

20.4

9.2

12.0

24.7

1.7

12.7

16.7

8.3

19.9

30.8

14.3

27.6

14.0

25.8

23.3

15.7

12.5

15.5

0% 20% 40% 60% 80% 100% 120% 140% 160%

全体(N=790)

北海道(N=26)

東北地方(N=98)

関東地方(N=174)

甲信越・北陸(N=100)

東海(N=89)

近畿(N=60)

中国(N=102)

四国(N=48)

九州・沖縄(N=84)

ハローワーク 知人の紹介 親戚縁者 高校から紹介 その他

39.0

36.0

48.5

33.9

32.7

48.9

31.7

40.0

39.1

42.5

38.9

48.0

28.3

39.8

43.9

44.3

41.7

35.0

30.4

43.8

31.7

44.0

21.2

31.0

25.5

29.5

41.7

29.0

45.7

38.8

27.7

24.0

33.3

26.9

29.6

23.9

25.0

30.0

32.6

22.5

0% 20% 40% 60% 80% 100% 120% 140% 160%

全体(N=777)

北海道(N=25)

東北地方(N=99)

関東地方(N=171)

甲信越・北陸(N=98)

東海(N=88)

近畿(N=60)

中国(N=100)

四国(N=46)

九州・沖縄(N=80)

新卒（高卒・大卒・その他） 同業種から 建設系から 建設以外からの転職

50.8

60.6

48.6

45.9

60.1

56.6

45.0

53.3

43.9

52.7

22.1

30.3

27.4

18.4

26.8

23.3

17.8

20.2

20.4

22.9

22.3

57.6

28.3

21.5

26.8

17.8

14.7

22.3

12.2

19.8

77.4

78.8

85.4

66.5

71.6

80.6

76.7

82.2

81.6

84.0

11.1

18.2

14.2

11.7

12.6

13.2

6.2

9.9

8.2

7.6

72.0

66.7

75.9

64.6

69.9

70.5

68.2

81.0

78.6

72.5

61.9

69.7

70.8

54.4

58.5

58.1

57.4

70.7

53.1

67.2

0% 50% 100% 150% 200% 250% 300% 350% 400%

全体(N=1484)

北海道(N=33)

東北地方(N=212)

関東地方(N=316)

甲信越・北陸(N=183)

東海(N=129)

近畿(N=129)

中国(N=242)

四国(N=98)

九州・沖縄(N=131)

就業規則 労働条件通知書 労働契約書 出勤簿 36協定書 賃金台帳 労働者名簿



 

（３．（６）クロス集計 地域別 工務店等（一人親方以外）） 
252 

Q58.社員の資格保有状況 

工務店の社員が保有している資格は、全体では「建築士」が最も多く約 80％、次に「施工管理技士」が 55％、「住宅

建物取引主任者」34％と続く。地域別では北海道・甲信越北陸・東海地域が資格保有者の割合が高い。

 

Q59.社員の社会保険の加入状況 

工務店の社員の社会保険加入状況は、全体では「労災保険」が最も多く約 90％、次に「雇用保険」「国保」「厚生年金」

が約 65％程度で続く。地域別では北海道・甲信越北陸地域で意識が高く、近畿地域で低い。 

 

Ⅸ．経営の状況や施策への取組状況 

Q60.御社の現在の経営状況に対する認識 

工務店の現在の経営状況に対する認識は、全体では「普通」が最も多く 55.8％で、「良い」を加えると 70％となる。

地域別では、北海道・甲信越北陸地域で「良い＋普通」が 80％で良好で、関東・近畿地域が 65％で若干落ちる。 

 

79.2

77.8

75.8

70.1

88.6

85.5

80.9

80.5

84.5

84.7

32.6

44.4

53.4

23.5

36.4

34.5

25.7

30.1

21.6

34.7

2.9

8.3

5.5

1.9

2.7

4.1

3.3

1.6

2.7

55.1

63.9

57.2

48.8

59.8

60.7

57.2

51.6

49.1

64.0

27.7

27.8

23.3

38.8

26.1

26.2

25.7

23.4

16.4

28.0

12.2

22.2

6.4

10.5

17.9

21.4

10.5

9.4

17.2

10.7

16.8

16.7

9.3

16.3

23.9

31.0

21.1

16.4

11.2

9.3

10.7

25.0

11.4

4.2

14.7

13.8

9.2

10.5

13.8

14.0

33.5

55.6

24.2

33.0

40.8

49.7

32.2

27.3

32.8

34.0

6.7

22.2

5.5

6.9

8.7

10.3

5.3

3.5

6.9

4.7

6.7

13.9

4.7

5.3

10.3

15.2

6.6

4.7

3.4

5.3

3.9

2.8

5.5

4.4

3.8

2.8

4.6

2.0

4.3

2.7

0% 50% 100% 150% 200% 250% 300% 350% 400%

全体(N=1652)

北海道(N=36)

東北地方(N=236)

関東地方(N=361)

甲信越・北陸(N=184)

東海(N=145)

近畿(N=152)

中国(N=256)

四国(N=116)

九州・沖縄(N=150)

建築士（一級・二級・木造） 建築大工技能士（1級・2級） 枠組壁建築技能士 施工管理技士（1級・2級）

増改築相談員 インテリアコーディネーター 福祉住環境コーディネーター（1～3級） 建設業経理事務士

住宅建物取引主任者又は宅地建物取引士 住宅ローンアドバイザー ファイナンシャルプランナー その他

64.9

89.5

64.9

59.1

77.9

73.5

52.6

61.7

63.0

70.7

88.0

89.5

92.3

86.8

93.3

86.1

83.8

87.1

89.1

84.7

67.2

52.6

65.3

67.7

65.6

68.2

64.7

73.2

76.5

58.0

19.0

31.6

15.4

18.1

26.7

18.5

16.2

16.0

17.6

24.2

20.6

24.7

20.8

10.8

15.9

33.5

23.0

21.0

17.2

66.5

81.6

53.3

71.0

83.1

75.5

52.6

64.1

67.2

62.4

0% 50% 100% 150% 200% 250% 300% 350% 400%

全体(N=1803)

北海道(N=38)

東北地方(N=259)

関東地方(N=403)

甲信越・北陸(N=195)

東海(N=151)

近畿(N=173)

中国(N=287)

四国(N=119)

九州・沖縄(N=157)

雇用保険（失業保険） 労災保険 健康保険（建設国保含む） 健康保険（協会けんぽ） 国民年金 厚生年金

2.3

7.9

1.7

2.6

1.5

3.1

1.1

2.3

1.5

3.5

12.8

26.3

12.5

10.8

13.0

21.6

9.3

11.7

14.9

12.4

55.8

47.4

61.8

52.1

64.5

46.3

53.8

54.1

56.0

60.6

24.3

15.8

20.1

28.6

18.5

24.1

30.2

24.1

26.1

21.2

4.9

2.6

3.8

5.9

2.5

4.9

5.5

7.8

1.5

2.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1958)

北海道(N=38)

東北地方(N=288)

関東地方(N=455)

甲信越・北陸(N=200)

東海(N=162)

近畿(N=182)

中国(N=307)

四国(N=134)

九州・沖縄(N=170)

非常に良い 良い 普通 悪い 非常に悪い
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Q61.従業員を今後雇用する見通し 

工務店が今後従業員を雇用する見通しは、全体では「増やす」方向が約 45％で、「このまま行く」が約 50％と拮抗し、

「減らす」意向は 5％以下である。地域別では、北海道・甲信越北陸・東海・九州が「増やす」意向を強く持っている。 

 

Q62.今後の経営上重視すること 

工務店が今後の経営で重視する内容は、全体では「現在の事業の維持・拡大」が 63.2％で最も多く、「他分野への拡大」

「決めていない」が約 17％と続く。地域別では、甲信越北陸・東海地域で「他分野への拡大」意欲が約 23％前後と高く、

北陸・関東地域では「次世代へ事業継承させる意思がない」が 10％を超えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12.1

10.5

11.7

12.9

12.9

15.1

7.8

10.4

9.6

16.5

33.1

57.9

29.7

27.7

41.1

42.1

31.1

31.6

30.9

37.1

52.2

31.6

56.2

55.4

43.6

40.9

60.6

55.0

56.6

44.7

1.3

1.0

1.8

1.5

1.3

1.3

1.5

1.8

1.3

1.4

2.2

1.6

1.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1952)

北海道(N=38)

東北地方(N=290)

関東地方(N=448)

甲信越・北陸(N=202)

東海(N=159)

近畿(N=180)

中国(N=307)

四国(N=136)

九州・沖縄(N=170)

増やしたい 少し増やしたい このままで行く やや減らしたい 減らしたい

63.2

73.7

58.1

64.0

66.2

65.6

62.8

60.1

60.3

71.8

16.5

13.2

16.2

15.9

22.9

23.8

19.4

12.1

16.2

9.4

1.1

1.7

1.3

1.5

8.5

2.6

10.7

10.4

4.5

6.3

8.9

9.2

7.4

5.9

16.7

15.8

22.0

16.1

10.0

11.9

11.1

21.9

19.9

15.9

1.0

1.3

1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100% 120%

全体(N=1957)

北海道(N=38)

東北地方(N=291)

関東地方(N=453)

甲信越・北陸(N=201)

東海(N=160)

近畿(N=180)

中国(N=306)

四国(N=136)

九州・沖縄(N=170)

現在の事業の範囲で維持または拡大を図る 現在の事業に加え、他の事業分野も取り組み拡大を図る

現在の事業から他の事業へ転進を図る 次世代へ事業を継続させる意思はない

決めていない その他
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Q63.平成 24 年度から始まった省エネルギー技術講習会への参加について 

平成 24 年度から始まった省エネルギー技術講習会へは、全体では経営者の参加が 56.7％と最も多く次いで現場監督

22.9％、設計担当者 21％となっており、誰も参加していないのが 21.7％ある。 

地域別では、経営者の参加が多いのは、甲信越北陸・東北・九州地域で 60％を超えている。現場に関わる現場監督・

大工の参加が多いのも甲信越北陸地域でこれも 60％を超え、少ないのが関東・近畿地域で約 35％程度に留まっている。 

設計担当者の参加が多いのが北海道と東海地域で約 35％が参加しており、少ないのが関東・近畿地域で約 17％ある。 

 近畿地域は約 30％が誰も参加しておらず割合が多く甲信越北陸地域は参加してない割合が約 10％と少ない。 

 

Q64.御社が標準としている省エネルギー仕様について 

工務店が取組んでいる省エネルギー仕様は、全体で 35.9％が取組んでいないが、H11 年基準以前を除き約 60％が取組

んでいる。地域別では関東・近畿・中国・九州で若干取組みが低く甲信越北陸・北海道・東海が約 80％取組でいる。 

取組内容では、全体で H25 基準が約 50％、ゼロエネルギー住宅 16.7％、H11 年基準 16.4％の順になる。地域別では

北海道で取組が高く、近畿・中国地域で取組が低い。東海地域でゼロエネルギー住宅への取組みが 23.3％と高い。 

 

56.7

45.9

62.1

56.7

64.2

60.0

41.8

55.5

53.8

61.6

22.9

35.1

22.5

15.6

34.3

27.5

21.4

20.3

26.5

26.2

18.1

5.4

23.9

15.6

22.4

16.3

10.4

26.6

16.7

10.5

5.2

8.1

6.4

5.0

4.5

5.0

5.5

5.6

3.0

5.8

9.1

21.6

5.0

7.2

12.9

14.4

9.9

8.0

9.1

9.9

21.0

35.1

17.5

16.7

29.9

34.4

16.5

17.3

22.0

22.7

21.7

21.6

21.1

25.3

10.4

15.6

30.2

21.3

22.7

20.9

1.4

1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100% 120% 140% 160% 180% 200%

全体(N=1928)

北海道(N=37)

東北地方(N=280)

関東地方(N=443)

甲信越・北陸(N=201)

東海(N=160)

近畿(N=182)

中国(N=301)

四国(N=132)

九州・沖縄(N=172)

経営者が参加した 現場監督が参加した 社員大工が参加した 専属大工が参加した

営業が参加した 設計担当が参加した 誰も参加していない その他

35.9

24.3

32.6

40.6

19.6

26.6

40.2

41.0

42.0

39.8

5.4

10.8

4.8

4.0

10.6

7.6

5.2

3.1

6.1

5.6

10.6

11.4

8.6

14.6

17.1

9.8

8.9

9.2

10.6

5.0

8.1

5.1

4.4

8.0

2.5

4.6

3.8

5.3

6.2

30.6

48.6

33.7

30.3

36.7

34.2

25.3

28.7

27.5

24.8

10.5

8.1

9.9

9.8

8.5

12.0

12.6

12.3

9.2

11.2

1.9

2.6

2.3

2.0

2.3

2.4

1.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1873)

北海道(N=37)

東北地方(N=273)

関東地方(N=429)

甲信越・北陸(N=199)

東海(N=158)

近畿(N=174)

中国(N=293)

四国(N=131)

九州・沖縄(N=161)

取組んでいない ネットゼロエネルギー住宅 ゼロエネルギー住宅
認定低炭素住宅 平成25（28）年基準省エネ住宅 平成11年基準省エネ住宅
平成11年以前の仕様による省エネ住宅
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Q65.御社が標準としている耐震仕様について 

工務店が標準としている耐震仕様の内容は、全体では「建築基準法相当」が 65.5％で最も多く、「耐震等級 2」が 18％、

「耐震等級 3」が約 17％と続く。地域別では、東海地域が「耐震等級 2 と 3」で 55％超え意識が高く、次いで甲信越北

陸・四国地域が 50％近くある。中国地域は 23.3％で最も意識が低い。 

 

Q66.平成 24～26 年度の地域型住宅ブランド化事業への取組について 

平成 24～26 年度の地域型住宅ブランド化事業への工務店の取組は、全体では「取組んでいない」が 67％で高く、「参

加した」が 30％ある。地域別では、「参加した」が甲信越北陸地域で 56.2％、北海道・東海地域が約 45％と意識が高く。

関東地域が約 20％と低い。 

 

 

Q67.取組なかった理由【Q66=1】 

平成 24～26 年度の地域型住宅ブランド化事業へ工務店が取組なかった理由は、全体では「知らなかった」が 47％で

高く、「興味がなかった」が 36％で続く。地域別では、近畿・九州地域で「知らなかった」の割合が約 60％ある。

 

 

65.5

66.7

71.7

67.3

54.7

44.8

70.0

76.5

51.5

70.7

18.0

19.4

19.6

15.2

25.6

25.8

16.7

10.2

23.1

17.1

16.5

13.9

8.7

17.5

19.7

29.4

13.3

13.3

25.4

12.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1890)

北海道(N=36)

東北地方(N=276)

関東地方(N=428)

甲信越・北陸(N=203)

東海(N=163)

近畿(N=180)

中国(N=293)

四国(N=134)

九州・沖縄(N=164)

建築基準法相当 耐震等級2相当（構造躯体の倒壊等防止） 耐震等級3相当（構造躯体の倒壊等防止）

67.0

55.3

66.7

77.3

40.9

52.4

75.8

76.4

62.0

65.1

30.6

42.1

31.9

19.8

56.2

47.0

22.0

21.3

35.8

31.4

2.3

2.6

1.4

2.9

3.0

2.2

2.3

2.2

3.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1945)

北海道(N=38)

東北地方(N=279)

関東地方(N=445)

甲信越・北陸(N=203)

東海(N=164)

近畿(N=182)

中国(N=305)

四国(N=137)

九州・沖縄(N=172)

取組んでいない 住宅事業者として地域グループに参加した 取組んだがメリットがないのでやめた

45.9

47.6

41.7

46.9

36.6

37.3

57.1

41.9

41.0

58.7

13.0

14.3

15.6

16.1

19.5

13.3

9.0

8.8

13.3

8.3

35.1

33.3

35.6

30.7

39.0

39.8

29.3

42.7

43.4

28.4

5.9

4.8

7.2

6.3

4.9

9.6

4.5

6.6

2.4

4.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1269)

北海道(N=21)

東北地方(N=180)

関東地方(N=335)

甲信越・北陸(N=82)

東海(N=83)

近畿(N=133)

中国(N=227)

四国(N=83)

九州・沖縄(N=109)

事業を知らなかった 参加グループがなかった 興味がなかった その他
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Q68-1.参加した後について【Q66=2】 

平成 24～26 年度の地域型住宅ブランド化事業へ工務店が参加した後の状況は、全体では「建設した」が 55％で、「参

加したが新築がなかった」を僅かに上回った。地域別では、甲信越北陸・東海・四国・九州地域が「建設した」が 60％

を超え高く、関東・近畿地区が 40％台と低い。 

 

 

Q68-2.参加した後について_建設戸数【Q68-1=2】 

平成 24～26 年度の地域型住宅ブランド化事業へ工務店が参加した後の建設戸数は、全体では「1～4 戸」が約 60％で

多い。地域別では、北海道が「5 戸以上」が 60％を超え高く、東海・中国地域が約 50％と続く。 

 

 

Q69.平成 27 年度からの地域型住宅グリーン化事業への取組について 

H27 年度からの地域型住宅グリーン化事業への工務店の取組は、全体では「取組んでいない」が 72.3％で高く、「参加

した」が 26,2％で、H26 年までのブランド化事業より取組が少ない。地域別では、「参加した」が甲信越北陸地域で 45.8％、

東海地域で 42.5％、北海道で 37.8％とブランド化と同じく意識が高く。関東・近畿・中国地域で 10％台と低い。 
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参加したが新築物件がなかった 戸建設した

3.3

3.3

61.1

37.5

65.6

68.9

65.6

52.3

66.7

50.0

60.0

63.3

22.4

37.5

18.8

22.2

18.0

31.8

22.2

23.5

26.7

13.3

14.2

25.0

15.6

8.9

13.1

11.4

11.1

23.5

13.3

16.7

1.3

4.5

2.9

3.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=303)

北海道(N=8)

東北地方(N=32)

関東地方(N=45)

甲信越・北陸(N=61)

東海(N=44)

近畿(N=18)

中国(N=34)

四国(N=30)

九州・沖縄(N=30)

0戸 1～4戸 5～9戸 10～19戸 20～49戸 50～99戸 100戸以上
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取組んでいない 住宅事業者として地域グループに参加した 取組んだがメリットがないのでやめた
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Q70.取組なかった理由【Q69= 1】 

H27 年度からの地域型住宅グリーン化事業へ工務店が取組なかった理由は、全体では「知らなかった」が約 50％で高

く、「興味がなかった」が 33％で続く。地域別では、近畿・九州地域で「知らなかった」の割合が約 60％ある。 

 

 

Q72-1.参加した後について【Q69= 2】 

H27 年度からの地域型住宅グリーン化事業へ工務店が参加した後の状況は、全体では「建設した」が 60％で、「参加

したが新築がなかった」をブランド化より上回った。地域別では、九州地域で「建設した」が 70％を超え高く、東北・

近畿地区が 50％近くと低い。 

 

 

Q72-2.参加した後について_建設戸数【Q72-1= 2】 

H27 年度からの地域型住宅グリーン化事業へ工務店が参加した後の建設戸数は、全体では「1～4 戸」が 74.5％で多い。

地域別では、北海道・四国地域が「5 戸以上」が約 40％近くあり高く、関東・近畿地域が 20％と低くなっている。 
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Q73.長期優良住宅化リフォーム事業について 

長期優良住宅化リフォーム事業への工務店の取組は、全体では「行ったことはない」が 84.83％で高い。地域別では、

北海道で約 25％が取組んでおり高く、その中でも「特定性能向上工事を行った」が 19.4％で高い。近畿地域で「その他

性能向上工事」が 8.8％と高く、東北地域で「3 世代同居」が 4.7％と高い。関東・中国・四国地域で若干全体に比べ取

組が低い。 
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